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１ 大学の概要 

 

(1) 目 標 

本格的な人口減少や経済社会のグローバル化，技術革新等による産業構造の変化など，社会経済情勢が大きく変化する中，高等

教育においては，知識・技能を学んで修得するだけでなく，学んだ知識・技能を実践・応用する力，さらには，自ら課題の発見・

解決に取り組み，多様な人々と協働しながら，新たな価値を創造する力を育成することが求められている。 

広島県公立大学法人では，本県経済を持続的に発展させ，地域の活力を維持していくため，地域の課題を解決し，地域創生に貢

献できる「課題探究型地域創生人材」の育成を目指す既存の県立広島大学の学部・学科等の再編と，「解のない課題に果敢にチャ

レンジし，粘り強く新しい時代を切り開いていく人材」を育てる新たな教育モデルの構築を両輪とする改革を推進していく。 

こうした取組を通して，学生にこれからの社会で活躍するために必要となる資質・能力を身に付けさせ，社会に送り出すことが，

広島県公立大学法人の使命であり，そのための取組を積極的に推進する。 
 

(2) 業 務（広島県公立大学法人定款第２６条） 

① 大学を設置し，これを運営すること。 

② 学生に対し，修学，進路選択及び心身の健康等に関する相談その他の援助を行うこと。 

③ 法人以外の者から委託を受け，又はこれと共同して行う研究の実施その他の法人以外の者との連携による教育研究活動を行う

こと。 

④ 公開講座の開設その他の学生以外の者に対する学習の機会を提供すること。 

⑤ 県立大学における教育研究の成果を普及し，及びその活用を促進すること。 

⑥ 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 
 

(3) 事務所等の所在地 

① 法人本部（県立広島大学広島キャンパス）  広島県広島市南区宇品東一丁目１番７１号 

② 県立広島大学庄原キャンパス        広島県庄原市七塚町５５６２番地 

③ 県立広島大学三原キャンパス        広島県三原市学園町１番１号 

④ 叡啓大学                 広島県広島市中区幟町１－５ 
 

(4) 資本金の状況 

２０３億５，９９６万円（全額 広島県出資） 
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(5) 役員の状況 

役  職 氏 名 就任年月日 備      考 

理事長 土 屋 定 之 令和 3年 4月 1日 ※令和 4年 4月 30日付け退任 

副理事長 森 永   力 令和 3年 4月 1日 県立広島大学長兼務 ※令和 4 年 5月 1 日より理事長職務代行者  

副理事長 有 信 睦 弘 令和 3年 4月 1日 叡啓大学長兼務 

理事 津 森 登志子 令和 3年 4月 1日 県立広島大学副学長（研究・地域貢献・国際交流担当）兼務 

理事 馬 本   勉 平成 31年 4月 1日 
県立広島大学副学長（教育・学生支援担当）， 
高等教育推進機構長兼務 

理事 保 井 俊 之 令和 3年 4月 1日 
叡啓大学ｿｰｼｬﾙｼｽﾃﾑﾃﾞｻﾞｲﾝ学部長，ｺﾝﾋﾟﾃﾝｼｰ・ﾃﾞｨﾍﾞﾛｯﾌﾟﾒﾝﾄ・
センター長，産学官連携・研究推進センター長兼務 

理事 太 田 克 司 平成 31年 4月 1日 監査室長兼務 

理事 木 村   洋 令和 3年 4月 1日 事務局長兼務 

理事(非常勤) 安 東 善 博 平成 27年 4月 1日 株式会社中国放送 相談役 

理事(非常勤) 榊 原 恒 雄 令和元年 10月 1日 広島県教育委員会 理事 

監事(非常勤) 前 川 秀 雅 令和元年 7月 17日 弁護士 

監事(非常勤) 金 本 善 行 令和元年 7月 17日 公認会計士・税理士 
 

(6) 職員の状況（令和４年５月１日現在） 

① 教員 ２４０人（学長を除く県立広島大学及び叡啓大学専任教員） 

② 職員 １４２人（県派遣職員，法人職員，法人契約職員） 
 

(7) 学部等の構成 

  【県立広島大学】 

① 学 部  地域創生学部，人間文化学部，経営情報学部，生物資源科学部，生命環境学部，保健福祉学部 

② 専攻科  助産学専攻科 

③ 大学院  総合学術研究科，経営管理研究科 

【叡啓大学】 

① 学 部  ソーシャルシステムデザイン学部 
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(8) 学生の状況（令和４年５月１日現在） 

   【県立広島大学】 

総学生数 ２，５１８人 

（内訳）学 部  ２,２８１人［地域創生６４７人，人間文化１４０人，経営情報１１６人，生物資源４２６人， 

                生命環境１７９人，保健福祉７７３人］ 

専攻科     １０人 

大学院    ２２７人［修士・博士（前期・後期）課程１６７人，修士課程（専門職）６０人］ 

   【叡啓大学】 

総学生数 １７３人［ソーシャルシステムデザイン学部］ 

 

 

年  月 摘        要 

大正 9(1920)年 3月 広島県立広島高等女学校に専攻科設置 

昭和 3(1928)年 4月 広島女子専門学校開校 

昭和 25(1950)年 4月 広島女子短期大学開学 

昭和 29(1954)年 4月 広島農業短期大学開学 

昭和 40(1965)年 4月 広島女子大学（文学部，家政学部）開学 

昭和 41(1966)年 3月 広島女子短期大学閉学 

平成 元(1989)年 4月 広島県立大学（経営学部，生物資源学部）開学 

平成 2(1990)年 3月 広島農業短期大学閉学 

平成 6(1994)年 4月 広島県立大学大学院（経営情報学研究科，生物生産システム研究科）修士課程開設 

平成 7(1995)年 4月 広島県立保健福祉短期大学開学 

平成 10(1998)年 4月 広島県立大学大学院（経営情報学研究科，生物生産システム研究科）博士課程開設 

平成 12(2000)年 4月 広島女子大学を県立広島女子大学に改称・広島県立保健福祉大学（保健福祉学部）開学 

県立広島女子大学大学院（国際文化研究科，生活科学研究科）修士課程開設 

平成 13(2001)年 2月 県立大学運営協議会設置 

平成 14(2002)年 3月 広島県立保健福祉短期大学閉学 

〃   12月 県立大学運営協議会から最終まとめ「新たなる県立大学をめざして」答申 

(9) 沿  革 
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平成 15(2003)年 9月 「新県立大学基本構想」策定 

平成 17(2005)年 4月 県立広島大学・県立広島大学大学院開学 

平成 19(2007)年 4月 公立大学法人県立広島大学設立 

〃    7月 「第一期中期計画」策定（同年 8月認可） 

平成 21(2009)年 4月 県立広島大学助産学専攻科開設 

平成 24(2012)年 6月 県立広島女子大学閉学・広島県立保健福祉大学閉学 

平成 25(2013)年 3月 「第二期中期計画」策定・認可 

平成 25(2013)年 4月 「サテライトキャンパスひろしま」設置 

平成 26(2014)年 2月 広島県立大学閉学 

平成 28(2016)年 4月 県立広島大学大学院経営管理研究科（専門職学位課程）開設 

平成 31(2019)年 3月 「第三期中期計画」策定・認可 

令和 2(2020)年 4月 県立広島大学地域創生学部，生物資源科学部開設 

令和 3(2021)年 4月 法人名を広島県公立大学法人に名称変更・県立広島大学保健福祉学部再編・ 

叡啓大学（ソーシャルシステムデザイン学部）開学 

令和 4(2022)年 4月 県立広島大学大学院総合学術研究科保健福祉学専攻博士課程後期開設 

 
(10) 経営審議会・教育研究審議会 
① 経営審議会 

氏 名 現    職 
土 屋 定 之 理事長 ※令和 4年 4月 30日付け退任 
森 永   力 副理事長（県立広島大学長兼務） ※令和 4年 5月 1日より理事長職務代行者 
有 信 睦 弘 副理事長（叡啓大学長兼務） 
津 森 登志子 理事（県立広島大学副学長〈研究・地域貢献・国際交流担当〉兼務）  
馬 本   勉 理事（県立広島大学副学長〈教育・学生支援担当〉，高等教育推進機構長兼務） 
保 井 俊 之 理事(叡啓大学ｿｰｼｬﾙｼｽﾃﾑﾃﾞｻﾞｲﾝ学部長 ， ｺﾝﾋﾟﾃﾝｼｰ ・ ﾃﾞｨﾍﾞﾛｯﾌﾟﾒﾝﾄ ・ ｾﾝﾀｰ長 ， 産学官連携・研究推進ｾﾝﾀｰ長兼務) 
木 村   洋 理事（事務局長兼務） 
安 東 善 博 理事（非常勤）株式会社中国放送 相談役 
榊  原 恒  雄 理事（非常勤）広島県教育委員会 理事（非常勤） 
菅 田 博 文 テラル株式会社 代表取締役社長 
鈴 木   寛 東京大学教授 慶應義塾大学教授 
寳 來   茂 戸田工業株式会社 代表取締役社長 
林   正 夫 学校法人修道学園理事長 
部 谷 俊 雄 株式会社ひろぎんホールディングス 代表取締役社長 
山 本 孝 昭 株式会社ドリーム・アーツ 代表取締役社長 
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② 県立広島大学教育研究審議会 

氏 名 現    職 
森 永   力 副理事長（県立広島大学長兼務） 
津 森 登志子 理事（副学長〈研究・地域貢献・国際交流担当〉兼務）  
馬 本   勉 理事（副学長〈教育・学生支援担当〉，高等教育推進機構長兼務） 
太 田 克 司 理事（監査室長兼務） 
木 村   洋 理事（事務局長兼務） 
榊 原 恒 雄 理事（非常勤）広島県教育委員会 理事（非常勤） 
田 中   聡 学長補佐（教育改革・大学連携担当，大学教育実践センター長兼務） 
上水流 久 彦 学長補佐（地域貢献担当，地域基盤研究機構長兼務） 
重 安 哲 也 地域創生学部長（経営情報学部長兼務） 
谷 本 昌 太 人間文化学部長 
荻 田 信二郎 生物資源科学部長（生命環境学部長兼務） 
城 本   修 保健福祉学部長 
宮 下 ルリ子 助産学専攻科長 
原 田 浩 幸 大学院総合学術研究科長 
横 山 禎 徳 大学院経営管理研究科長 
小 川 仁 士 学術情報センター長 
生 田   顯 国際交流センター長 
下 﨑 邦 明 参与 
川 妻 利 絵 ひろしま管財株式会社 代表取締役社長，広島経済同友会 ダイバーシティ委員会委員長 
餘利野 直 人 呉工業高等専門学校 校長，広島大学大学院先進理工系科学研究科 特任教授 

 
③ 叡啓大学教育研究審議会 

氏 名 現    職 
有 信 睦 弘 副理事長（叡啓大学長兼務） 
保 井 俊 之 理事(学部長，コンピテンシー・ディベロップメント・センター長，産学官連携・研究推進センター長兼務)  
太 田 克 司 理事（監査室長兼務） 
木 村   洋 理事（事務局長兼務） 
土 本 康 生 学術情報センター長 
上 杉 裕 子 国際交流センター長 
石 川 雅 紀 コンピテンシー・ディベロップメント・センター副センター長 
早 田 吉 伸 産学官連携・研究推進センター副センター長 
田 原 俊 典 修道中学校・修道高等学校校長 
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２ 全体的な状況とその自己評価 
 （令和４年度の状況） 

第三期中期計画期間（令和元～６年度）の４年目となる令和４年度は，県立広島大学では再編後の学部・学科開設３年目にあたる

と同時に，叡啓大学開学の２年目となることを踏まえ，第三期中期目標達成を見据えた事業展開を図るとともに，昨今の大学を取り

巻く情勢の変化に対応するため，将来に向けた主要な事業を選定し，年度計画の重点項目とした上で，新型コロナウイルス感染症の

拡大防止策を踏まえながら着実な実施に取り組んだ結果，計画を概ね順調に履行することができた。 

 （令和元年度から４年度までの状況） 

令和元年度から４年度までの期間において，県立広島大学では学部・学科の再編について，叡啓大学では開学及び学年完成につい

て，第三期中期目標達成を見据えた事業展開を図るとともに，昨今の大学を取り巻く情勢の変化に対応するため，各年度において，

将来に向けた主要な事業を選定，年度計画の重点項目とした上で，新型コロナウイルス感染症の拡大防止策を踏まえながら着実な実

施に取り組んだ結果，各年度計画を概ね順調に履行することができている（中期計画を概ね順調に履行することができている）。 

 

(1) 教育内容の質的向上・質的転換に向けた取組 

  （令和４年度の状況） 

県立広島大学の基本理念及び教育の特色を踏まえ，教育・学生支援担当の副学長を長とする高等教育推進機構が決定した業務方針

に基づき，教育改革・大学連携担当の学長補佐を長とする大学教育実践センターが主導して，教育内容の質的向上・質的転換を図る

ための取組や，大学教育実践センターが運営する委員会が中心となり，各学部並びに研究科等とも連携し次の取組を推進した。 

①  文部科学省大学教育再生加速プログラム（ＡＰ，テーマⅠ）事業の成果を継承・発展させ，令和２年度に学修成果の可視化

を通じた教学マネジメントの構築・推進を図るために策定した「高等教育推進機構中期計画」に基づき関係業務を実施した。

実施にあたっては，戦略・企画を担う高等教育推進機構が中心となり，情報分析を担う教学ＩＲ推進室及び実践機能を担う大

学教育実践センターが連携し一体的に業務を推進した。 

②  高等教育推進機構の方針に基づき，ファカルティ・ディベロッパー（ＦＤｅｒ）や学修支援アドバイザー（ＳＡ）の養成， 

ＳＡが参加する授業参観（ピアレビュー）等に取り組み，自律的なアクティブ・ラーナーの育成に係る取組を推進した。また

前年度に引き続き「教職員研修ワーキンググループ」を運営し，アクティブ・ラーナーを育成する上で必要な教職員の資質・

能力の向上に資する６つの研修を実施し，全ての研修において初期の目的を達成するなど，全学的な取組を推進した。さらに，

人材育成目標である「課題探究型地域創生人材」となるまでの成長過程を段階的に一覧化した「課題探究型地域創生人材ルー

ブリック」及び学生の汎用的な能力・態度・志向を客観的に可視化するための外部評価テスト（ＰＲＯＧ）による検証を行い，

あらかじめ設定するレベルに到達していることを確認した。一方で，人材育成目標達成のため，各授業科目における学生の成

長を促すことを目指した科目ルーブリック作成のための研修会を実施した。 
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③  全学共通教育プログラムについて，前年度に引き続き，大学の学修に必要な基礎知識やスキルを身に付けることを目指し  

た「大学基礎セミナーⅠ」で修得した知識やスキルを活用して，グループワークを通じて地域課題を発見し，その解決に向け

て取り組む実践的な授業「大学基礎セミナーⅡ」を着実に実施するとともに，学修目標の達成状況を測定し全教員に共有する

ことで，教育プログラムの改善につなげた。さらに，地域が抱える諸問題について，具体的な課題を設定して学ぶ「地域教養

ゼミナールＡ・同Ｂ」を開講し，４１４人が受講した。 

④  学部・学科等再編後の教育プログラム及びチューター制度等の運営について円滑に進め，併せて，副専攻プログラムについ

ても資格取得に係る１１プログラムと特定テーマに係る５プログラムを実施した。このうち，副専攻プログラムについては，

令和４年度から新たに，特定テーマに係るプログラムとして，身に付けた知識を活用して地域の課題を発見し，その解決を図

ろうとする意欲を持つ人材，とりわけ地域協働の牽引役としての実践力を持った人材の育成を目指した「地域課題解決リーダ

ー養成プログラム」を開講した。令和５年度入学者選抜においては，意欲ある志願者の確保に向けた広報など，全学的な取組

を進めるとともに，「主体性・協働性」の評価や「県立広島大学・地域への志向性」の評価など多面的かつ総合的な選抜を行

った。 

 

また，大学教育実践センターと各学部等が連携し，単位の実質化や教育内容・方法の改善に資する多様な取組を着実に実施した。 

① 履修上限単位数の全学統一（各期２４単位）など，見直し後のＧＰＡ・ＣＡＰ(※)制度を運用し，単位の実質化に係る取組を

推進するとともに，学期ＧＰＡ値や通算ＧＰＡ値に基づく個別学生指導や成績優秀者表彰等を行った。 

 

 

 

② 大学教育実践センターが中心となり，各学部専門科目及び全学共通教育科目について，それぞれ成績評価の指針・ガイドライ

ンの点検を行い，各学部等においても，成績評価の指針・ガイドラインの再検証を行った。 

③ 「新入生意識調査」，２～４年次生対象の「学生意識調査」並びに「学生による授業評価」（授業評価アンケート）を継続し，

集計・分析結果の活用を図った。授業評価アンケートにおける主体的学修状況の把握に関する項目では，各選択肢の判断基準と

なる学修時間数を明示して，その客観性・正確性の向上を図るとともに，学修時間の変化に関する分析を継続した。 

 

これらの取組の結果，令和４年度の学部開講授業科目に対する総合的満足度（「総合的に判断して，この授業に満足」と答えた学

生の割合）は，前期科目９４．９％，後期科目９５．０％で，引き続き高いレベルを維持した。 

また，主体的な学修時間（調査科目１科目当たり時間数／週）の確保については，科目区分や前・後期の別により若干の差異はあ

るものの，９０．６～９８．６％の学生が授業外学修を行っていると回答した。 

※ 学士課程教育の単位の実質化，並びに教育の質保証と学生支援に資することを目的に平成２２年度に導入した制度。 

・ＧＰＡ（Grade Point Average）：個々の学生が履修した授業科目全体の成績評価を点数化した平均値。 

・ＣＡＰ：学期ごとに履修登録できる単位数（授業科目数）の上限を設定し，過剰な履修登録を防止し，単位の実質化を図る取組の一つ。 
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また，専門科目において，週当たり２時間以上（２単位科目。１単位科目は３０分以上)と回答した学生の割合が，令和３年度に

比べて前期は０．４ポイント増加，後期は５．０ポイント減少した。 

  （令和元年度から４年度までの状況） 

県立広島大学では，基本理念及び教育の特色を踏まえ，教育・学生支援担当の副学長を長とする高等教育推進機構が決定した業務

方針に基づき，教育改革・大学連携担当の学長補佐を長とする大学教育実践センターが主導して，教育内容の質的向上・質的転換を

図るための取組や，大学教育実践センターが運営する委員会が中心となり，各学部並びに研究科等とも連携した取組を推進するとと

もに，大学教育実践センターと各学部等が連携し，単位の実質化や教育内容・方法の改善に資する多様な取組を着実に実施した。 

 

(2) 学士課程教育における専門教育の充実 

  （令和４年度の状況） 

少人数の授業（各学部・学科の多様な専門教育科目）や卒業論文・卒業研究・プロジェクト研究の実施，国家資格の取得支援，外

国語検定等の受検支援，教員免許の取得支援・同採用試験対策支援等を通じ，実践力を備えた学生の育成に努め，標準修業年限内の

卒業率と卒業時の総合的満足度は，それぞれ，全学平均で９０．４％，８２．７％となり，前年度とほぼ同等の水準を達成した。 

① 人間文化学部国際文化学科では，引き続き，自国と他国の文化に対する理解を深め，現代社会で活躍できる人材の育成を目指

す教育を実施するとともに，３つの副専攻プログラムを運用した。地域文化コースでは，「多文化共生」と「文化継承」の２つ

のコア・カリキュラムに沿った学びを実践した。同時に特定のテーマを深める「副専攻プログラム」（教職課程[国語・英語]，

日本語教員養成，学芸員養成，多文化コミュニケーション）を運用した。健康科学コース・健康科学科では，引き続き，スリム

化した専門教育課程の運用を継続するとともに，学科独自に実施している「学生による教育プログラム評価」を継続し教育課程

の点検・評価・改善を行うとともに，国家試験受験対策に組織的に取り組み，管理栄養士国家試験の合格率は９６．８％であっ

た。 

② 地域産業コース・経営情報学部では，引き続き，学部重点事業「情報処理技術者試験の受験料助成事業」を実施し，資格取得

のサポートを行い学修成果の把握と向上に努めた。また，地域産業コース・経営学科において，学外諸機関・団体等が主催する

学生対象のコンテストへの参加や他大学のゼミとの合同研究発表等を実施するなど，学外での行動型能動的な学修を行うことに

より主体性や責任感などの育成を支援した。 

③ 生物資源科学部・生命環境学部において，バイオ技術者試験，農業技術検定，ｅｃｏ検定，環境測定分析士の受検準備の支援

を行い，その合格率により学修成果を確認・検証した。また，地域活動に必要とされる資質や素養，主体性や責任感などの育成

を支援するため，生物資源科学部では，「生命環境科学基礎セミナー」，「フィールド科学」及び「同実習Ⅰ・Ⅱ」において，

地域課題解決に携わる学外講師や企業の実務担当者を招聘し，地域や産業界の取組などについて学生の理解を深め，学生が主体

的に地域課題解決に取り組むための支援を行った。 
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④ 保健福祉学部では，地域包括ケアシステムに関する最新の動向を踏まえた授業を組織的に展開した。国家試験受験対策につい

ては，学習会や模擬試験を実施し，学生の基礎学力を把握するとともに，早期から国家試験受験に向けた学修を開始するよう意

識付けを行った。これらの取組により，保健師，理学療法士，言語聴覚士国家試験で合格率１００％を，社会福祉士国家試験で

は全国合格率を１８．８ポイント上回る高い合格率（８３．８％）を達成した。 

  （令和元年度から４年度までの状況） 

少人数の授業（各学部・学科の多様な専門教育科目）や卒業論文・卒業研究・プロジェクト研究の実施，国家資格の取得支援，外

国語検定等の受検支援，教員免許の取得支援・同採用試験対策支援等を通じ，実践力を備えた学生の育成に努め，標準修業年限内の

卒業率と卒業時の総合的満足度は，それぞれ，全学平均で８９．７～９１．２％，８２．７～８９．８％となっている。 

  

(3) 国際化の推進 

  （令和４年度の状況） 

国際化の推進については，引き続き，新型コロナウイルス感染症の影響を大きく受けたが，コロナ禍においても工夫をしながら

関係の事業を行った。 

国際交流センターが中心となり，県立広島大学においては，各学部・各専攻等と連携し，ＪＩＣＡとの覚書を締結し，これまで

締結実績がない国（ルワンダ）からの留学生受入を実施したほか，学生ニーズの大きい欧米圏の協定校（東フィンランド大学，ヒ

ューストン大学ビクトリア校）に新規に派遣するなど，協定校との交流活動を充実させた。また，県立広島大学への訪問団に対し

て叡啓大学を紹介するなど，相互の協定校との関係強化を図った。また，叡啓大学においては，令和４年度に新たに６か国１０大

学と協定を締結し，交換留学生プログラムに参加する学生への奨学金制度の運用を開始するとともに，協定校との交換留学プログ

ラムを開始し，協定校向けにオンラインによる大学説明会を開催するなど交換留学生の獲得に向けた取組を進めた。 

受入留学生に対して，国際交流センターでは，留学生の歓送迎会やスタディツアー等バディ学生が中心になって企画運営する行

事を実施した。また，海外から受け入れた訪問団と日本人学生の交流の場の提供やオンラインでの国際交流プログラム（計８プロ

グラム）を実施することにより，キャンパス内における日本人学生の国際交流を促進した。意欲ある優れた外国人留学生の確保に

向けて，国内外の日本留学フェアに参加するとともに，これまで訪問実績のない日本語学校を訪問したほか，教育，入試制度及び

学生支援内容等に関する情報の周知に努め，外国人留学生特別選抜試験（学部）の入学者が９人（３年度１０人）となった。 

これらの取組の結果，新型コロナウイルス感染症による派遣の中止・延期等もあり，県立広島大学では，海外留学派遣学生数に

ついては５９人，留学生受入数については９４人にとどまったものの，海外学術交流協定締結校は４０校から４２校に増えた。  

また，叡啓大学においては，海外留学派遣学生数については９人，留学生受入数については１５人にとどまったものの，海外学術

交流協定締結校は９校から１９校に増えた。 
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  （令和元年度から４年度までの状況） 

令和２年度以降は新型コロナウイルス感染症の影響を大きく受けたが，コロナ禍においても工夫をしながら，海外学術交流協定

締結校との交流活動の充実や外国人留学生の確保等に向けた事業を実施した。 

 

(4) 大学院教育等に係る教育内容の充実 

  （令和４年度の状況） 

大学院総合学術研究科の各専攻において，教育課程の編成・実施方針に基づく教育を行い，修了時の総合的満足度は９３．６％で

良好な結果であった。各専攻において研究活動支援制度を運用し，計２９件の支援により大学院生の学会発表や学術論文の公表を奨

励した。定員充足率の改善に向けた取組としては，学部生への広報活動の強化や学外における広報活動の対象の見直しなどを進めた

ものの，令和５年度入学者数は前年度に比べ減少した。また，大学院教育の高度化を目的として，保健福祉学専攻において，令和４

年４月に博士課程後期を設置した。 

経営管理研究科ビジネス・リーダーシップ専攻（ＨＢＭＳ）において，新型コロナウイルス感染症拡大防止対策を踏まえ，引き続

き，対面とオンラインを組み合わせたハイブリッド形式にてケーススタディ，グループによるディスカッションやワークショップ，

プロジェクト演習など多様な授業を行った。 

また，広島県が実施する「令和４年度経営力向上支援事業アグリ・フードマネジメント講座～ひろしまファーマーズテーブル」の

プログラム監修及び同講座への講師派遣を行い，文部科学省ＢＰ認定プログラムとして「医療経営人材養成プログラム」を，大学の

履修証明プログラムとして「竹原地域ビジネスリーダー養成講座」を引き続き開講した。また，令和５年度から新たに，文部科学省

ＢＰ認定プログラムとして「ＨＢＭＳプロフェッショナル人材育成講座」を開講する届出を文部科学省に申請し認可を得た。 

助産学専攻科においては，助産師国家試験対策の模擬試験の実施により個々の学生の課題の明確化を図り，教員による国家試験対

策支援を行うことで助産師国家試験合格率１００％，就職率１００％を達成した。また，令和４年度の「保健師助産師看護師学校養

成所指定規則」の変更に対応する新カリキュラムを遂行し，各授業の授業評価や学生の習熟度を基に形成評価を行った。 

  （令和元年度から４年度までの状況） 

総合学術研究科では，各専攻において，教育課程の編成・実施方針に基づく教育を行い，研究活動支援制度を運用し，大学院生の

学会発表や学術論文の公表を奨励した。定員充足率の改善に向けた取組としては，学部生への広報活動の強化や学外における広報活

動の対象の見直しなどを進めた。また，大学院教育の高度化を目的として，保健福祉学専攻において令和４年４月に博士課程後期を

設置した。 

経営管理研究科ビジネス・リーダーシップ専攻（ＨＢＭＳ）では，新型コロナウイルス感染症拡大防止対策を踏まえ，対面とオン

ラインを組み合わせたハイブリッド形式にてケーススタディ，グループによるディスカッションやワークショップ，プロジェクト演

習など多様な授業を行った。また，文部科学省ＢＰ認定プログラムとして「医療経営人材養成プログラム」等を，履修証明プログラ
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ムとして「竹原地域ビジネスリーダー養成講座」を開講した。 

助産学専攻科においては，助産師国家試験対策の模擬試験の実施により個々の学生の課題の明確化を図り，教員による国家試験対

策支援を行うことにより，各年度において助産師国家試験合格率１００％，就職率１００％を達成した。また，令和４年度の「保健

師助産師看護師学校養成所指定規則」の変更に伴い，教育課程の変更を行った。 

 

(5) 地域に根ざした高度な研究の推進 

  （令和４年度の状況） 

県立広島大学の研究水準の向上並びに県内産業の振興や地域課題の解決に資する研究を推進するため，学内公募型の「重点研究

事業」や自治体と連携した「地域戦略協働プロジェクト」の推進，外部資金の獲得支援，研究成果の公表や地域への還元など，研

究活動の活性化に取り組んだ。特に，若手研究者育成支援については，重点研究事業区分「若手奨励研究」を引き続き運用した。

また，組織的なサポート体制の整備を目的としたアンケート調査を教授を対象に実施し，今後の研究環境の改善に向けたニーズの

把握を行った。 

外部資金の獲得促進に資する支援として，外部機関や本学名誉教授等による科学研究費補助金申請書の添削やアドバイスを行っ

たほか，同補助金獲得に対するインセンティブとして，教員業績評価において新規採択に対する評価を引き上げるなどの取組を継

続するとともに，支援策の拡充として外部機関による添削費用の全額を助成した。また，優秀な論文の表彰制度の導入及び若手研

究者への論文投稿に関するセミナーを開催し，また，代表として科研費を獲得した教員に対する研究奨励金制度を３年間の試行で

運用開始した。これらの取組により，文部科学省「科学研究費助成事業」の採択・獲得状況は高い水準を維持し，令和４年度の採

択件数は９５件（令和５年１月３１日文部科学省公表の関係資料によると，県立広島大学は中四国・九州地方の公立大学の中で 

１６年連続第１位），採択額は１２３，８９０千円であった。また，令和５年度（令和４年度申請分）の本学教員の応募（申請）

率は９７．４％（退職までの期間が３年以内の教員を除く）で，いずれも目標値を達成するとともに，令和５年４月現在の採択件

数は９７件で，前年度比で９件減であったが，高い水準を維持している。 

県立広島大学においては，研究論文や研究報告書等の「学術情報リポジトリ」への登録（登録件数：１，４７２件）や概要のウ

ェブ・サイトへの掲載により，研究成果の積極的な公表に努めるとともに，地域連携センターでの地域企業ニーズと大学シーズと

のマッチングの推進などにより，研究成果の地域への還元に努め，その他の競争的資金への応募や企業等からの受託・共同研究資

金などの獲得額は１１４，３５７千円で，科学研究費補助金を含めた外部資金の年間獲得総額は２３８，２４７千円で，目標額の

２億円を上回った。叡啓大学においては，産学官連携・研究推進センターにおいて，各種外部競争的資金の募集情報を必要に応じ

て教員に共有し，令和４年度から科学研究費補助金や外部資金への応募数や採択件数の向上を図るため，科学研究費補助金の申請

書の添削や文献等の研究資料の調達に係る費用を支援する研究活動活性化促進事業を開始した。 
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  （令和元年度から４年度までの状況） 

県立広島大学の研究水準の向上並びに県内産業の振興や地域課題の解決に資する研究を推進するため，学内公募型の「重点研究

事業」や自治体と連携した「地域戦略協働プロジェクト」の推進，外部資金の獲得支援，研究成果の公表や地域への還元など，研

究活動の活性化に取り組んだ。特に，若手研究者育成支援については，重点研究事業区分「若手奨励研究」の運用（令和３年度～）

し，また，研究活動時間や自立度，必要な支援等，研究活動の実態についてアンケート調査を実施し，支援策や各部局特有の事情

に応じた研究活動の改善に向けたニーズ調査を実施した（令和３年度）。 

外部資金の獲得促進に資する支援として，外部機関や本学名誉教授等による科学研究費補助金申請書の添削やアドバイスを行っ

たほか，同補助金獲得に対するインセンティブとして，教員業績評価において新規採択に対する評価を引き上げるなどの取組を実

施するとともに，支援策の拡充として外部機関による添削費用を令和４年度から全額補助に拡充した。また，優秀な論文の表彰制

度の導入及び若手研究者への論文投稿に関するセミナーを開催し，また，代表として科研費を獲得した教員に対する研究奨励金制

度を令和４年度から３年間の試行で運用開始した。 

これらの取組により，文部科学省「科学研究費助成事業」の採択・獲得状況は高い水準を維持し，各年度の採択件数は，期間を

通じて，県立広島大学は中四国・九州地方の公立大学の中で連続第１位となっている（文部科学省公表の関係資料による）。 

また，叡啓大学においては，令和４年度から科学研究費補助金や外部資金への応募数や採択件数の向上を図るため，科学研究費

補助金の申請書の添削や文献等の研究資料の調達に係る費用を支援する研究活動活性化促進事業を開始した。 

 

(6) 新たな教育モデルの構築 

  （令和４年度の状況） 

開学２年目の叡啓大学においては，教育課程表のほぼ全ての授業科目を予定どおり開講し，アクティブ・ラーニングの実践等の

計画を具現化した。２年目から開講した課題解決演習１Ａ，１Ｂ（必修）についても，計画どおり各学期における予定クラス数

（半期で日本語５クラス，英語１クラス）を確保し，実践的な学びをとおして，学生のコンピテンシー修得の徹底を図った。教員

が自身で行う授業内アンケート及び大学全体で実施する「教育改善のためのアンケート」において，主に自由記述欄に記載された

学生からの意見を踏まえ，個々の教員の授業改善を行った。また，２年間の実際の授業実施状況を踏まえて教員から需要の高かっ

た「レポート課題の設定の仕方」「大学での教育・研究に係る著作権問題」「アクティブ・ラーニングの手法」をテーマとしたＦ

Ｄを開催し，日々の授業改善に活用した。また，知識及びスキルの獲得に加え，コンピテンシーの修得度をルーブリックで評価す

る成績評価制度について，新規着任の専任教員及び非常勤教員を含めた教員に対して個別説明や質問対応を行い，制度の定着に向

けた取組を進めた。課題解決演習及び体験・実践プログラムについても，提携する企業への事前説明や質問対応を着実に実施した。 

意欲ある学生の確保に当たっては，令和３年度及び令和４年度入学者選抜の結果を分析し，出願期間や入試要件の見直しを実施

した。また，入試広報については，志願者増に向けた高校訪問に加えて，探究学習に力を入れている高校との接続強化を主眼に，
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出前講義や大学見学の受入れ，高校教員対象オンライン説明会（「叡啓大生の描くキャリアビジョン」等）などを実施した。さら

に，受験生・高校教員への入試情報提供の一環として，入試で課している「模擬グループディスカッション」（オンライン）を実

施している様子を動画にし，オンライン大学説明会での上映や会員に対する限定公開を通じて，入試制度への理解を深めてもらう

機会とした。 

また，留学生の受入体制の整備に当たっては，交換留学生プログラムに参加する学生へのＪＰＳＳ（日本留学ポータルサイト）

をはじめとしたサイトでの情報発信強化（頻度，個別のフォロー），プレゼン動画制作などを行うとともに，本学独自のオンライ

ン説明会（対アジア，対南米）の開催や，在学生（国際学生）のプレゼンテーションをＪＡＳＳＯ（日本学生支援機構）等の説明

会で実施した。また，協定校との交換留学プログラムを開始し，協定校向けにオンラインでの大学説明会を開催するなど，交換留

学生の獲得に向けた取組を進め，志願者の拡大に向けては，正規留学生を対象とした奨学金制度を令和５年度から創設することと

し，広報活動を開始した。 

実践的な課題解決演習や体験・実践プログラムの展開に当たっては，企業，ＮＰＯ，国際機関，地方公共団体等多様な主体との

連携の場として構築した「叡啓大学実践教育プラットフォーム協議会」の参画企業等と連携し実施した。課題解決演習では１２企

業・団体等と連携し，体験・実践プログラム（インターンシップ・ボランティア活動）では延べ３４企業・団体等の協力を得た。

なお，課題解決演習については，企業等の理解が促進されるようパンフレットや動画，ホームページ上の特設ページを作成するな

ど，企業・団体等へＰＲ活動を行い，連携先を確保するとともに，連携先に積極的に授業への参加を呼びかけ，学生と連携先企業

との緊密なコミュニケーションを通じて学生のコンピテンシーの習得を図った。 

  （令和元年度から４年度までの状況） 

開学準備を進め，開学後においては，アクティブ・ラーニングの実践等の計画を具現化し，実践的な学びをとおして，学生のコ

ンピテンシー修得の徹底を図った。また，教員が自身で行う授業内アンケート及び大学全体で実施する「教育改善のためのアンケ

ート」等により，個々の教員の授業改善を行った。また，知識及びスキルの獲得に加え，コンピテンシーの修得度をルーブリック

で評価する成績評価制度の定着に向けて，非常勤教員を含めたすべての教員に対して個別説明や質問対応を行った。課題解決演習

及び体験・実践プログラムについても，提携する企業への事前説明や質問対応を着実に実施した。 

意欲ある学生の確保に当たっては，入学者選抜の結果を分析し，出願期間や入試要件の見直しを実施した。また，入試広報につ

いては，志願者増に向けた高校訪問に加えて，探究学習に力を入れている高校との接続強化を主眼に，出前講義や大学見学の受入

れ，高校教員対象オンライン説明会（「叡啓大生の描くキャリアビジョン」等）などを実施した。さらに，受験生・高校教員への

入試情報提供の一環として，入試で課している「模擬グループディスカッション」（オンライン）を実施している様子を動画にし，

オンライン大学説明会での上映や会員に対する限定公開を通じて，入試制度への理解を深めてもらう機会とした。 

また，留学生の受入体制の整備に当たっては，交換留学生プログラムに参加する学生へのＪＰＳＳ（日本留学ポータルサイト）

をはじめとしたサイトでの情報発信強化（頻度，個別のフォロー），プレゼン動画制作などを行うとともに，本学独自のオンライ
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ン説明会（対アジア，対南米）の開催や，在学生（国際学生）のプレゼンテーションをＪＡＳＳＯ（日本学生支援機構）等の説明

会で実施した。また，令和４年度から協定校との交換留学プログラムを開始し，協定校向けにオンラインでの大学説明会を開催す

るなど，交換留学生の獲得に向けた取組を進め，志願者の拡大に向けては，正規留学生を対象とした奨学金制度を令和５年度から

創設することとしている。 

実践的な課題解決演習や体験・実践プログラムの展開に当たっては，企業，ＮＰＯ，国際機関，地方公共団体等多様な主体との

連携の場として「叡啓大学実践教育プラットフォーム協議会」を設立し，協議会への参画企業等と連携した取組を行っている。 

 

(7) 大学資源の地域への提供 

  （令和４年度の状況） 

県立広島大学では，基本理念である「地域に根ざした，県民から信頼される大学」の下，地域連携センターと各学部等が連携し，

広島県や県内市町等との連携事業の推進，公開講座など，多様な地域貢献活動に取り組んだ。具体的には，マネジメント能力や専

門的スキルの向上に資する７講座を実施し，また，広島県が実施する「令和４年度経営力向上支援事業アグリ・フードマネジメン

ト講座～ひろしまファーマーズテーブル」のプログラム監修及び同講座への講師派遣を行い，文部科学省ＢＰ認定プログラムとし

て「医療経営人材養成プログラム」を実施したほか，地域社会の活性化や地域課題解決に資する「地域戦略協働プロジェクト事業」

１０事業に本学の教員と学生が取り組んだ。併せて，リカレント教育への対応として「竹原地域ビジネスリーダー養成講座」など

５つの履修証明プログラムを実施するとともに，令和５年度から新たに，文部科学省ＢＰ認定プログラムとして「ＨＢＭＳプロフ

ェッショナル人材育成講座」を開講する届出を文部科学省に申請し認可を得た。叡啓大学では，デザイン思考，システム思考等の

思考スキルを学ぶ，社会人対象のリスキリングに資する全４回の公開講座を実施した。さらに，両大学では，広島県から「高等教

育におけるデジタル・リテラシー教育実施業務」を受託し，専任教員を採用した上で，「数理・データサイエンス・ＡＩ教育プロ

グラム認定制度（リテラシーモデル）」のモデルカリキュラムに準拠した授業教材を作成した。 

また，県立広島大学では，新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から一部の講座を中止せざるを得なかったが，地域の文化

施設等との連携にも引き続き取り組み，双方の資源を活用した公開連携講座を実施した。実施に当たっては，前年度の実施状況や

アンケート調査の結果を踏まえて多様な学習ニーズに応える企画とした。これらの取組により幅広い世代にわたる地域住民延べ 

１，９１８人が参加した。受講者の満足度は目標数値（９０％）に対して８９．７％であったが，有料講座受講者の学修成果の活

用度は目標値（８０％）を上回る８９．１％であった。 

県立広島大学においては，地域貢献活動による教育への反映の観点からは，自治体等との連携事業や地域貢献活動への学生の参

加促進などに引き続き取り組み，学生の主体的な参加による食品企業との商品企画，ひろしま地域食材活用促進事業や自治体と連

携した「地域戦略協働プロジェクト」における学生の主体的な活動などを通じて，地域が抱える課題の主体的な把握の機会を提供

するとともに，学生の実践的な問題解決能力やコミュニケーション能力の向上に努めた。叡啓大学においては，大学内のコミュニ
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ティコモンズを活用した学生主催のイベントを開催し，地域との交流事業を進めた。 

  （令和元年度から４年度までの状況） 

県立広島大学では，基本理念である「地域に根ざした，県民から信頼される大学」の下，地域連携センターと各学部等が連携し，

広島県や県内市町等との連携事業の推進，公開講座など，多様な地域貢献活動に取り組んだ。地域社会の活性化や地域課題解決に

資する「地域戦略協働プロジェクト事業」については，教員に加えて，学生も主体的に取り組んだ。叡啓大学では，デザイン思考，

システム思考等の思考スキルを学ぶ，社会人対象のリスキリングに資する公開講座を実施した。また，両大学では，令和４年度か

ら，広島県から「高等教育におけるデジタル・リテラシー教育実施業務」を受託し，専任教員を採用した上で，「数理・データサ

イエンス・ＡＩ教育プログラム認定制度（リテラシーモデル）」のモデルカリキュラムに準拠した授業教材を作成した。 

また，県立広島大学では，新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から一部の講座を中止せざるを得なかったが，地域の文化

施設等との連携にも引き続き取り組み，双方の資源を活用した公開連携講座を実施した。実施に当たっては，前年度の実施状況や

アンケート調査の結果を踏まえて多様な学習ニーズに応える企画とした。 

両大学ともに，地域貢献活動による教育への反映からの観点から，地域貢献活動等への学生の参加促進に取り組んだ。 

 

(8) 大学連携の推進 

  （令和４年度の状況） 

大学連携を担当する学長補佐を引き続き配置し，大学教育実践センター等との連携の下，大学連携に係る取組を全学的に推進し

た。具体的には，一般社団法人教育ネットワーク中国と連携して「サテライトキャンパスひろしま」を運営し，県内大学等との単

位互換制度の運用など，地域の教育拠点，産学官の連携拠点及び学生・社会人の交流拠点として活用した。同施設の利用延べ件数

（講座開設等）は，新型コロナウイルス感染症の影響もあり，２５６件（複数大学の連携利用２８件，県立広島大学又は他大学の

単独利用４６件，大学以外の一般利用１８２件）であった。 

  （令和元年度から４年度までの状況） 

大学連携を担当する学長補佐を引き続き配置し，大学教育実践センター（令和元年度は，総合教育センター）等との連携の下，

大学連携に係る取組を全学的に推進した。具体的には，一般社団法人教育ネットワーク中国と連携して「サテライトキャンパスひ

ろしま」を運営し，県内大学等との単位互換制度の運用など，地域の教育拠点，産学官の連携拠点及び学生・社会人の交流拠点と

して活用した。 

 

(9) 学生支援の充実 

  （令和４年度の状況） 

多様化・高度化する学生ニーズへの適切な対応を図るため，両大学において教学システムによる情報提供の徹底，教育教材や図
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書館書誌の充実，入学後の「入門演習」の提供，ｅラーニング教材の活用等により学修意欲と理解度の向上を図るとともに，県立

広島大学においてはチューターによる個人面談等を通じて，叡啓大学においてはポート制度による教員と学生，学生同士が身近に

交流できるコミュニティ機能の構築により，学修支援や学生生活支援を実施した。また，両大学において，国による修学支援制度，

大学独自の授業料減免制度，県や独立行政法人日本学生支援機構（ＪＡＳＳＯ）の支援制度等を活用し，コロナ禍を要因とする修

学継続困難学生を含め，幅広く支援を行った。さらに，学生の心身の健康に関しては，ＵＰＩ心理テスト（「こころ」の健康調査）

の実施，同調査結果を踏まえたフィードバック面接の実施と要支援学生の「早期把握」及び「チーム支援」の推進，コロナ禍にお

いても学生が利用できる電話やオンラインによる学生相談やカウンセリング体制の整備などにより，きめ細かな支援に努めた。 

一方，新型コロナウイルス感染症の拡大の影響により学生の自主的な活動も制限されたが，県立広島大学においては，「学生の

自主的活動助成制度（いきいきキャンパスライフ・プロジェクト）」については，オンラインを積極的に活用した企画も可能とし，

学生の自主的課外活動を奨励し，叡啓大学においては，課外活動支援の一環として，大学が公認した学生団体に対する活動費助成

制度を開始した。また，学生表彰について，県立広島大学においては，全学生（大学院生含む）を対象とした在学期間中の各種活

動等（学術研究活動，課外活動，社会活動など）における優秀者・学生団体の表彰９件（個人８人，団体１）及び他の学生の模範

となる学業成績を収めた学生６７人の表彰を実施し，叡啓大学においては，人命救助に貢献した学生１人を表彰した。 

  （令和元年度から４年度までの状況） 

多様化・高度化する学生ニーズへの適切な対応を図るため，両大学において教学システムによる情報提供の徹底，教育教材や図

書館書誌の充実，入学後の「入門演習」の提供，ｅラーニング教材の活用等により学修意欲と理解度の向上を図るとともに，県立

広島大学においてはチューターによる個人面談等を通じて，叡啓大学においてはポート制度による教員と学生，学生同士が身近に

交流できるコミュニティ機能の構築により，学修支援や学生生活支援を実施した。また，両大学において，国による修学支援制度，

大学独自の授業料減免制度，県や独立行政法人日本学生支援機構（ＪＡＳＳＯ）の支援制度等を活用し，コロナ禍を要因とする修

学継続困難学生を含め，幅広く支援を行った。さらに，学生の心身の健康に関しては，ＵＰＩ心理テスト（「こころ」の健康調査）

の実施，同調査結果を踏まえたフィードバック面接の実施と要支援学生の「早期把握」及び「チーム支援」の推進，コロナ禍にお

いても学生が利用できる電話やオンラインによる学生相談やカウンセリング体制の整備などにより，きめ細かな支援に努めた。 

一方，新型コロナウイルス感染症の拡大の影響により学生の自主的な活動も制限されたが，県立広島大学においては，「学生の

自主的活動助成制度（いきいきキャンパスライフ・プロジェクト）」については，オンラインを積極的に活用した企画も可能とし， 

叡啓大学においては，課外活動支援の一環として，大学が公認した学生団体に対する活動費助成制度を開始した。また，学生表彰

について，県立広島大学においては，全学生（大学院生含む）を対象とした在学期間中の各種活動等（学術研究活動，課外活動，

社会活動など）における優秀者・学生団体及び他の学生の模範となる学業成績を収めた学生の表彰を実施し，叡啓大学においては，

全国規模の弁論大会で優良賞を受賞した学生，人命救助に貢献した学生を表彰した。 
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(10) きめ細かな就職支援 

  （令和４年度の状況） 

県立広島大学において，学生支援の核となる就職支援に関しては，キャリアセンターと各学部・学科等が連携し，全学的なキャ

リア形成支援，インターンシップ制度の運用，適性検査等の実施とともに，各学部・学科等の特色に合わせた資格取得の支援や就

職ガイダンスの開設，求人情報の提供，教員やキャリア・アドバイザー等による個別相談対応などに取り組んだ。 

正課内での取組としては，全学共通教育のキャリア科目群（キャリアビジョン，インターンシップ）を引き続き開講・提供する

とともに，ディベート演習合宿事業を実施し，グローバルな視野を有し社会で活躍できる人材の育成を図った。 

就職活動支援では，就職支援に係る在学生・卒業生・企業の情報管理を含む総合的なシステムを運用するとともに，在学生や卒

業生のキャリアサポーターを講師に迎えた「就職ガイダンス（先輩たちの就活レポート）」をオンラインで実施し，「インターン

シップ説明会」や「業界研究会」は対面とオンラインを組み合わせて実施するなど，コロナ禍を踏まえた取組を実施した。さらに

模擬面接，就職未決定者に対する個別指導などを実施した。また，大学教育実践センターと各学部・学科が連携し，教職（栄養教

諭含む）志望学生へのきめ細やかな模擬面接試験等を実施するとともに，次年度以降，就職活動が本格化する２・３年次生を対象

とした「就活シンポジウム」や「進路選択講話」などのキャリア形成支援の取組を各学部・学科・専攻において実施した。これら

の取組の結果，就職希望者就職率は，学部９８．８％，助産学専攻科１００％，修士課程・博士課程前期９６．３％，博士課程後

期１００％を達成し，進路決定先に対する満足度も９５．４％と高い結果を得た。 

叡啓大学においては，学生が卒業後の進路イメージを明確化し，着実かつ計画的に適切な学修を進めていけるようコーチングを

実施するとともに，客員教授をはじめ社会起業家や企業家等の社会の一線で活躍する著名な方々によるイブニングラウンジを開催

した。また，起業志向の学生に対応すべく，広島の起業家が参加する「一般社団法人広島イノベーションベース」の設立に参画す

るとともに，今後の具体的な連携について調整を進めた。さらに，キャリアガイダンスを開催し，自己分析や計画的なキャリア形

成など自らキャリアをデザインすることの重要性について意識の醸成を図った。 

  （令和元年度から４年度までの状況） 

県立広島大学では，キャリアセンターと各学部・学科等が連携し，全学的なキャリア形成支援，インターンシップ制度の運用，

適性検査等の実施とともに，各学部・学科等の特色に合わせた資格取得の支援や就職ガイダンスの開設，求人情報の提供，教員や

キャリア・アドバイザー等による個別相談対応などに取り組んだ。 

正課内での取組としては，全学共通教育のキャリア科目群（キャリアビジョン，インターンシップ）を引き続き開講・提供する

とともに，ディベート演習合宿事業を実施し，グローバルな視野を有し社会で活躍できる人材の育成を図った。 

就職活動支援では，就職支援に係る在学生・卒業生・企業の情報管理を含む総合的なシステムを運用するとともに，コロナ禍に

おいても，オンラインを活用するなどして，在学生や卒業生のキャリアサポーターを講師に迎えた「就職ガイダンス（先輩たちの

就活レポート）」等を実施した。 
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叡啓大学においては，学生が卒業後の進路イメージを明確化し，着実かつ計画的に適切な学修を進めていけるようコーチングを

実施するとともに，客員教授をはじめ社会起業家や企業家等の社会の一線で活躍する著名な方々によるイブニングラウンジを開催

するなどした。 

(11) 戦略的広報の展開と意欲ある学生の確保

（令和４年度の状況）

県立広島大学においては，令和３年度に引き続き，学生有志による「けんひろ学生ブランドアンバサダー」と協働し，学生視点

のコンテンツを受験生特設サイトやＳＮＳを通して大学の魅力を発掘・発信することで，知名度やブランド価値の向上につなげる

取組を実施した。一連の取組においては，職員の支援を受けながら学生が主体的に考え企画を推進した。多様な広報媒体の活用に

ついては，ウェブ・サイトやパンフレット，ＳＮＳなどコンテンツの一層の充実を図るとともに新聞社やテレビ局を通じた情報発

信に向けた学内の仕組みを整え，大学の情報を魅力的に発信した。 

一方，叡啓大学においては，ウェブ・サイトやＳＮＳ（特に Instagram）での学内情報（授業や学生の活動情報）の発信を強化し

た。ウェブ・サイトには「在学生の声」等のカテゴリを設定し，より多くの学生の紹介を行い，イベントレポートも細かく発信し

た。授業取材等での在学生とのコミュニケーション機会の増加に伴い，在学生の満足度が向上し，広報協力を得やすい環境づくり

が進んだ。また，海外への積極的かつ効果的な広報を行い，留学生の確保等につなげるため，英語クラスの授業風景等を積極的に

英語ウェブ・サイトやＳＮＳに投稿するなど，英語による発信を強化するとともに，ＳＮＳからの流入，アクセス数，ページ維

持・離脱などの分析をもとに，日本語版ウェブ・サイトの改修及び英語ウェブ・サイトの部分改修を行い，コンテンツ内容の一層

の充実を図った。 

また，意欲ある学生の確保に向けたその他の広報活動として，県立広島大学においては，高校訪問・同教員との意見交換の継続

実施，出前講義や高大連携講座の開設やオープンキャンパスを対面形式（大学への来場）とオンラインによるリアルタイム配信で

実施するとともに，入学者選抜方法を分析・検証し，その改善などに取り組んだ。一方，叡啓大学においては，オープンキャンパ

スや高校教員を対象としたオンラインセミナーを実施するとともに動画コンテンツによるウェブ・サイトの充実，訪問や校内ガイ

ダンス等の実施による高等学校への広報活動などを実施した。こうした取組により，令和５年度入学者選抜結果は，県立広島大学

においては全学部の志願者総数が２，００４人，一般選抜（前期・後期日程合計）の志願倍率は４．６倍となり，叡啓大学におい

ては春入学の志願者総数が１２６人，志願倍率は１．６倍であった。

（令和元年度から４年度までの状況）

意欲ある学生の確保に向けて，県立広島大学では，高校訪問・同教員との意見交換の継続実施，出前講義や高大連携講座の開設

や，コロナ禍の影響を踏まえつつ，オンライン等でオープンキャンパス等を実施するとともに，入学者選抜方法を分析・検証し，

その改善などに取り組んだ。また，叡啓大学では，ウェブ・サイトやＳＮＳ（特に Instagram）での学内情報（授業や学生の活動情

報）の発信の強化等を実施した。 
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(12) 法人運営の基盤確立 

  （令和４年度の状況） 

法人と大学において，経営と教学の役割分担及び責任を明確化するため，令和３年度に設置した「法人コアミーティング」を

「法人経営会議」に改組（令和４年５月１３日）し，令和４年４月末の理事長の退任に伴い同年５月から翌年３月まで設けられた

理事長職務代行者（副理事長兼県立広島大学学長）のリーダーシップのもと，定例的に開催（１５回，２７議案，１７報告事項，

１協議）し，法人運営の一元化と事業執行の効率化・迅速化を推進した。 

また，１法人２大学の執行体制を踏まえ，法人・大学運営体制を強化するため，公立大学法人・大学の目標設定・計画策定に基

づき「目標・計画に係る説明会」を開催し，業務評価については，評価機能を担う「業務評価室」を引き続き設置し，ＰＤＣＡサ

イクル（内部質保証システム）の確立に努めた。併せて，「監査室」において各種監査に対応するとともに，新型コロナウイルス

感染症に対する危機管理を含め，公立大学法人としての内部統制機能の確保に努めた。具体的には，不正や不適切な事務処理の発

生リスクを考慮した内部監査計画を策定し，同計画に基づき研究費及び研究費以外の経費支出等並びに情報セキュリティ等に関す

る内部監査を実施した。また，例規システムを導入し，業務に必要な規程等の検索が容易に行えるよう改善し，事務処理における

根拠規定の確認について促すよう取組を進め，事務処理の適正化と内部統制の強化に取り組んだ。 

さらに，法人・大学の横断的な重要課題として以下の主要な事業を選定し，令和４年度の年度計画において重点項目と位置付け

取り組んだ。 

① 教育の質の向上： ルーブリック等による学修成果の検証を軸とした全学的な教学マネジメントの確立（県立広島大学）， 
           開学２年目を迎え，初年度の課題も踏まえたコンピテンシーの修得を徹底させる実践的な教育プログラム 
           の推進（叡啓大学） 
② 経営学機能強化： 経営管理研究科ビジネス・リーダーシップ専攻の卓越したプログラム等の追求と普及 
③ 学生支援の推進： 長期化するコロナ禍の影響を踏まえた教育・学修支援の充実並びに実効性のある学生支援の実施 
④ 地域貢献活動： 地域の人材育成機能の強化及び地域課題の解決による研究成果の還元 
⑤ 国際化の推進： 多様な国々・地域への海外留学の促進や留学生受入による国際化の推進 
⑥ 研究力強化： 研究活動活性化に向けた組織的な取組促進 
⑦ 業務運営の改善・効率化： 法人の統治体制の強化と効率化の推進 
⑧ 戦略的広報： 効率的，効果的な広報展開による意欲ある優れた学生の確保 

  （令和元年度から４年度までの状況） 

１法人２大学の執行体制を踏まえ，法人・大学運営体制を強化するため，公立大学法人・大学の目標設定・計画策定に基づき

「目標・計画に係る説明会」を開催し，業務評価については，評価機能を担う「業務評価室」を引き続き設置し，ＰＤＣＡサイク

ル（内部質保証システム）の確立に努めた。併せて，「監査室」において各種監査に対応するとともに，新型コロナウイルス感染

症に対する危機管理を含め，公立大学法人としての内部統制機能の確保に努めた。さらに，法人・大学の横断的な重要課題として，

各年度において，主要な事業を選定し，年度計画の重点項目と位置付け，取組を進めた。 
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３ 項目別の状況 

№ 第三期中期計画 令和４年度 年度計画 
法人の自己評価 評価委員会評価 

年度計画の進捗状況等 中期目標期間における実績等 自己評価 委員会評価 
特記事項 

各年度 中間 各年度 中間 

（中期目標） 

Ⅱ 県立広島大学に関する目標 

「地域・ひろしま」を学びのフィールドとして最大限に活用した「教育」に重点を置き，教育の質の向上や地域・社会の課題解決に資する「研究」及び大学資源の地域への還元を通じた「地域貢献」を３本柱と位置付け大学運営に取り組む。 

１ 教育の質の向上に関する目標 

（１）育成すべき人材に関する目標 

専門的な知識・技能をベースとして，地域の課題について主体的に考え，解決に向けて行動できる実践力や，多様性を尊重する国際感覚，豊かなコミュニケーション能力を身に付け，生涯にわたり学び続ける自律的な学修者として，

地域創生に貢献できる「課題探究型地域創生人材」の育成を行う。 

Ⅰ 県立広島大学の教育の質の向上に関する目標を達成するために取るべき措置 

「地域・ひろしま」を学びのフィールドとして最大限に活用した教育に重点を置き，地域の課題を自ら見つけ，解決に向けて主体的に行動できる実践力や，多様性を尊重する国際感覚，豊かなコミュニケーション能力，他者と協働する力

を身に付け，生涯学び続ける自律的な学修者として，地域創生に貢献できる「課題探究型地域創生人材」の育成を目指す。 

１ 教育に関する取組 

１－１ 教育内容の質的向上・質的転換 

（１）教育プログラムの見直し 

1 

★ 

〔学部・学科等の再編〕 

 「地域・ひろしま」で学んだ知

識や技能を活用して，自ら課題

を発見・解決し，地域創生に貢

献できる「課題探究型地域創

生人材」を適切かつ効果的に

育成するため，令和２年度に学

部・学科等の再編を行う。 

■ 学部・学科等再編後の新設課程

において，「課題探究型地域創生人

材」の育成に向けた教育プログラムの

運営を円滑に実施するとともに，「課題

探究型地域創生人材ルーブリック」，

「アクティブ・ラーナー自己評価ルー

ブリック」，「学生による授業評価アン

ケート」等の集計結果に基づき教学ＩＲ

システムも活用して検証し，必要に応

じて，全学共通教育プログラムの改善

に取り組む。

■ 地域創生学部において，令和４年

度が初年度となる「地域協働演習」

「地域課題解決研究」「卒業論文（専

門演習）」を令和３年度の検討内容に

基づき着実に実施する。

■ 大学教育実践センターにおいて，令和３年度授

業評価アンケートを実施し，集計した報告書「令和

３年度『学生による授業評価』の概要」を学内で公

表・共有した（令和４年６月）。

■ 全学部において，①昨年度の授業評価アンケー

ト結果を踏まえた授業改善点，②履修者の反応を

知るために学期中に実施した方法及びその結果を

踏まえた授業改善点，③期末アンケート結果から

見た今後の課題について，各教員が振り返り記録

することにより教育改善につなげる自己省察を実施

した。また，各教員の自己省察の記録を全体集計

とともに学内で公表・共有することで，組織的な教

育改善を図った。

■ 地域文化コースにおいて，新３年生に対する「地

域協働演習」「地域課題解決研究」の指導を進める

とともに，コース内教員とコース外教員の指導方法

や指導への意識を共通化するためのコースＦＤを

実施し，指導内容の問題点を共有した。

■ 地域産業コースにおいて，年度初めのオリエンテ

ーション等を活用し，履修に関する注意事項等を

説明し，特に新入生に対しては，卒業までの履修

科目を想定したカリキュラム概要，科目履修方針

の目安をまとめたマニュアル，履修モデル等の資

料に基づき説明を行った。また，経過選択の学生

に対しては，各分野の特徴，カリキュラムの概要，

副専攻プログラムに関する説明等を行った。

■ 「課題探究型地域創生人材」を育成す

べき人材像として設定し，令和２年度には

広島キャンパス及び庄原キャンパス，令

和３年度には三原キャンパスの学部・学科

等の再編を行った。(1)

■ 学部・学科等再編後の教育プログラム

は，カリキュラム・ポリシーに基づき，授業

科目の体系的な履修を目的として，カリキ

ュラムマップを策定し，本学ウェブ・サイト

で公表した。また，学科等において横断的

に修得した上で専門性を深めていく経過

選択制の導入や幅広い知識の修得や複

眼的な学修を促すため，学生が主体的に

選択できる副専攻プログラムを実施してい

る。(3),(11)

３ ３ 

★・・・重点項目，◆・・・数値目標を有する項目
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№ 第三期中期計画 令和４年度 年度計画 
法人の自己評価 評価委員会評価 

年度計画の進捗状況等 中期目標期間における実績等 自己評価 委員会評価 
特記事項 

各年度 中間 各年度 中間 

   

 

 

 

 

■ 生物資源科学部において，これま

で実施してきた学科横断型の「フィー

ルド科学卒論」を基として，令和４年度

が初年度となる「地域課題解決研究」

の履修プログラムを円滑に実施する。 

■ 健康科学コースにおいて，教育課程編成・実施

の方針が学生の満足度に反映されているか，全学

年対象のアンケート調査を実施した結果，学年によ

り差異はあるものの 79％～100％が「とても満足・

満足」と回答した。（回答率51.0％） 

■ 生物資源科学部において，「地域課題解決研究」

の配属希望のマッチングを行い，３年次生９人（地

域資源開発学科５人，生命環境学科４人）の配属

を決定した。また，備北バイオフォーラム（1/24）

において，３人の中間発表を公開形式で試験運用

した。 
 
・以上のとおり，学部・学科等再編後の新教育プログラ

ムの運営及び改善にあたり，円滑な運営が可能とな

るよう，学部・学科・コース単位できめ細やかな準備

や学生への説明を行った上でプログラム運営を行

い，また，改善の取組を実施した上で検証を実施す

るなど，年度計画を順調に実施した。 

（全学の学生が履修できる副専攻プログラムの履修者数） 

プログラム名 R2 R3 R4 

多文化コミュニケーション 32 人 39 人 39 人 

IT パスポート資格取得 24 人 44 人 51 人 

会計・金融プロフェッション育成（初級・上級） 23 人 39 人 45 人 

IoT・AI 応用技術認定（初級・中級・上級） 29 人 61 人 85 人 

地域課題解決リーダー養成 ※R4新規 ― ― ７人 

 

 

 

2 〔人材育成目標及び学位授与

方針等の見直し〕 

全学（大学・大学院）及び各

学部・各専攻は，人材育成目

標及び卒業認定・学位授与の

方針（ディプロマ・ポリシー），教

育課程編成・実施の方針（カリ

キュラム・ポリシー），入学者受

入れの方針（アドミッション・ポリ

シー）について，妥当性と整合

性を検証し，適切な見直しを行

う。 

■ 入学者選抜状況，国家試験合格
率を含む学修成果，求人・就職状況，
実習施設での学生に対する評価，卒
業生に対する評価などに基づいて，各
学部等の人材育成目標との整合性を
検証する。（各学部・学科・コース，大
学教育実践センター） 
 
■ 全学（大学・大学院）及び各学部・
各専攻において，学部長・学科長・コ
ース長や研究科長・専攻長が中心と
なって，人材育成目標及び卒業認定・
学位授与の方針（ディプロマ・ポリシ
ー），教育課程編成・実施の方針（カリ
キュラム・ポリシー），入学者受入れの
方針（アドミッション・ポリシー）につい
て，卒業（修了）時の学生の満足度等
に留意し，妥当性と整合性を継続的に
検証する。 

■ 大学教育実践センターにおいて，新課程の教育

カリキュラムが，全学人材育成目標や各コースの

ディプロマ・ポリシー（ＤＰ）に従って，体系的に策定

されているかを検証するため，ＤＰ等の到達目標

（身につける知識・能力）と，教育課程表上の授業

科目との対応関係を明示したカリキュラムマップを

全学で作成した。カリキュラムマップは，第２回教育

推進部門会議（11/18）で承認され，その後，第４

回教職員研修 「教育課程の検証」（12/1）におい

て，全学的な説明を行うとともに，今後の活かし方

やカリキュラム点検の視点などを学ぶための機会

を設けた。 

■ 全学及び各学部・各専攻において卒業（修了）時

の学生満足度に留意し，学位授与方針等３つの方

針の妥当性と整合性について，学生への授業アン

ケートなどを活用しながら検証した。また，同方針

についてはウェブ・サイトで公表した。 

 大学 https://www.pu-hiroshima.ac.jp/soshiki/47/policy.html 

 大学院 https://www.pu-hiroshima.ac.jp/soshiki/38/grad-3policy.html 
 
卒業（修了）時の学生満足度 

 学部82.7％，総合学術研究科93.6％，経営管理

研究科（HBMS）100％ 
 
・以上のとおり，年度計画を順調に実施した。 

 
３ ３   
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№ 第三期中期計画 令和４年度 年度計画 
法人の自己評価 評価委員会評価 
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特記事項 

各年度 中間 各年度 中間 

3 〔教育プログラムの改善と構造

の明示〕 

カリキュラム・ポリシーに基づ

き，既設課程における教育プロ

グラムの適切な運営に努める

とともに，その構造・体系を分

かりやすく示すため，科目間の

関連，科目内容の難易を表現

するナンバリングや履修系統図

などの運用を適切に行う。 

また，学部・学科等再編後の

教育プログラムの具体化に向

けては，高大接続の視点も踏

まえながら，特定領域の専門

性を深めるだけでなく，幅広い

知識の修得や複眼的な学修を

促すため，学部・学科の垣根を

極力低くし，経過選択制の導入

の下で編成する主専攻プログ

ラム及び学生が主体的に選択

できる副専攻プログラムを配置

するとともに，学生の主体的な

学びを促す能動的学修「アクテ

ィブ・ラーニング」の一層の推

進を図る。 

■ 大学教育実践センターと各学部・

学科・コースが連携し，学生に対する

履修指導に履修系統図（カリキュラム

マップ）または履修モデルを引き続き

活用するとともに，個別の授業科目を

系統的に配置した詳細版カリキュラム

マップの検討も含め，必要に応じてカリ

キュラムマップ等の改善を図る。 

■ 大学教育実践センターにおいて，授業科目の体

系的な履修を目的として，学生が身に付けることが

期待される知識・技能・態度と，授業科目との対応

関係を示し，学修の道筋を明示するため，全学的

に統一した形式でカリキュラムマップを作成し，本

学ウェブ・サイトで公表した。 

https://www.pu-hiroshima.ac.jp/soshiki/38/post-505.html 

 

■ また，教育プログラムの具体化として

は，専門性の異なる学生が協働して学び

合える「大学基礎セミナーⅠ・Ⅱ」や地域

が抱える諸問題について３学部の学生が

一緒に受講し学び合うことを目的とした「地

域教養ゼミナールＡ・Ｂ」を開講している。

(3)  

３ ３   
 

 ■ 学部・学科等再編後の新設課程

において，専門性の異なる学生が協

働して地域課題などに取り組むことを

通じて学びを深める科目や，教育資源

を活かした多様な副専攻プログラムを

提供するとともに，各授業科目におけ

るアクティブ・ラーニングの更なる拡大

と質の向上に向けた取組を推進する。 

 

■ 学生による授業評価アンケートの

結果に基づき，授業の質的向上を図

ることにより，学生満足度の向上を図

る。 

■ 大学教育実践センターにおいて，大学の学修に

必要な基礎知識やスキルを身に付けることを目指

した全学共通教育科目「大学基礎セミナーⅠ」を実

施し，昨年度と引き続き，専門性の異なる学生が

協働して学び合えるよう，クラス分けはコースを横

断し学科単位で行った。また，「大学基礎セミナー

Ⅱ」では「大学基礎セミナーⅠ」で修得した知識や

スキルを活用して，専門性の異なる学生がグルー

プワークを通じて地域課題を発見し，その解決に向

けて取り組む授業を実践した。 

■ 全学共通教育科目「地域教養ゼミナールＡ・Ｂ」

において，地域課題をエリア型（Ａ）とテーマ型（Ｂ）

に分け合計18 の具体的な課題を設定し，地域が

抱える諸問題について学ぶ機会を学生に提供し

た。同科目は，３学部の学生が一緒に受講し学び

合うことを目的とした少人数形式の演習科目であ

り，令和４年度の受講者総数は延べ414人となっ

た。 

 

■ 令和２年度より開設した副専攻プログラムについ

て，資格取得に係る11 プログラムと特定テーマに

係る５プログラムを実施した。 

 

■ 健康科学コース・健康科学科において，各学年を

対象に単位の取得状況等に基づく検証作業を行う

とともに，４年次生を対象とした学科独自の教育プ

ログラム評価をアンケート調査により実施し，教育プ

ログラムの改善に資する検討を継続した。 

 

■ 地域産業コースにおいて，「地域協働演習」で，

数値解析や情報技術を活用した課題の解決を，異

なる専門分野の学生７名（文化２名・経営２名・情

報３名）が協働して取り組むとともに，副専攻プログ 

（地域教養ゼミナール履修者数） 

科目名 R1 R2 R3 R4 

地域教養ゼミナールA（新課程） ― ― 201人 305人 

地域教養ゼミナールB（新課程） ― ― 171人 136人 

教養ゼミナール（旧課程） 40 人 80 人 ― ― 

 

■ 一方で，学部・学科等再編にあわせ，全学的な教学マネジメント確立のた

め，令和２年度に，教育改革や戦略・企画を立案する高等教育推進機構を

設置し，この下で，学部・学科等と連携しながら実践する大学教育実践セン

ターを設置した。また，エビデンスに基づく教育改革を推進するため，同機

構の下に，教学ＩＲ推進室を設置した。(9) 

 

■ 学修成果の把握と検証については，同機構が策定した「課題探究型地域

創生人材ルーブリック（親ルーブリック）」，「アクティブ・ラーナー自己評価ル

ーブリック」及び親ルーブリックの要素を含む「科目別ルーブリック」による学

生自身による主観的コンピテンシー評価と並行して外部機関による客観的

評価ＰＲＯＧによる検証を進めている。(5) 

 

No.5数値目標「課題探究型地域創生人材ルーブリックにおける最高評点を

100とした場合の学生の平均数値」（令和３年度～） 

 R3 R4 

目標 25 点 50 点 

実績 53.3点 61.5点 

No.5数値目標「外部評価テストにおける本学が予め設定するレベルに到達す

る学生の割合」（令和３年度～） 

 R3 R4 

目標 10％ 30％ 

実績 77.8％ 64.7％ 

あ 
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ラム「ＩｏＴ・ＡＩ応用技術認定（上級）プログラム」にお

いて実施したＰＢＬ形式実験・演習に対して，学生

協働を支援する体制に関する振り返りと改善の検

証をＦＤ活動事業として行った。 

■ 生命科学コースにおいて，学生へのアンケートを

実施し，教育課程におけるクォーターごとの科目集

中と学修状況について検討した。

■ 環境科学コースにおいて，３年次に卒業研究中

間発表会及び４年次の卒業論文発表会をオンライ

ンで実施し，学生アンケートによる評価・検証を行っ

た。

・以上のとおり，年度計画を順調に実施した。

No.5数値目標「課題探究型地域創生人材ルーブリックの要素を含む科目別

導入率」（令和３年度～） 

R3 R4 

目標 20％ 40％ 

実績 2.7％ 10.9％ 

■ 数値目標「課題探究型地域創生人材ルーブリックの要素を含む科目別導

入率」については，中期計画期間の「学修成果の把握と検証」を達成するた

めに，令和３年度の年度計画から新たに設定した数値目標である。「学修成

果の把握と検証」について，他の取組は順調に進捗している一方で，数値実

績推移のとおり，「科目別ルーブリック」の導入率には課題があることから，

今後は，多様な視点での検討が必要であると認識している。(5)

（２）組織的な教育の実施と学修時間の実質的な増加・確保 

4 

◆ 

〔教育内容・方法の改善に資す

る取組の推進〕 

組織としての教育力の向上及

び能動的学修の導入など，学

生の主体的な学びを拡大する

ための教育内容・方法の改善

に向けて，ピアレビューの拡

充，授業改善（評価）アンケート

の組織的な活用，全学的な改

革サイクルの確立に資するワー

クショップの開催などを推進す

る。  

〔数値目標：アクティブ・ラーナ

ーとしての資質が伸長したと実

感できる学生の割合… 90％〕 

〔数値目標：「主体性・協働性」

の養成に係る「アクティブ・ラー

ナー自己評価ルーブリック」に

おける本学が予め設定するレ

ベルに到達する学生の割合… 

75％（令和６年度）〕 

■ 大学教育実践センターにおいて，

県立広島大学アクティブ・ラーナー育

成研修体系に基づき，教職員向けの

基本研修（基本的教育技法，授業改

善，シラバスの改善，ＩＣＴを用いた授

業実践等）を実施するとともに，引き続

き，オンライン授業に関する研修を行

い，授業の質向上に努める。

■ 学修者中心の教育への転換を促

進するため，授業公開・授業参観（ピア

レビュー）を全学的に実施し，関係教

員等の間で相互のフィードバックを行

い，授業改善に努める。

■ 大学教育実践センター研修部門「教職員研修ワ

ーキンググループ」において，年度計画に基づく６

つの教職員向け基本研修を実施した。また，当該

研修事業に係る評価の観点を定め，４段階評定尺

度法で評価した結果，全ての研修において成果が

あるとの評価「３」が概ね得られ，初期の目的を達

成することができた。

〔ピアレビューの拡充〕 

■ 教員相互の授業公開・参観を通じた教育改善に

資する取組として，前期及び後期に授業ピアレビュ

ーを実施し，学生の視点に立った授業改善につな

げたほか，参観した教職員や学生の資質・能力の

向上を図った。また，オンラインであってもアクティ

ブ・ラーニングを取り入れた授業が展開された。

公開科目数：42科目，公開コマ数：109 コマ，参観

者数：82人 

■ また，各学部・学科においても，学修成

果の把握と検証に基づく教育プログラムの

改善に努めている。(5)

３ ３ 

（地域産業コース資格取得者数） 

資格名 R2 R3 R4 

基本情報技術者試験 ― ８人 ７人 

※令和２年度はコロナ禍による中止，試験区分の限定により受検者0人 

（生物資源科学部資格取得者数） 

資格名 R2 R3 R4 

中級バイオ技術者試験 70 人 99 人 86 人 

農業技術検定２級 ― ４人 ４人 

eco検定 ― 37 人 ４人 

環境測定分析士３級 ― 20 人 16 人 

あ 

■ 教育改善の組織的取組の推進については，教職員研修ワーキンググルー

プが中心となり，教職員向け基本研修を継続実施している。(4)

（教職員研修実績） 

R1 R2 R3 R4 

研修総数 5回 6回 6回 5回 

参加総数 307人 
広島131 
庄原69 
三原107 

533人 
広島228 
庄原106 
三原199 

462人 
広島158 
庄原101 
三原203 

372人 
広島155 
庄原68 
三原149 

あ 
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研修名 目  的 主な対象者 実施時期 参加者 

大学教職員に期待

される役割と教育の
今後 

本学の基本理念や全学人材育成目標を踏まえた本学の教育につい
て学び，個々の教職員が本学の目指すべき方向性を共有 

全教職員 ６月20日 

136人 
広島60人 
庄原25人 
三原51人 

個別最適な学修方

法・授業改善に向け
た教育データの利
活用 

学生の実態や学生を取り巻く社会的な環境に対する理解を深め，個
別最適な学修方法を考え，今後の授業を改善 

全教職員 ８月８日 

109人 
広島42人 
庄原20人 
三原47人 

基本的教育技法 
授業法やシラバスの書き方等，大学教育に求められる基本的な教育
技法を学ぶことで，アクティブ・ラーナー養成に求められる教授法の

基礎の修得 

新規採用 
教員 

(３年以内) 

９月15日 
３人 

広島２人 
庄原１人 

教育課程の検証 本学のカリキュラム編成・分析について，具体的な検証方法を修得 

学部長 
コース長 

教務委員 
他 

12月１日 

82人 
広島28人 
庄原19人 
三原35人 

教・職・学協働の理
解と実践 

教員・職員・学生が相互の意見交換を通じてそれぞれ意識を高め，
協働して，より良い大学教育の実現に寄与する資質・能力を育成 

全教職員・ 
全学生 

12月８日 

42人(10人) 
広島23人(９人) 
庄原３人(０人) 

三原16人(１人) 
（うち参加学生数）  

授業ピアレビュー 
アクティブ・ラーナー育成に向けた授業改善のため，教職員及び学生

を対象に，日常の授業公開及び参観の推進 

全教職員・ 

全学生 

５月２日 
～８月１日 

75人（25人） 
広島20人（13人） 
庄原11人（７人） 
三原44人（25人） 
（うち参加学生数） 

９月26日 
～１月30日 

18人（３人） 
広島４人（３人） 

庄原０人 
三原６人（３人） 

（うち参加学生数） 

■ 各学部において，アクティブ・ラー

ニングの推進や授業評価アンケートの

組織的な活用を継続する。

〔アクティブ・ラーナーとしての資質が

伸長したと実感できる学生の割合…

90％〕 

〔「主体性・協働性」の養成に係る「アク

ティブ・ラーナー自己評価ルーブリッ

ク」における本学が予め設定するレベ

ルに到達する学生の割合… 30％〕 

〔FD 活動の実施〕 

■ 大学教育実践センターが主導して，新規採用教

員，昇任教員（計３人）を対象とした研修会を実施し

た。

■ 広島県教育委員会と連携して「広島県高等学校

教育研究・実践合同発表会」（2/17同委員会共

催，参加者数213 人）をオンラインで開催し，全体

会及び分科会において，各学科・コース・センター

及び各高等学校が探究的な学びや授業改善等の

実践事例を発表するとともに，意見交換等において

教育プログラムの改善につながる情報収集に努め

た。

■ 地域文化コース・国際文化学科において，「地域

協働演習」「地域課題解決研究」におけるコース内

教員とコース外教員の指導方法や指導への意識を

■ また，教員相互の授業公開・参観を通じた教育改善やＦＤ活動について

も，全学のみならず，各学部・学科においても継続して実施している。(4)

（ビアレビュー実績） 

R1 R2 R3 R4 

公開科目数 133 12 61 42 

公開コマ数 ― 23 109 109 

参観者数 290 12 154 82 

（全学の FD 活動実績） 

R1 R2 R3 R4 
広島県高等学校教育研究・ 
実践合同発表会 

184人 210人 241人 213人 

新規採用教員・昇任教員を対象とした研修会 

あ 
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№ 第三期中期計画 令和４年度 年度計画 
法人の自己評価 評価委員会評価 

年度計画の進捗状況等 中期目標期間における実績等 自己評価 委員会評価 
特記事項 

各年度 中間 各年度 中間 

    共通化するためのコース FDを実施し，指導内容の

問題点を共有した。 

 

 〔アクティブ・ラーナーとしての資質が伸長したと実

感できる学生の割合…84.4％（4年次）〕 

 〔「主体性・協働性」の養成に係る「アクティブ・ラー

ナー自己評価ルーブリック」における本学が予め設

定するレベルに到達する学生の割合…25.3％〕 

 

・以上のとおり，教育内容・方法の改善に資する取組

を推進するにあたり，大学教育実践センターが主体

となった取組はもとより，各学部・学科等においても

それぞれの教育内容を踏まえた組織的な取組を行

った。また，数値目標についても概ね達成し，年度

計画を順調に実施した。 

（各学部の FD活動実績） 

地域創生学部 

人間文化学部 

栄養教諭養成の組織的教育の実現（R1） 

オンライン授業のノウハウ共有（R3） 

地域創生学部 

経営情報学部 

大学基礎セミナーの教育内容・指導方法の検討（R1） 

教育の質を担保するオンライン授業の実施方法検討（R2） 

生物資源科学部 

生命環境学部 

授業満足度向上に向けた情報収集と検証を目的とした学

部独自の授業アンケートの実施（R1） 

保健福祉学部 外部講師を招聘したルーブリックに関する講演（R1） 
 

 

5 

◆ 

〔学修成果の把握と検証〕 

 学修成果に係る達成状況の

把握に向けて，客観的・具体的

な指標を用いた目標の設定に

努めるとともに，その成果を検

証し，教育プログラムの改善等

を行う。 

 

〔数値目標：課題探究型地域創

生人材ルーブリックにおける最

高評点を100とした場合の学

生の平均数値… 75点（令和

６年度）〕 

〔数値目標：外部評価テストに

おける本学が予め設定するレ

ベルに到達する学生の割合… 

75％（令和６年度）〕 

■ 「アクティブ・ラーナー自己評価ル

ーブリック」，「課題探究型地域創生人

材ルーブリック」及びリテラシー・コンピ

テンシーを測定する外部評価テストを

実践する。 

■ 「アクティブ・ラーナー自己評価ルーブリック」を

活用し，学生自身が特定の授業科目について「知

識・技能」「思考力・判断力・表現力」「主体性・協働

性」の３つの観点から６段階で成長の自己評価を行

うことによって，学生の主体的な学修態度の実態を

調査した。収集したデータについては高等教育推

進機構において集計及び分析を行い，各学部・学

科・コースへフィードバックした。 

 

■ 人材育成目標の達成に向け，令和３年度から運

用を開始した「課題探究型地域創生人材ルーブリ

ック」の理解を深めるとともに，各授業で用いる科目

ルーブリックへの反映を通して学生の成長を一層

促すことを目指し，「課題探究型地域創生人材の

育成に係る科目ルーブリック作成のための勉強会」

を３回開催した（9/9 参加者数93人，12/5参加

者数84人，2/9参加者数75人）。また，終了後

に実施したアンケートにおいて，参加者のうち 86.9

～96.8％が同勉強会の説明は「非常にわかりやす

かった・わかりやすかった」と回答した。 

■ 科目別導入率を向上させるため，令和４年度教

員業績評価制度において科目ルーブリック作成を

加点項目として追加した。 

 

 
２ ２   

 

No.4数値目標「アクティブ・ラーナーとしての資質が伸長したと実感できる学

生の割合」（令和２年度～） 

 R2 R3 R4 

目標 90％ 90％ 90％ 

実績 87.1％ 85.3％ 84.4％ 

 

No.4数値目標「「主体性・協働性」の養成に係る「アクティブ・ラーナー自己評

価ルーブリック」における本学が予め設定するレベルに到達する学生の割

合」（令和３年度～） 

 R3 R4 

目標 10％ 30％ 

実績 13.8％ 25.3％ 
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№ 第三期中期計画 令和４年度 年度計画 
法人の自己評価 評価委員会評価 

年度計画の進捗状況等 中期目標期間における実績等 自己評価 委員会評価 
特記事項 

各年度 中間 各年度 中間 

  ■ 地域文化コース（地域創生学部地

域創生学科）・国際文化学科におい

て，学生の履修状況に関する情報を

チューター等が共有し，教育の組織的

改善につなげる。また，学修成果の検

証に係る取組の一環として，一部科目

では受検を必須とするなどして，「英

語」「中国語」「韓国・朝鮮語」の各種検

定受検を促進し，課題の把握と改善に

引き続き取り組む。 

■ 地域文化コース・国際文化学科において，学生

が記入した履修状況確認シートの履修計画及びキ

ャリア・ポートフォリオ・ブックに基づいたチューター

面談を行い，履修状況及び外国語検定試験の受

検の有無やスコアを確認し，主体的・継続的な学

修と受検を奨励した・また，学科・コース教員間で

情報を共有し，個々の学生に対して必要な指導を

行った。 

■ 「英語」の学修支援として，e ラーニングによる自

学自習を促進し，一定の成果を上げた。令和４年

度の学内TOEIC-IP テストにおいて，600点を超え

た者は計52名，うち 700点以上30名，うち800

点以上10名，うち 900点以上１名であり，TOEIC

スコアにも大きな成果が見られた。 

■ 「中国語」については，中国語検定４級３人，３級

６人が合格した。 

■ 「韓国・朝鮮語」については，韓国語能力試験

（TOPIC）上級（５級・６級）３人，初級（１級・２級）３

人が合格した。 

      

 

 

 ■ 健康科学コース（同上）・健康科学

科において，卒業時の学生を対象に

実施している教育プログラム（カリキュ

ラム）に関するアンケート調査等を継

続することで，学修成果の検証やカリ

キュラムの見直しなどにつなげる。ま

た，栄養教諭養成プログラムの充実に

向けて，学内関係部局及び客員教授

と連携した上で，効果的な教育を行

う。 

■ 健康科学コース・健康科学科において，単位の

取得状況に基づく検証作業（全学年対象），学科独

自の教育プログラム評価（４年次対象）を実施し，

教育プログラム全体に対する満足度は高く，令和５

年３月卒業生で「とても満足」「満足」と回答した学

生の割合は100％であった。（回答者数24人，卒

業生総数35 人） 

■ 栄養教諭養成プログラムについて，客員教授と連

携し「教育実習（栄養教諭）」に係る事前・事後学修

の内容を改善するとともに，同実習における学修成

果を検証した。また，同プログラムの充実に資する

取組の一環として，広島県教育委員会や広島市内

の小学校から外部講師を招聘した。同養成プログ

ラムに対する評価では，学生の71.4％が「よかっ

た」と回答した。 

      

 

 

 ■ 地域産業コース（同上）・経営情報

学部において，学部重点事業として取

り組む学外試験の活用や学外実習の

促進を通じて，学修成果の把握や向

上に努める。 

■ 地域産業コース・経営情報学科において，学部

重点事業「情報処理技術者試験の受験料助成事

業」を実施し，基本情報技術者試験合格者７人の

受験料を助成した。また，IT パスポート試験対策と

して開講している新設課程「IT パスポート試験対策

演習」の履修者２名及び既設課程「IT パスポート検

定」の履修者17 名に対し資格取得のサポートを行

った。 
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№ 第三期中期計画 令和４年度 年度計画 
法人の自己評価 評価委員会評価 

年度計画の進捗状況等 中期目標期間における実績等 自己評価 委員会評価 
特記事項 

各年度 中間 各年度 中間 

 

 

 ■ 生物資源科学部・生命環境学部

において，学生アンケートの結果，ＧＰ

Ａ値の推移，専門分野に係る資格試

験の受検状況や合格率の把握を組織

的に行う体制を構築し，学生の学修成

果の把握や検証に引き続き取り組む。 

■ 生物資源科学部・生命環境学部において，バイ

オ技術者試験，農業技術検定，eco検定，環境測

定分析士の受検準備の支援を行い，その合格率に

より学修成果を確認・検証した。 

＜中級バイオ技術者試験＞受検者104人，合格者

86 人，合格率82.7％ 

＜農業技術検定２級＞受検者9人，合格者4人，

合格率44.4％ 

＜eco検定＞受検者6人，合格者4人，合格率

66.7％ 

＜環境測定分析士３級＞受検者23人，合格者16

人，合格率69.6％ 

      

 

 

 ■ 保健福祉学部において，引き続

き，全学生に対してチューター等によ

る面談を行い，卒業後のキャリアを見

据えた個別支援を通して，学修成果

の把握や向上に努める。 

■ 保健福祉学部において，チューターによる期初

面談だけでなく，学修上の相談に常時対応できるよ

う科目担当教員を含めた教員チームで連携した学

修指導を行った。 

      

  〔課題探究型地域創生人材ルーブリッ

クにおける最高評点を100 とした場合

の学生の平均数値… 50 点〕 

 

〔課題探究型地域創生人材ルーブリッ

クの要素を含む科目別導入率… 

40％〕 

 

〔外部評価テストにおける本学が予め

設定するレベルに到達する学生の割

合… 30％〕 

〔課題探究型地域創生人材ルーブリックにおける最高

評点を100 とした場合の学生の平均数値…61.5点〕 

〔課題探究型地域創生人材ルーブリックの要素を含

む科目導入率…10.9％〕 

〔外部評価テストにおける本学が予め設定するレベル

に到達する学生の割合…64.7％〕 

 

・以上のとおり，人材育成目標の達成に向けて，年度

計画における数値目標の一つである「課題探究型地

域創生人材ルーブリックの要素を含む科目別導入

率」について，学内教員を対象にした勉強会を開催

し各教員の科目ルーブリックの作成をサポートする

取組を進めるとともに，令和４年度教員業績評価制

度において科目ルーブリック作成成果を加点で評価

するなど，導入率向上の取組を実施したが，数値目

標を達成できていない。 

 こうした状況も踏まえて，学修成果の把握のための

指標については，多様な視点での検討が求められ

ており，今後，組織的・全学的な検証と改善を実施

する必要があると課題認識していることから，自己評

価を「２」とした。 
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№ 第三期中期計画 令和４年度 年度計画 
法人の自己評価 評価委員会評価 

年度計画の進捗状況等 中期目標期間における実績等 自己評価 委員会評価 
特記事項 

各年度 中間 各年度 中間 

6 〔適正な成績評価と単位認定〕 

 「県立広島大学学士課程に

おける成績評価指針」及び「成

績評価ガイドライン」に基づいて

適正な成績評価と単位認定を

行うとともに，その妥当性の検

証を行い，必要に応じて改定を

行う。 

■ 新設・既設の各学部等において，

成績評価の指針・ガイドラインに基づい

て適正な成績評価と単位認定を行うと

ともに，その妥当性の検証を行い，必

要に応じて改定を行う。 

■ 各学部専門科目及び全学共通教育科目におい

て，それぞれ成績評価の指針・ガイドラインを点検

した上で，同指針・ガイドラインに基づいて厳正な成

績評価と単位認定を実施した。 

■ 各学部等において，成績評価の指針・ガイドライ

ンを再検証した上で，GPA や GPCを教員間で共有

し，適正な成績評価と単位認定に努めた。 

 

・以上のとおり，年度計画を順調に実施した。 

 
３ ３   

 

7 

 

〔シラバスの充実〕 

 各科目の各回の授業内容

や，事前学修等の具体的な指

示等を含むシラバス（授業計

画）を作成し，学生による主体

的な事前・事後学修を促す。ま

た，大学ウェブ・サイトへの掲載

により，学内外に周知する。 

■ 大学教育実践センターにおいて，

シラバスの充実に向けて同記載要領

の周知の徹底と，教員相互の確認・点

検を着実に実施するとともに，ウェブ・

サイトへの掲載を通して，シラバスを

学内外に周知する。 

■ 大学教育実践センターにおいて，コースカタログ・

シラバスを作成する目的や意義，その内容につい

てまとめた記載要領の内容を見直し，全教員（非常

勤講師含む）に周知した。また，課題等の記載内容

の明確化や記入漏れの有無などについて領域（科

目区分）ごとに確認するなど，教員相互により全学

で組織的にシラバスの点検を行った。 

 
３ ３   

 

■ 令和３年度に策定したシラバス記

載要領を新規採用教員研修などで引

き続き活用する。 

■ 小項目No.4 に記載のとおり，令和３年度に策定し

たシラバス記載要領を新規採用教員研修で活用し

た。 

 

・以上のとおり，年度計画を順調に実施した。 

 
    

 

8 

◆ 

〔学修時間の実質的な増加・確

保とその的確な把握〕 

 学生の主体的な学修を促す

教育内容と方法の工夫，並び

に学修環境の改善，学生の学

修時間の実態把握などにより，

学生の学修時間の実質的な増

加・確保を促進する。 

 

〔数値目標：図書館（ラーニン

グコモンズを含む）や学内自習

室等を活用して主体的に学修

した学生の割合 … 90％（令

和６年度）〕 

■ 大学教育実践センターにおいて，

学生のアクティブ・ラーニングを促す

取組を推進するとともに，学修支援ア

ドバイザーの養成を継続し，オンライン

授業での支援方法等を学修する機会

を設けることにより，同授業の質の向

上に努める。 

■ 大学教育実践センターにおいて，学生による学

修支援の推進を図ることを目的に学修支援アドバイ

ザー（SA）ワーキンググループを設け，各キャンパ

ス代表者を中心に SA 養成や教育サービスでの

SA の活用を図った（SA 登録者数111 人）。 

■ SA の活動実績を評価し，３月末に SA 特別認定

証・SA 認定証を授与した。（特別認定証：広島３

人，庄原１人，三原６人／認定証：広島33人，庄

原２人，三原30人） 

■ 小項目No.４に記載のとおり，「学修支援アドバイ

ザー（SA）との協働教育研修」を開催し，授業支援

や個別支援，公開授業へのフィードバック（ピアレビ

ュー），教育研修への参加など，多岐にわたるSA

の活動実績を本学教職員に広く公開し，今後の教

育活動へ SA の活用を図った。 

■ 小項目No.４に記載のとおり，「県立広島大学アク

ティブ・ラーナー育成研修体系」に基づく６つの基

本研修を実施した。 

■ 学生の主体的な学修を促し，学修時間

の実質的な増加を図ることについては，学

生による学修支援の推進を目的に学修支

援アドバイザー（ＳＡ）を配置し，ＳＡの育成

支援等を継続している。(8) 

 

 

３ ３    
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№ 第三期中期計画 令和４年度 年度計画 
法人の自己評価 評価委員会評価 

年度計画の進捗状況等 中期目標期間における実績等 自己評価 委員会評価 
特記事項 

各年度 中間 各年度 中間 

  ■ シラバスを通じた課題の明示や，

オンライン授業における教材（オンデ

マンドコンテンツなど）の充実により，学

生の学修時間の増加及び確保に努め

る。また，授業評価アンケート等によ

り，その状況を把握し，検証する。 

 

〔図書館（ラーニングコモンズを含む）

や学内自習室等を活用して主体的に

学修した学生の割合…80％〕 

〔シラバスによる課題の明示〕 

■ 小項目No.７に記載のとおり，シラバスの記載要

領の周知とシラバスの教員相互の点検を実施し

た。 

 

〔学修環境の充実〕 

■ オンライン授業における学修の充実のため，引き

続きノートパソコン及びポケット Wi-Fiの貸出を行う

とともに，PCヘルプサポートデスクを設置し，学生

のオンライン学修に必要な環境を整えた。また，オ

ンライン授業下での学修の充実のため，ｅラーニン

グ教材「NetAcademy Next」の活用を推進した。 

（SA 活動実績） ※認定証は令和２年度より授与 

 R1 R2 R3 R4 

登録者数 100 74 93 111 

SA 特別認定証授与数 ― 8 8 10 

SA 認定証授与数 ― 30 59 65 

 

 

 

   ■ 大学教育実践センターにおいて，学生の状況の

把握や学修成果の検証に役立てるため，全学にお

いて学生意識調査を実施し，調査結果をウェブ・サ

イトで公開した。 

令和４年度実施分の総回答者数1,793 人，回答率

66.5％ 

「学生意識調査・新入生意識調査」集計結果 

https://www.pu-hiroshima.ac.jp/soshiki/general-

education/attitude-survey-2022.html 

 

■ 授業外学修時間の調査を授業評価アンケートの

中で実施し，前期712科目，後期668 科目で，そ

の把握に努めた。全学部生を対象に行った令和４

年度調査に基づく主体的な学修状況の概要は，次

表のとおりで，結果の概要は以下のとおり。 

・科目区分や前・後期の別により若干の差異はあるも

のの，90.6～98.6％の学生が授業外学修を行って

いると回答。（詳細は下図のとおり） 

・専門科目において，週当たり２時間以上（２単位科

目。１単位科目は30分以上）と回答した学生の割

合が，３年度に比べて前期0.4 ポイント増，後期

5.0 ポイント減。（同上） 

 

■ 大学教育実践センターにおいて，「令和４年度前

期授業等についてアンケート（8/19～9/30）」，

「後期授業等についてのアンケート（3/9～3/16）」

を実施し，学修状況や授業の満足度等を調査・把

握し，結果の概要を全学に周知した。 

 

■ 令和２年度には，３密回避として，実験

実習科目にオンライン担当SA を配置し，

複数教室への配信等により少人数単位で

の実験実習を実施した。このことにより，履

修学生の安全・安心に配慮した学修機会

を提供し，併せて新たな業務を担当する

SA 養成の機会となった。(8) 

 

■ また，授業外学修時間の調査を継続し

て実施しており，学修時間の実態把握に

努めている。(8) 

 

No.8数値目標「図書館（ラーニングコモンズ

を含む）や学内自習室等を活用して主体

的に学修した学生の割合」（令和２年度

～）について，新型コロナウイルス感染拡

大防止のための県立広島大学活動基準

により，学生に対して図書館（ラーニングコ

モンズを含む）や学内自習室等の活用を

認めていなかったため，測定していない。 
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№ 第三期中期計画 令和４年度 年度計画 
法人の自己評価 評価委員会評価 

年度計画の進捗状況等 中期目標期間における実績等 自己評価 委員会評価 
特記事項 

各年度 中間 各年度 中間 

   ■ 地域産業コース・経営情報学部において，コロナ

禍の中で開発した授業実施法及び教材を活用し，

授業時間外での学修時間の増加に活用するととも

に，自主的な学修を促進するため，学修に必要な

多くの図書を学科推薦図書として推薦した。 

 

〔数値目標：図書館（ラーニングコモンズを含む）や学

内自習室等を活用して主体的に学修した学生の割

合 … 45.3％〕 

 ※令和４年度は，授業でもオンラインを併用してお

り，ラーニングコモンズについても３月まで使用不

可としていたため，利用率が低下した。 

 

・以上のとおり，学修時間の実質的な増加・確保とそ

の的確な把握を推進するにあたり，SA による活動の

拡大を図る取組を実施することで学生の学修意欲の

向上を図ったことや，授業外学修の充実化に向けて

シラバスの記載要領の周知や教員相互による点検

を行い，その結果として，学生の実質的な学修時間

は概ね維持できており，年度計画を順調に実施して

いると判断した。 

 なお，数値目標である図書館（ラーニングコモンズ

を含む）や学内自習室等を活用した主体的な学修

については，新型コロナウイルス感染症の影響によ

り，ラーニングコモンズの利用が制限されたが，引き

続き，ノートパソコン及びポケット Wi-Fi の貸与，オン

ライン学修のサポートを行い，コロナ禍を踏まえた学

修環境の改善・充実に努めた。 

 

     
 

  令和４年度の学部専門科目等における主体的な学修時間（１日当たりの１週間の平均）  ※（ ）は３年度結果 

 

区 分 

前期科目の学修時間 後期科目の学修時間 
4時間以上
又は1時間

以上 

2時間以上又は
30分以上1時間

未満 

2時間未満又
は30分未満 

全くして 
いない 

4時間以上又は
1時間以上 

2時間以上又は
30分以上1時

間未満 

2時間未満又は
30分未満 

全くして 
いない 

地域創生 

（新設１～３年次） 

20.5 

（21.6） 

38.4 

（39.0） 

37.6 

（36.6） 

3.4 

(2.8) 

18.5 

(24.2) 

32.3 

(39.1) 

43.1 

(34.2) 

6.1 

(2.5) 

生物資源科学 

（新設１～３年次） 

17.7 

(20.2) 

44.7 

(50.0) 

35.1 

(29.2) 

2.4 

(0.7) 

22.9 

(20.4) 

38.4 

(45.5) 

36.1 

(32.9) 

2.6 

(1.3) 

保健福祉 

（新設１～２年次） 

25.3 

(26.6) 

39.7 

(39.3) 

32.1 

(32.3) 

2.9 

(1.8) 

26.3 

(24.3) 

38.4 

(42.6) 

31.1 

(31.4) 

4.3 

(1.7) 

保健福祉 

（既設３～４年次） 

21.4 

(20.5) 

46.8 

(44.3) 

30.9 

(32.2) 

0.9 

(2.9) 

30.6 

(27.0) 

49.5 

（38.7） 

21.3 

(31.3) 

0.2 

(2.9) 
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№ 第三期中期計画 令和４年度 年度計画 
法人の自己評価 評価委員会評価 

年度計画の進捗状況等 中期目標期間における実績等 自己評価 委員会評価 
特記事項 

各年度 中間 各年度 中間 

（３）全学的な教学マネジメントの確立  

     
 

9 

★ 

〔全学的な教学マネジメントの

確立〕 

学長を中心として，アクティ

ブ・ラーニングの推進や学修成

果の検証，高大接続に係る方

針決定等の教育改革を主導す

る組織「高等教育推進機構（仮

称）」を新設し，全学的な教学

マネジメントの確立を目指す。 

また，学部・学科の枠を越え

た教育プログラムの戦略的な

編成や提供等を推進するた

め，教育組織と教員組織を分

離する仕組みを導入するととも

に，ＩＲによる教育成果の把握・

検証を通じて，更なる改善につ

なげる教学マネジメントサイク

ルを展開する。 

■ 高等教育推進機構において，学

修成果の把握とフィードバックを継続

実施するとともに，エビデンスに基づく

教学マネジメントの確立を推進する。

また，計画の実効性を確保するため，

必要に応じて同機構中期計画の見直

しを進める。 

 

 

■ 新型コロナウイルス感染症の現

状・今後を見据え，ＤＸ（デジタルトラン

スフォーメーション）の推進などの社会

経済情勢の変化に伴う本学を取り巻く

教育・研究環境の大きな変化を的確

に捉えた上で，教学マネジメントの確

立や地域社会のニーズに応える研究

等の取組を着実に具体化していくため

の，本学の特性に応じた教・教分離制

度導入を検討する。 

■ 「課題探究型地域創生人材ルーブリック」及び「ア

クティブ・ラーナー自己評価ルーブリック」につい

て，学生個人の自己評価結果をレポート形式で集

約した「課題探究型地域創生人材としての学修活

動・成果 自己評価レポート」を作成し，各学生に配

付することで，学修成果を学生にフィードバックする

ポートフォリオの運用を継続した。 

■ エビデンスに基づく教学マネジメント確立の観点

から，前年度の測定結果を年度計画に反映させる

ため，「高等教育推進機構中期計画」の見直しを行

った。 

 

■ 「学部・学科の枠を越えた戦略的な教育プログラ

ム」及び「学部・学科の枠を越えた分野横断的な研

究」を進める際の組織体制（教・教分離制度の導入

等）については，学部等再編推進委員会及びその

部会で検討を行い，事案に応じて必要とされる体

制・スケジュールを整理した上で，具体化していくこ

ととされた。 

 

・以上のとおり，全学的な教学マネジメントの確立を推

進するにあたり，高等教育推進機構が策定した同機

構中期計画に基づき，エビデンスに基づく教育改革

を実施するため自己評価ルーブリック及び外部評価

テストによる検証を行い，前年度の測定結果につい

ては年度計画に反映させるなど，年度計画を順調に

実施した。 

 

 ３ ３   
 

（４）教育システムの再編と教育プログラムの再構築  
    

 

10 〔全学共通教育推進体制の強

化〕 

 社会人としての基礎力，汎用

的能力，幅広い教養，異文化

理解・活用力を身に付け，グロ

ーバル化が進む企業や地域社

会で活躍できる実践力のある

人材を育成するため，全学共

通教育を推進・統括する「全学

共通教育センター（仮称）」を設

置し，全学共通教育の充実を

図る。 

■ 大学教育実践センターと各学部

等が連携し，再編後の全学共通教育

プログラムについて学生による授業評

価アンケート等の結果を踏まえ，学修

成果の検証を行う。 

■ 大学教育実践センターにおいて，全学共通教育

部門会議を３回開催し，全学共通教育プログラム

の点検及びその充実に向けた協議を行った。 

■ 授業評価アンケートにおける全学共通教育科目

の結果や同科目を担当する各教員のコメント（自己

省察の記録）について，上記部門会議の委員で共

有し，各委員が科目担当主任として，管轄する科

目群に係る教員コメントを閲覧の上，現状と課題に

ついて意見をまとめ，部門長による全体の総括コメ

ント（総評）を作成した。 

 

・以上のとおり，年度計画を順調に実施した。 

 

 

 ３ ３   
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№ 第三期中期計画 令和４年度 年度計画 
法人の自己評価 評価委員会評価 

年度計画の進捗状況等 中期目標期間における実績等 自己評価 委員会評価 
特記事項 

各年度 中間 各年度 中間 

11 

◆ 

〔副専攻プログラムの導入と他

学部履修等の促進〕 

 広い視野と専門性を兼ね備

えた人材の育成，高い到達目

標への挑戦など，多様化する

学生のニーズに応じた学びの

機会を提供するため，主専攻

分野の内外で体系的に学ぶこ

とができる副専攻プログラムを

配置し，発展的学修や他学部

履修が可能になる教育プログ

ラムを提供する。  

〔数値目標：幅広い学びができ

たと実感できる学生の割合 … 

90％〕 

■ 各学部等において，学生の幅広

い学びに資する開放科目や副専攻プ

ログラム等を提供する。また，学部・学

科等の垣根を越えて提供できる副専

攻プログラムの更なる開発を進める。 

 

■ 既存の副専攻プログラムについ

て，学生の履修状況を検証し，改善に

向けて継続的に取り組む。 

 

〔幅広い学びができたと実感できる学

生の割合…90％〕 

〔幅広い学びの提供〕 

■ 令和４年度から新たに，全学で履修可能な副専

攻プログラム「地域課題解決リーダー養成プログラ

ム」を設定し，その他の副専攻プログラムも含めた

履修状況について，第１回教育推進部門会議

（7/12）で検証を行った。 

■ 学部・学科等再編に合わせて開設した副専攻プ

ログラムについて，資格取得に係る11 プログラム

と特定テーマに係る５プログラムを実施した。このう

ち，５つのプログラムについては全学の学生が履修

できるよう設計しており，各プログラムの履修者は

次のとおりであった。 

①多文化コミュニケーションプログラム39 人 

②IT パスポート資格取得プログラム51 人 

③会計・金融プロフェッション育成（初級・上級）プログ

ラム 45人（初級・上級延べ人数） 

④IoT・AI 応用技術認定（初級・中級・上級）プログラ

ム85 人（初級・中級・上級延べ人数） 

⑤地域課題解決リーダー養成プログラム７人 

 

■ 副専攻プログラム「会計・金融プロフェッション育

成プログラム」「IoT・AI応用技術認定プログラム」に

ついて，次のとおり認定した。 

・会計・金融プロフェッション育成プログラム 

 初級12人，上級１人 

・IoT・AI応用技術認定プログラム  

 初級16人，中級11 人 

 

〔幅広い学びができたと実感できる学生の割合…

88.3％（４年次）〕 

 

・以上のとおり，副専攻プログラムの導入と他学部履

修等の促進を推進するにあたり，学部・学科等の垣

根を越えて全学の学生が履修できる副専攻プログラ

ムを実施することで，発展的学修や他学部履修が

可能になる教育プログラムを提供し，数値目標であ

る幅広い学びができたと実感できる学生の割合につ

いては概ね達成し，年度計画を順調に実施した。 

 

 

 

 

No.11数値目標「幅広い学びができたと実感

できる学生の割合（令和２年度～） 

 R2 R3 R4 

目標 90％ 90％ 90％ 

実績 91.7％ 87.6％ 88.3％ 

 

 

 

 

３ ３   
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１－２ 意欲ある学生の確保 

12 〔アドミッション・ポリシーの明確

化と発信〕 

 アドミッション・ポリシーについ

て，ディプロマ・ポリシーとの整

合性の観点から点検・見直しを

行い，受け入れる学生像を明

確にし，学内外に積極的に周

知する。 

■ 意欲ある学生の確保に向け，引き
続き，県立広島大学の魅力や価値，
アドミッション・ポリシー等をソーシャ
ル・ネットワーク・サービス（ＳＮＳ）やウ
ェブ・サイトを活用して発信するととも
に，高校訪問，公開授業，オープンキ
ャンパス，高大連携公開講座等の機
会を通じて，効果的に周知を行う。 

■ 全学及び各学部・学科・コースのアドミッション・ポ

リシーを，大学ウェブ・サイトや受験生向けの特設サ

イト「ウェブ版大学案内」に掲載し，学内外にその考

え方を明示した。 

■ 模擬講義，高校訪問等の実施状況については，

小項目No.14 に記載のとおり。 

■ 各学科・コースにおいて，高校生が理解できるよ

う，アドミッション・ポリシー及びディプロマ・ポリシー

を反映したわかりやすい情報（コース紹介，ゼミ紹

介など）をウェブ・サイトで発信した。 

■ 地域創生学部において，ウェブ・サイト内の各コー

スのページにおいて学べる専門性を明確化すると

ともに，教員の研究内容の紹介やゼミ内容，授業

紹介動画を公開するなど，コンテンツの充実を行っ

た。 

■ 地域文化コースにおいて，オープンキャンパスを

活用した第１回「高校生による広島文化プレゼンテ

ーションコンテスト」の開催（12校13 チーム約70

名参加），ゼミ紹介を通して，地域文化コースの学

びに対する理解と関心を高めた。 

■ 生物資源科学部において，高校２・３年生を対象

とした「秋の公開実習」を開催し，普段の実験・実習

を実際に体験する機会を設けた（10/23実施，参

加者46人）。 

■ 看護学コースにおいて，高校生向けの「看護学コ

ースキャンパス体験2023春」（3/24）を開催し，

体験授業や入試情報を含む看護学コースの紹介，

希望者への教員による個別相談を行った。 

 

・以上のとおり，年度計画を順調に実施した。 

■ 令和２年度からの学部・学科等再編にあ

わせて育成すべき人材像「課題探究型地

域創生人材」を設定し，これに基づき，受

け入れる学生像に即したアドミッション・ポ

リシー（ＡＰ）を策定した。ＡＰは，全学及び

各学部・学科・コース毎に策定し，大学ウ

ェブ・サイトや受験生向けの特設サイト「ウ

ェブ版大学案内」等に掲載し，学内外に明

示した。また，大学説明会，オープンキャ

ンパス，高校訪問等などを活用し，高校生

への理解が深まるように丁寧に説明した。

(12) 

 

 

３ ３   
 

     

13 

 

〔入学者選抜方法の改善〕 

 国の入試改革の動向や志願

状況等に基づき，多面的かつ

総合的な選抜方法への転換を

図る。また，社会的な情勢変化

や地域の要請を踏まえ，学生

収容定員の適正な規模につい

て検討する。 

■ 入試改革の動向や志願状況等に

基づき，多面的かつ総合的な選抜方

法について，引き続き導入を検討す

る。 

 

■ 新学習指導要領に基づいた入学

者選抜に係る見直しについて，令和５

年６月の公表に向けて入試制度の検

討及び入試制度設計を進める。 

■ 地域文化コースにおいて，意欲ある優れた人材

の受験を促進するため，またコロナ禍による海外体

験の困難さを考慮し，「異文化理解体験枠」の面接

方法を改善した。 

■ 地域創生学部において，令和７年度入学者選抜

の変更点について他大学の状況を踏まえ，各コー

スで検討を進めた。 

■ 生物資源科学部において，各学科・コースの特

色を踏まえ，入試作問に関する方針や改善点など

検討を進めるとともに，令和７年度入学者選抜の変

更点についての検討を進めた。また，総合型選抜 

■ 国の入試改革の動向を踏まえ，また，

「学力の３要素」などを多面的・総合的に

評価するため，様々な入学者選抜方法を

実施している。(13) 

■ 具体的な評価方法として，「主体性・協

働性」については，高等学校の調査書等

を中心として評価し，また，「県立広島大

学・地域への志向性」については，本学が

公開する講座や高大接続事業等への参

加取組などを「評価申請書（提出は任

意）」によって評価している。さらに，個別 

３ ３   
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    や学校型推薦選抜のあり方について，継続的に検

討を行った。 

 

・以上のとおり，年度計画を順調に実施した。 

 学力検査等において「総合問題」を出題す

ることで，「知識・技能」に加えて，これらを

活用（応用）する理解力・表現力，論理的

思考力等を評価している。(13) 

    
 

14 

★ 

〔戦略的な広報による優秀な

学生の確保〕 

 優秀な学生を確保するため，

オープンキャンパスや高校訪

問・高大接続事業等により，高

大接続を重視した教育プログラ

ムの魅力等を高校生や高校教

員，保護者に確実に伝える広

報活動を積極的に行うととも

に，受験生の志望動機等の分

析結果を広報活動に反映させ

る。 

■ 意欲ある優れた学生を確保する

ため，引き続き，ウェブ・サイトやＳＮＳ

の充実・活用を推進するとともに，オン

ラインの特性を活かした大学説明会や

オープンキャンパス，高大連携公開

講座，授業公開，高校訪問等を通して

高校生に分かりやすく発信し，類似学

科との違いを明確化するなど全学的

に入試広報に取り組む。 

 

■ 意欲ある優れた学生を確保するため，次の取組

を実施した。 

○模擬講義（48件）や高校訪問（120校） 

○高校生を対象とした公開講座の開催（高校生のた

めの経営学入門講座，東アジアから見る現代社

会，健康科学連続講座，応用情報学連続講座－

情報学で何ができるのか－，応用情報学連続ミニ

ゼミナール－研究室で学ぶ応用情報学－，理系

を目指すあなたへ～県立広島大からのメッセー

ジ，遺伝子分析の実験，アンケート調査を作ってみ

よう！，児童福祉の最前線について学ぼう！，It's 

Your Life, It's Your Choice〜あなたの人生はあな

た次第〜（生と性のハナシ），障害者支援とソーシ

ャルワークの基礎知識，高校生と考える「子ども虐

待」） 

■ 意欲ある優れた学生を確保するため，

次のとおり高校訪問や高大接続事業を実

施している。(14) 

 

３ ３   
 

   ○地域文化コースにおけるオープンキャンパスを活

用した「高校生による広島文化プレゼンテーション

コンテスト」の開催 

○各学科のウェブ・サイトや SNSを活用した高校生に

とってタイムリーな情報の提供 

■ 大学教育実践センターと各学部・学科が連携し，

高校生への広報資料の一つとして「県立広島大学

卒業論文題目・要旨集（令和３年度）」を取りまと

め，高校訪問時の説明資料などとして活用した。 

（意欲ある優れた学生を確保するための取組実績） 

 R1 R2 R3 R4 

模擬講義件数 43 件 40 件 49 件 48 件 

高校訪問数 137校 94 校 108校 120校 

高校生対象公開講座数 1件 3件 9件 12 件 
 

 

  ■ 教学ＩＲ推進室を中心として，教学

データの収集・分析を継続して行い，

「課題探究型地域創生人材」の育成に

資する情報を提供する。 

■ 教学IR 推進室において，教学データの収集・分

析を継続して行い，「課題探究型地域創生人材」と

して育成する学生の特徴把握に努めた。 

      

  ■ ブランド企画推進課において，「こ

の大学でいい」ではなく，「この大学が

いい」と思われるよう公式ウェブ・サイト

やＳＮＳを活用しながら「魅力ある価

値」を継続して発信し，意欲ある優れ

た学生の確保につなげる。 

■ ブランド企画推進課において，意欲ある優れた学

生の確保に向け，「魅力ある価値」を本学ウェブ・サ

イトや SNS に加え，アーンドメディアやペイドメディア

も含めた複合的な広報施策の強化を図った。特

に，Ｚ世代の利用率が高いSNS である TikTok の

運用を開始し，SNS戦略に基づき受け手に応じた

広報を実施した。また，令和２年度から展開してい

る学生ブランドアンバサダーと協働で制作している

受験生向けの特設サイト「ウェブ版大学案内」に 

■ また，本学の「魅力ある価値」を，本学ウ

ェブ・サイトやSNSに加え，アーンドメディ

アやペイドメディアも含めて複合的に活用

しながら戦略的広報を実施している。特

に，令和２年度から展開している学生ブラ

ンドアンバサダーと協働で受験生向けの特

設サイト「ウェブ版大学案内」を作成してお

り，流入数の増加を図っている。(14) 
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おいては，流入数も年々増加しており，デジタル分

析ツールで検証しながら更なるコンテンツの充実を

図った。 

・以上のとおり，戦略的な広報による意欲ある優れた

学生の確保を推進するにあたり，高校生への多様な

入試広報活動を実施するとともに，調査・分析結果

に基づく状況・時期に合わせた広報施策を実施し，

入試データと教学データの関連付けを行った上で総

合的なデータ分析を行うなど，年度計画を順調に実

施した。

15 〔社会人の受入れ促進〕 

 各学部及び研究科の各専攻

は，社会人特別選抜入試や科

目等履修生・聴講生の受入

れ，長期履修制度の運用な

ど，社会人の受入れを積極的

に行い，社会人教育の充実を

図る。 

■ 社会人特別選抜入試や科目等履

修生・聴講生の受入れなど，社会人の

受入れを引き続き実施する。

〔社会人特別選抜の状況〕 

■ 令和５年度入試（社会人特別選抜）において，学

部では１人が合格・入学（１人・０人），総合学術研

究科では21 人が合格・入学（15人），HBMS では

30 人が合格・入学（31人）した。 ※（ ）は令和４

年度入学者 

〔科目等履修生・聴講生等〕 

■ 科目等履修生12人（学部12人，総合学術研

究科０人），聴講生８ 人（学部５人，総合学術研究

科３人）を受け入れた。

■ HBMS において，科目等履修生45 人（前期から

の継続受講者11名を含む），25科目を受け入れ

た。令和４年度科目等履修生の実人数34人のう

ち，10人が令和５年度入学者選抜試験を受験し

た。

３ ３ 

■ 総合学術研究科において，長期

履修制度について，学生の要望に応じ

た制度の改善を検討する。

〔長期履修制度の運用〕 

■ 総合学術研究科の長期履修制度の運用につい

て，入学時のみならず入学後も同制度を活用でき

るよう制度を改正し，令和５年１月から施行した。

（制度活用者１人）

・以上のとおり，年度計画を順調に実施した。

（中期目標） 

（２）学士課程教育に関する目標 

○ 大学での「学びの基礎基盤」となる力，また，「知識・技能」，「思考力・判断力・表現力」及び「主体性・協働性」を伴った「幅広い教養」を全学共通で育成するため，全学共通教育の充実を図るとともに，推進体制の強化を図る。
○ 特定領域の専門性を深めるだけでなく，幅広い知識の修得や複眼的な学修を促すため，学部・学科の垣根を極力低くし，経過選択型の主専攻教育プログラム及び学生が主体的に選択できる副専攻プログラムを配置するととも

に，学生の主体的な学びを促す能動的学修「アクティブ・ラーニング」の導入を一層推進する。
○ 多様性を尊重する国際感覚や豊かなコミュニケーション能力を育成するため，全学共通教育プログラムの充実を図るとともに，海外の大学との提携や学生に対する支援を強化し，学生の海外留学や留学生の受入れを推進する。
○ 教員の多様な専門知識を学部・学科の枠を越えて全学の教育に活かし，教育プログラムの戦略的な編成や分野横断的な研究を推進するため，教員組織を教育組織から分離する。

２ 学士課程教育に関する取組 

36



№ 第三期中期計画 令和４年度 年度計画 
法人の自己評価 評価委員会評価 

年度計画の進捗状況等 中期目標期間における実績等 自己評価 委員会評価 
特記事項 

各年度 中間 各年度 中間 

２－１ 卒業時に保証する能力水準の具体化とその確保 

16 〔卒業時に保証する能力水準

の具体化とその確保〕 

 学士課程教育の学修成果と

して，基礎学力や専門知識とと

もに，現代社会や次代を生き

抜く基礎となるコミュニケーショ

ン力，他者と協働する 

力，プレゼンテーション力，問

題発見・解決力，論理的思考

力，異文化理解・活用力などを

重視し，全学共通教育や専門

教育の充実に総合的・組織的

に取り組む。 

■ 地域文化コース・国際文化学科に

おいて，卒業論文・地域課題解決研究

の水準の向上に向けて，初年次から

の履修指導やルーブリックの活用に取

り組むとともに，３年次よりゼミの配属を

決定し，より充実した指導を行った上

で同論文・研究の中間及び最終報告

会を実施する。 

■ 地域文化コース・国際文化学科において，卒業

論文の水準の向上に向けて，初年次からの履修指

導やルーブリックの活用に取り組むとともに，体系

的な学びの構築を目的として，担当教員全員が作

成したゼミ便覧を学生に配付し，学生のゼミ選択に

役立てた。 

■ １～３年次生も参加とした卒業論文中間報告会

及び最終報告会を実施した。１～３年次の参加者

にとっては，発表者と質疑応答を行うことにより，研

究室訪問と並び，ゼミ選択の重要なプロセスとして

機能した。 

■ 卒業時に保証する能力水準の具体化と

その確保のため，地域産業コース・経営情

報学科において，卒業研究の中間発表会

では，振り返りシート及びルーブリックを活

用して，研究状況及び成果を客観的に把

握させ，また，最終発表会時もルーブリッ

クを用いた自己評価を行わせている。さら

に，情報学分野では，主体性やプレゼンテ

ーション力等の向上のため，学生自身の

企画による近隣大学との合同ワークショッ

プ開催や学会等での研究発表をしており，

一方で，経営分野においても，学生による

主体的な研究活動として，他大学との合

同ゼミや学外研修を実施している。(16) 

 

 

 

３ ３   
 

 ■ 健康科学コース・健康科学科にお

いて，学生アンケート等の結果に基づ

き，学生が修得した力の把握に努める

とともに，その力やスキルのレベルを

学生が自ら客観視できる実習内容（実

習の自己評価表など）の充実に取り組

む。 

■ 健康科学コース・健康科学科において，小項目

No.5に記載のとおり，単位の取得状況等に基づく

検証作業（全学年対象），学科独自の教育プログラ

ム評価（４年次生対象）を実施し，組織的に専門教

育等の充実に取り組んだ。 

■ 併せて，総合演習（３年次36人履修）において，

外部講師として保健所・保健センター・病院の管理

栄養士計２人を招聘し，多様な講話の提供を通じ

て学生自身に学修目標や課題を再確認させるなど

の工夫を行い，教育内容の充実を図った。令和５

年３月卒業者のアンケート結果（肯定的な回答の

割合）は以下のとおり。 

 学科の教育プログラム全体に対する満足度：100％

（回答数24／24 人） 

 管理栄養士免許取得課程に対する評価：91.3％

（回答数21／23 人） 

  ■ 地域産業コース・経営情報学部に

おいて，基礎学力や専門知識に加え，

グローバル化・情報化の進展に対応で

きる情報技術力，課題発見・解決力，

論理的思考力，コミュニケーション力

の向上などを図るため，アクティブ・ラ

ーニングの拡大を通して，教育プログ

ラムの充実を図る。 

■ 地域産業コース・経営学科において，新型コロナ

ウイルス感染症対策を講じながら「経営学専門演

習」における学外での行動型学修を奨励し，学生

主体の映画祭「広島こわい映画祭」の企画運営に１

ゼミ６人，他大学との合同ゼミでの発表２ゼミ 12人

が参加し，日経Stock リーグや日銀グランプリなど

の論文コンテストへ１ゼミ３人が応募した。 

■ 地域産業コース・経営情報学科において，情報

学分野を専門とする近隣大学との合同ワークショッ

プを学生が主体となって企画・開催した（１ゼミ７

人）。また，「経営情報学専門演習Ⅱ」において，研

究やプレゼンテーション力の向上のため，学会等で

の研究発表（延べ16回：大会発表10 回，研究会

発表４回，国際会議２回）を実施した。 

■ 健康科学コース・健康科学科において

は，学生が自身のスキル等を客観的に把

握できるよう，臨地実習及び教育実習に

おいて，自己評価表に基づいた自己評価

をさせている。また，専門科目「総合演習」

で招聘した外部講師からの多様な講話を

通じて学修目標や課題を再確認させると

ともに，管理栄養士国家試験対策WG が

主体となり，4年次学生に個別指導や学

内模擬試験等の実施など，国家試験のた

めの支援をしている。(16) 
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№ 第三期中期計画 令和４年度 年度計画 
法人の自己評価 評価委員会評価 

年度計画の進捗状況等 中期目標期間における実績等 自己評価 委員会評価 
特記事項 

各年度 中間 各年度 中間 

  ■ 生物資源科学部において，卒業

時に保証する能力水準を確保するた

め，引き続きチューター担当学生を４

～５名とし，学生と教員が相互に学修

到達度を確認するとともに，各学科・コ

ースの実習や実験，卒業論文の支援

を強化する。 

 

■ 地域資源開発学科において，新

たに開講した授業「国際異文化農業体

験研修」を通して，海外研修や留学生

及び協定校等とのオンライン交流など

を行い，アクティブ・ラーニングのプロ

グラム充実を図る。 

■ 生物資源科学部において，卒業時に保証する能

力水準を確保するため，引き続きチューター担当

学生を４～５名とし，学生と教員が相互に学修到達

度を確認するとともに，各学科・コースの実習や実

験，卒業論文の支援強化に努めた。 

■ 地域資源開発学科において，「国際異文化農業

体験研修」の国内研修を県内企業と協働して実施

した。その際にはルーブリックを導入し，研修を通し

て学生自らが学修成果を把握できるようにプログラ

ムの充実を図った。 

■ 保健福祉学部において，令和３年度よ

り，地域包括ケアシステムに関する最新

の動向を踏まえた授業展開を図り，地域

包括ケアシステムに必要となるコミュニケ

ーション力，倫理的思考力，ニーズに気づ

き行動する力を養う教育課程を編成し，こ

れに基づく授業や実習を実施している。

(16) 

     

  ■ 保健福祉学部において，地域包

括ケアシステムに関する最新の動向

を踏まえた授業展開を図るとともに，

ヘルスサポーターマインド（コミュニケ

ーション力，倫理的思考力，ニーズに

気づき行動する力）の修得に向けた取

組を継続する。 

■ 保健福祉学部において，地域包括ケアシステム

に関する最新の動向を踏まえた授業展開を図り，

地域包括ケアシステムに必要なコミュニケーション

力，倫理的思考力，ニーズに気づき行動する力の

修得に傾注した． 

 

 

・以上のとおり，年度計画を順調に実施した。 

      

２－２ 全学共通教育の充実 

17 

◆ 

〔英語力の全学的な養成〕 

 グローバル化への対応の基

礎として，英語力に応じた習熟

度別クラス編成と少人数教育，

ｅラーニングシステムの活用促

進，TOEICスコアなどの単位認

定への活用などを通して，英語

力の全学的な向上に努める。  

 

〔数値目標：卒業時までに

TOEIC550 点以上の到達者数 

… 100 人〕 

 

 

 

 

■ 大学教育実践センターが各学部

と協働し，ＴＯＥＩＣスコア向上事業を引

き続き実施する。ＴＯＥＩＣ受検機会を

学内で複数回設け，受検料の助成と

成績評価の一部に得点を利用するこ

とを通じ，受検やスコア向上の意欲に

結びつける。学生が自身の英語力を

把握し，目標と計画を記す「ＴＯＥＩＣ学

習シート」の運用を継続するとともに，

ｅラーニングシステムや学修支援アド

バイザーの活用等を促し，学生個々

のニーズに応じながら全学的な英語

力の向上に努める。また，令和３年度

にオンラインで行ったＴＯＥＩＣ－ＩＰの結

果を分析し，ＴＯＥＩＣスコア向上事業

の効果を検証する。 

■ TOEIC 得点向上事業の運用にあたり，TOEIC-IP

テストの受検を「英語総合Ⅱ」（１年次・必修）の単

位取得要件にするとともに，成績100点満点のう

ちの 10点をTOEICスコア点として学生各自のスコ

アに比例して段階的に0 点から10点を配点する

ことにより，成績へ反映させた。また，２年次以上の

学生は外国語科目が必修ではなく選択となるもの

の，任意受検者のうち550点以上のスコアを取得

した者に対しては受検料を助成し，受検意欲の向

上を図った。学内で実施した TOEIC-IP テストの結

果，550 点以上到達者は 111人（前期82人，後

期29人）となった。 

■  「TOEIC 学習シート」を用いて英語科目の学習

成果や今後の目標などを記載し，年２回実施する

チューター等との期初面談で活用することで，英語

学習への動機づけとその成果の可視化を行った。 

■ 英語力の全学的な養成について，

TOEICスコア向上対策事業を実施してき

た。具体的には，１年次の必修科目である

「英語総合Ⅱ」においてTOEIC 受検を単

位の修得要件とする一方，受検料は全額

助成している。全学的な数値目標は，550

点以上の到達者が100名以上であること

から，近年は達成している。２年次生以上

の学生は外国語科目が必修科目ではな

いが，任意受検者のうち550点以上のス

コアを取得した者に対して受検料を助成

し，受検意欲の向上を図った。(17) 

 

 

３ ３   
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№ 第三期中期計画 令和４年度 年度計画 
法人の自己評価 評価委員会評価 

年度計画の進捗状況等 中期目標期間における実績等 自己評価 委員会評価 
特記事項 

各年度 中間 各年度 中間 

  〔卒業時までにTOEIC550 点以上の

到達者数…100 人〕 

■ ｅラーニング教材「NetAcademy Next」のアカウン

トを全学生に付与するとともに，ｅラーニングによる

自学自習を「英語総合Ⅰ・Ⅱ」の成績評価に組み

込むことにより，積極的な自学自習を促した。 

■  TOEIC オンライン受検の結果について，学科・

コース別の結果，スコア分布（50点刻み），前年度

比較などを大学教育実践センターにおいて検証し

た。 

〔卒業時までに TOEIC550 点以上の到達者数…111 人〕 

 

・以上のとおり，英語力の全学的な養成を推進するに

あたり，個々の学生が目標設定及び計画に基づい

た英語学習に取り組めるよう指導するとともに，全学

生がe ラーニング教材による自学自習が可能となる

取組を促進し，数値目標を達成した。こうしたことか

ら，年度計画を順調に実施している。 

■ 今後も引き続き TOEIC-IP テスト（オンラ

イン）を活用した継続的な英語学修の機

会を学生に提供し，全学的な英語力の育

成に取り組んでいく。そのためにも，英語

関連科目の充実と共に，「TOEIC 学習シー

ト」やeラーニング教材「NetAcademy 

Next」を効果的に活用していく必要があ

る。(17) 

    
 

   No.17数値目標「卒業時までにTOEIC550 点以上の到達者数」（令和２年度～） 

 R2 R3 R4 

目標 100人 100人 100人 

実績 181人 153人 111人 
 

 

18 

 

〔地域社会で活躍できる実践力

等の育成〕 

 豊かな教養に支えられた洞

察力を持ち，主体的に考え，行

動し，地域社会で活躍できる実

践力を育成するため，全学共

通教育の既設・新設の関連科

目において幅広い学びを提供

するとともに，学生個人に応じ

た到達目標の明示や，アクティ

ブ・ラーニングの積極的な導入

を図る。 

■ 大学教育実践センターと各学部

等が連携して，新型コロナウイルス感

染症の状況を注視しながら，引き続き

学生のフィールドワーク等の「行動型

学修」を支援するとともに，これまでの

成果を活かし，全学共通教育科目「地

域教養ゼミナールＡ・Ｂ」の内容を再

検討することで，地域を学びの場とす

る授業科目の充実を図る。 

■ 全学共通教育科目を中心に，行動型学修に参加

する学生への経費助成を実施した。これにより多く

の学生が，地域でのフィールドワークやキャンパス

を越えた学生間交流を経験するなど，教室外の体

験的学びを通じた学生の学修意欲の向上を図るこ

とができた。 

 支援実績：６件 691,450円 

■ 小項目№３に記載のとおり，「地域教養ゼミナー

ルＡ・Ｂ」において，地域課題をエリア型（Ａ）とテー

マ型（Ｂ）に分け合計18 の具体的な課題を設定

し，地域が抱える諸問題について学ぶ機会を学生

に提供した。 

・以上のとおり，年度計画を順調に実施した。 

■ 地域社会に貢献できる「課題探究型地

域創生人材」を育成するため，本学では，

教室外の地域でのフィールドワークやキャ

ンパス間の学生協働を中心とした「行動型

学修」を推奨し，学生への経費助成を制

度化するなど，体験的な学びを支援して

いる。(18) 

 

 

３ ３   
 

19 〔国家資格取得のための実習

や地域活動を通じた学生の社

会的自立の支援〕 

国家資格取得のための実

習，地域社会における学生の

実践活動の単位化などにより，

地域活動に必要とされる資質

や素養，主体性や責任感など

の育成を支援する。 

■ 地域連携センターと各学部等が

連携し，自治体等と協働で実施する地

域貢献事業などの情報を学生に積極

的に提供し，学生の主体的な参加を

促すとともに，その成果を地域連携セ

ンターや各学部等のウェブ・サイト等を

通じて積極的に発信する。 

 

■ 包括連携協定締結自治体（８市１区２町）と本学

地域連携センター並びに学部等の教員が連携し，

地域産業の振興や地域社会の活性化や地域課題

解決に資する「地域戦略協働プロジェクト事業」10

件を企画し，実施した。 

■ 学生が中心になって利用できる地域戦略協働プ

ロジェクトの予算化を行い，安芸高田市の地域戦略

協働プロジェクトの一環として地域創生学部の学生

によるカラーツーリズム学生が企画した観光まちづ

くりプラン「広島カラーツーリズム」の実施を行った。 

 

■ 「行動型学修」の実現にあたり，「地域教

養ゼミナールＡ・Ｂ」において，地域課題を

エリア型（Ａ）とテーマ型（Ｂ）に分け，地域

が抱える諸問題について学ぶ機会を学生

に提供している。(18) 

 

（地域教養ゼミナールA・B 課題数） 

 R3 R4 

課題数 16 18 

 ※令和３年度より開講 

 

３ ３ 
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№ 第三期中期計画 令和４年度 年度計画 
法人の自己評価 評価委員会評価 
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各年度 中間 各年度 中間 

   

 

 

 

 

 

■ 地域文化コース・国際文化学科に

おいて，「教育実習」や「博物館実

習」，「日本語教育実習」の事前・事後

学修の支援等を通じて，免許・資格の

取得を支援する。 

■ 健康科学コースにおいて，主体的に考え行動し，

地域社会で活躍できる実践力を育成するため，食

品企業との商品企画（１年生11人，２年生10

人），ひろしま地域食材促進事業（７名），小学生向

け公開講座（２名）に学生が参画した。 

 

■ 地域文化コース・国際文化学科において，教職を

目指す学生のために教員採用試験特別講座（４月

～８月），教育実習反省会（11/19），公立学校教

員採用候補者選考試験実施等説明会（12/16）を

実施し，事後学修としての実習の反省，総括，評価

を学生が自ら行う機会を設けた。また，教員採用試

験についての４年生による講話や卒業生による講

話を開催し，後輩へのアドバイスを行った。これら

の取組の結果，令和５年３月の卒業生の教員免許

取得者は６名となり，教員採用試験を受験した２人

のうち１人が合格した。 

■ 「博物館実習」において，オンライン及び対面によ

る事前・事後学修を徹底し，受入先と実施時期の

調整を重ね，館務実習の実施率100％（９人）を達

成した。 

■ 自治体等が抱える地域の課題解決を図

る「地域戦略協働プロジェクト」など，地域

社会における実践活動のなかで学生の主

体的や責任感を育成している。(19) 

 

 

  

 

  
   

  ■ 健康科学コース・健康科学科及び

保健福祉学部において，実習施設と

の連携の強化により実習内容の充実

に努める。 

■ 健康科学コース・健康科学科において，専門科

目「総合演習」等で実習施設の指導者２人を招聘し

ての講義を実施するとともに，「臨床栄養臨地実

習」等に係る報告会資料を実習施設（保健所２施

設，保健センター６施設，病院８施設，小学校５施

設）の指導者へ送付し，情報交換等を行い，実習

施設との連携強化を図った。 

■ 保健福祉学部において，オンラインによる臨床実

習指導者会議を開催し，実習に関する情報共有並

びにコロナ禍における臨地実習の充実に関する研

修を行った。 

      

  ■ 地域産業コース・経営情報学部に

おいて，引き続き能動的学修における

企業等見学や研究発表などに取り組

み，学生と行政・企業，ＮＰＯ，地域住

民との交流を促進する。 

■ 小項目No.16に記載のとおり，地域産業コース・

経営学科において，新型コロナウイルス感染症対

策を講じながら「経営学専門演習」における学外で

の行動型学修を奨励し，学生主体の映画祭「広島

こわい映画祭」の企画運営に１ゼミ６人，他大学と

の合同ゼミでの発表２ゼミ 12人が参加し，日経

Stock リーグや日銀グランプリなどの論文コンテスト

へ１ゼミ３人が応募した。 
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№ 第三期中期計画 令和４年度 年度計画 
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各年度 中間 各年度 中間 

  ■ 生物資源科学部の「生命環境科

学基礎セミナー」や「フィールド科学」，

「同実習Ⅰ・Ⅱ」等において，地域課

題の解決に取り組んでいる学外講師

や企業の実務担当者を招聘し，地域

の課題を再確認するとともに，地域課

題解決や業界の専門職に対する学生

の理解度を深める取組を継続する。 

■ 生物資源科学部の「生命環境科学基礎セミナ

ー」，「フィールド科学」及び「同実習Ⅰ・Ⅱ」等にお

いて，地域課題解決に取り組んでいる学外講師や

企業の実務担当者を招聘することで，学修内容の

充実に努め、学生が主体的に地域課題解決に取り

組むための支援を継続して行った。 

 

・以上のとおり，年度計画を順調に実施した。 

      

２－３ 専門教育の充実 

20 

★ 

◆ 

〔一貫した学士課程教育の推

進〕 

 各学部は，総合教育センター

との連携の下，策定されたカリ

キュラム・ポリシーに基づき，

初年次から卒業年次にかけて

の効果的な教育を実施する。 

また，学部・学科等再編後

は，「全学共通教育センター

（仮称）」との連携の下，各学部

において経過選択制の導入の

下で編成する主専攻プログラ

ム及び副専攻プログラムを配

置し，幅広い知識の修得や複

眼的な学修を促すとともに，ア

クティブ・ラーニングの推進に

取り組み，その成果検証を行

う。  

 

〔数値目標：自身と同じ専門（学

修）分野に進学を希望している

高校生に対して本学を勧める

割合※ … 広島８５％以上，

庄原７０％以上，三原90％以

上〕（既設・新設学部） 

※充実した学修ができ，自身が成

長したことを踏まえて，本学を勧め

る割合 

 

〔数値目標：管理栄養士国家試

験の合格率 … 95％〕 

 

■ 各学部・学科・コースにおいて，カ

リキュラム・ポリシーに基づき，大学教

育実践センターとの連携の下，初年次

から卒業年次までの効果的な教育を

実施する。 

                             

〔自身と同じ専門（学修）分野に進学を

希望している高校生に対して本学を勧

める割合…広島85％以上，庄原

70％以上，三原90％以上〕（既設・新

設学部） 

■ 各学部・学科・コースのカリキュラム・ポリシーに

基づき，大学教育実践センターと連携し，初年次か

ら卒業時までの体系的な教育を実施した。 

 

 卒業時の総合的満足度…82.7％ 

 

 

〔自身と同じ専門（学修）分野に進学を希望している

高校生に対して本学を勧める割合… 

 広島83.0％，庄原74.6％，三原92.1％〕 

■ 健康科学コース・健康科学科において，

１年次の入学当初から，カリキュラムマッ

プや学生便覧を用いて，栄養士免許取得

及び管理栄養士国家試験受験資格の取

得に必要な専門教育科目の履修方法を

指導しており，４年後の卒業時の国家試験

全員合格に向けて一貫した学士課程教育

の推進を図っている。これらの成果とし

て，健康科学コース・健康科学科の管理

栄養士国家試験の合格率は，毎年度，全

国合格率を上回っており，本学における数

値目標である合格率95%以上も令和２年

度以降，継続して達成している。(20) 

 

３ ３   
 

■ 地域文化コース・国際文化学科に

おいて，学生の履修状況・成績に関す

る情報をチューター・学科教員が共有

し，教育の組織的改善につなげる。ま

た，新設課程において３年次から始ま

る「卒業論文」・「地域課題解決研究」

の指導体制を充実させる。 

■ 小項目No.5 に記載のとおり，学生の履修状況に

関する情報をチューター等が共有し，教育の組織

的改善につながる取組を行った。 

 

     

■ 健康科学コース・健康科学科にお

いて，引き続き，教育プログラムの点

検・評価・改善を行うとともに，高い国

家試験合格率を維持するための対策

講座や模擬試験，個別指導を実施す

る。 

〔管理栄養士国家試験の合格率…

95％〕 

 

■ 小項目No.5，No.16 に記載のとおり，健康科学コ

ース・健康科学科において，教育課程の点検・評

価・改善を行うとともに，高い国家試験合格率を維

持するための対策講座や模擬試験を年間計画に

基づいて計画的に実施した。また，国家試験対策

WG において，模擬試験各回の学生別・分野別得

点状況等を検証し，学生へのきめ細やかな個別指

導に役立てるとともに，関連情報を学科全教員で

共有し，チューターによる担当学生への個別指導

に活用した。 

〔管理栄養士国家試験の合格率…96.8％（新卒者

の全国合格率87.2％）〕 

■ 地域産業コースにおいて，総合学術研究科情報

マネジメント専攻の授業を学部４年次生が早期履 

■ 保健福祉学部において，各学科・コース

の国家試験対策に関する情報を学部とし

て共有し，模擬試験，その結果を踏まえた

個別指導，グループ学修等を実施してき

た．また，模擬試験の得点の傾向等を各

学科・コース教員で共有し，得点率が低い

分野については分野担当教員が指導を行

うとともに，模擬試験の成績不振者に対し

てはチューターが面談指導を行った。さら

に令和４年度には，学生のグループ学修

のための空き教室活用の促進，模擬試験

の結果を踏まえた成績不振学生の個別指

導を行うとともに，各コースで受験対策講

座等を実施した。(20) 
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 〔数値目標：看護師・保健師・理

学療法士・作業療法士・言語聴

覚士の各国家試験の合格率 

… 100％〕 

〔数値目標：社会福祉士国家試

験の合格率 … 90％〕 

〔数値目標：精神保健福祉士国

家試験の合格率 … 95％〕 

（何れも新卒者） 

■ 地域産業コース・経営情報学部に

おいて，「学士・修士５年一貫教育プロ

グラム」を引き続き実施する。また，学

部重点事業として取り組む学外試験の

活用や学外実習の促進を通じて，学

修成果の把握や向上に努める。【一部

再掲５】 

 修できる「学士・修士５年一貫教育プログラム」制度

について，年度初めのオリエンテーションやオリゼ

ミ，期初面談時に学部１～３年次生に説明し，プロ

グラム申請の増加に向けた広報に努めた結果，４

名が制度の活用を申請し受理された。また，高校

訪問時においても本プログラムの資料を配布し，広

報を強化した。 

■ 併せて，小項目No.5 に記載のとおり，学外試験 

 の活用を通じた学修成果の把握や向上に取り組んだ。 

      

 ■ 生物資源科学部において，学部・

学科等再編の総括結果に基づき，令

和３年度までの教育プログラムを学

科・コース独自のワーキングで引き続

き検証するとともに，完成年度に向け

て学部・学科の特色を強化するために

必要な改善に取り組む。 

■ 保健福祉学部において，高い国

家試験合格率を維持するために，学

生のグループ学修を促進する指導，

模擬試験の結果を踏まえた個別指導

を行うとともに，受験対策講座等を実

施する。 

 

〔看護師・保健師・理学療法士・作業

療法士・言語聴覚士の各国家試験の

合格率…100％〕 

〔社会福祉士国家試験の合格率…

90％〕 

〔精神保健福祉士国家試験の合格率

…95％〕 

（何れも新卒者） 

■ 生物資源科学部において，現行のクォーター制

の教育課程及び時間割の在り方について，学生ア

ンケートを踏まえて検証し，学生の学修意欲向上に

役立つ必要な科目配当や時間割の改善に努め

た。また，学科・コース会議において，引き続き特

色を強化するための検討を行った。 

■ 保健福祉学部において，各学科・コースの国家

試験対策について，高い国家試験合格率を維持す

るために，模擬試験の結果を踏まえ成績不振学生

の個別指導や，学生のグループ学修のために空き

教室の活用を促進するとともに，各学科・コースに

よる受験対策講座等を実施した。 

〔看護師国家試験合格率…98.4％（新卒者の全国合

格率95.5％）〕 

〔保健師国家試験合格率…100％（同96.8％）〕 

〔理学療法士国家試験合格率…100％（同94.9％）〕 

〔作業療法士国家試験合格率…86.7％（同91.3％）〕 

〔言語聴覚士国家試験合格率…100％（同86.8％）〕 

〔社会福祉士国家試験合格率…83.8％（同65.0％）〕 

〔精神保健福祉士国家試験合格率…87/0％（同

78.8％）〕 

 

・以上のとおり，一貫した学士課程教育の推進にあた

り，各学部・学科・コースにおいて，カリキュラム・ポリ

シーに基づき，初年次から卒業時までの体系的な

教育を実施するとともに，国家試験合格率について

は数値目標を概ね達成し，新卒者の全国合格率と

の比較においても概ね高い合格率を達成した。ま

た，成果検証を継続的に実施する中で，〔自身と同

じ専門（学修）分野に進学を希望している高校生に

対して本学を勧める割合〕は目標値を概ね達成して

いる。こうしたことから，年度計画を順調に実施して

いると判断した。 

 

No.20数値目標「自身と同じ専門（学修）分野に進学を希望している高校生に

対して本学を勧める割合」（令和２年度～） 

 目標 R2 R3 R4 

広島C 85％ 75.9％ 80.4％ 83.0％ 

庄原C 70％ 63.9％ 59.2％ 74.6％ 

三原C 90％ 87.2％ 84.2％ 92.1％ 

 

 

No.20数値目標「各国家試験合格率」（令和２年度～） 

資格名 目標 R2 R3 R4 

管理栄養士 95％ 97.3％ 100％ 96.8％ 

看護師 100％ 100％ 100％ 98.4％ 

保健師 100％ 100％ 100％ 100％ 

理学療法士 100％ 100％ 100％ 100％ 

作業療法士 100％ 96.9％ 96.8％ 86.7％ 

言語聴覚士 100％ 88.0％ 96.9％ 100％ 

社会福祉士 90％ 75.0％ 87.2％ 83.8％ 

精神保健福祉士 95％ 100％ 96.0％ 87.0％ 

あ 

あ 
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21 

 

〔社会的評価を有する審査・試

験の積極的な活用による学修

成果の検証〕 

 社会的評価を有する外国語

運用能力に係る判定試験のほ

か，情報処理・活用力に係る技

術者試験，バイオ技術や環境

技術に係る試験等を積極的に

活用して，学修成果の検証を

行う。 

■ 各学部・学科・コースにおいて，専

門分野に応じた各種資格・検定試験

等に関する情報を学生に提供するとと

もに，支援講座の開設等により学生の

受検率及び合格率の向上を図る。 

■ 各学部において合格率等の情報

を収集し，学修成果の検証に活用す

る。 

 

 

■ 地域文化コース・国際文化学科において，学生に

対して「英語」「中国語」「韓国・朝鮮語」の各種検定

受検を勧め，主体的，継続的な学修を奨励すると

ともに，課題の把握と改善に取り組んだ。その結

果，「外国語検定Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ」による単位認定者数

は，英語20人（３年度74人），中国語９人（同13

人），韓国・朝鮮語６人（同10人）となった。 

■ 地域産業コース・経営学科において，日本税理

士会連合会による提供講座「税務会計論」（履修者

53 人），簿記検定３級レベルの知識及びスキルの

修得を目的とした「簿記原理」（同153人）等の授

業を開講するとともに，年度初めのオリエンテーシ

ョンやゼミなどで学生に資格・検定試験に関する情

報提供を行い受検促進を図った。その結果，令和

４年度卒業者（過年度生を除く）の在学中の各種資

格受検率は91.2％，合格率は64.9％となった。

（回答者57人／調査対象者57人） 

■ 地域産業コース・経営情報学科において，小項

目No.5 に記載のとおり，学部重点事業「情報処理

技術者試験の受験料助成事業」を実施し，基本情

報技術者試験合格者７人の受験料を助成した。ま

た，IT パスポート試験対策として開講している新設

課程「IT パスポート試験対策演習」の履修者２名及

び既設課程「IT パスポート検定」の履修者17名に

対し資格取得のサポートを行った。 

 

■ 地域産業コース・経営情報学部におい

て，情報処理技術者試験について，コロナ

禍により令和２年度は春期試験が中止さ

れ，秋期試験は試験区分の限定等が影

響し本学での受験者は０名となったもの

の，IT パスポート試験への対策として開講

している「IT パスポート検定」の履修者

117人（経営情報学部），「IT パスポート試

験対策演習」の履修者数15人（地域産

業コース）に対し資格取得のサポートを行

った。学部重点事業「情報処理技術者試

験の受験料助成事業」の実施により，基本

情報技術者試験合格者に対して令和３年

度は８人，令和４年度は７名の受験料を助

成した。(21) 

 

■ 授業の中でリテールマーケティング検定

や簿記検定，FP 技能検定等，経営系資

格について紹介し，資格取得のサポートを

行った。学部卒業生の在学中の資格取得

率は，令和３年度57.4％，令和４年度

64.9％であり，中小企業診断士（科目合

格，令和３年度１名）や宅地建物取引士

（令和４年度２名）等，難易度の高い資格

を取得する学生も出始めている。(21) 

３ ３ 
   

  ■ 地域資源開発学科において，令

和３年度に新たに認定された国家戦

略プロフェッショナル検定「食の６次産

業化プロデューサー育成プログラム」

の着実な運用を図る。 

■ 生物資源科学部・生命環境学部において，小項

目No.5 に記載のとおり，バイオ技術者試験，農業

技術検定，eco検定，環境測定分析士の受検準備

の支援を行い，その合格率により学修成果を確認・

検証した。 

＜中級バイオ技術者試験＞受検者104人，合格者

86 人，合格率82.7％ 

＜農業技術検定２級＞受検者9人，合格者4人，

合格率44.4％ 

＜eco検定＞受検者6人，合格者4人，合格率

66.7％ 

＜環境測定分析士３級＞受検者23人，合格者16

人，合格率69.6％ 

 

・以上のとおり，年度計画を順調に実施した。 
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22 〔専門分野に係る経過選択制

の運用状況の検証〕 

 入学後に幅広く学ぶ過程で，

学生一人ひとりが抱いた興味

や関心などに基づき専門分野

を選べる「経過選択制」を一部

に導入し，運用状況を検証す

る。 

■ 各学部・学科・コースにおいて，令

和２年度入学者選抜から導入した経

過選択制及び令和３年度入学者選抜

から導入したコース選択制について，

入学後の履修状況やアンケート結果

等に基づいて運用状況等を検証する

とともに，必要があれば改善し，学生

の満足度の向上と同制度の適切な運

用に努める。 

■ 地域文化コースにおいて，年度始めのオリエンテ

ーションで経過選択の学生に対して各コース・分野

の特色を資料に基づいて丁寧に説明するとともに，

各学生が希望するコース・分野の教員と交流する

場を設け，学べる専門性について説明した。２年次

生に対して配属希望コースの調査を実施し，９月に

全員希望通りのコースへの配属を完了した。また，

これまでの経過選択の学生について，入学時のコ

ース希望，その後の履修科目の選択状況，２年次

後期に配属されたコースについて調査し，学生のコ

ース選択の動向に関する検討を行った。 

■ 生命環境学科において，年度初めのオリエンテ

ーションやコース選択説明会等をとおして対象学

生へ説明し，運用に際しては各コースの配属希望

が重複した場合には GPA による振り分けを行うこと

を周知徹底し，学修意欲向上のサポートに努めた。 

■ 保健福祉学部において，コース選択枠のチュー

ター及び各コース１年次のチューターによる情報

共有のための会議を開催し，９月に全員希望通りの

コースへの配属を完了した。 

 

・以上のとおり，年度計画を順調に実施した。 

 
３ ３   

 

23 〔国際社会や地域社会で活躍

できる人材及び専門技術人材

の育成〕 

 専門性をベースとして，幅広

い視野と国際社会で通用する

実践力を持って積極的に行動

でき，自ら課題を発見し，その

課題を解決する主体性と実践

的な力を兼ね備えた，地域社

会に貢献できる人材の育成を

図る。 

また，技術者教育プログラム

の検討・導入により，国内外で

活躍できる専門技術人材の育

成に努める。 

さらに，保健・医療・福祉の領

域において，高度な専門知識

や総合的実践能力を有する人

材の育成を図る。 

■ 地域文化コース・国際文化学科に

おいて，国連や外務省，ＪＩＣＡの職員

などを招聘し，国際協力のキャリア・パ

スに関わるセミナーを開催する。 

 

 

 

■ 健康科学コース・健康科学科にお

いて，食品衛生管理者及び食品衛生

監視員の資格について，関係授業科

目に関する履修指導を徹底し，当該

資格の取得を促進するとともに，資格

取得に関する検証を行う。 

■ 地域文化コース・国際文化学科において，JICA

中国から講師を招聘し，「外国と関わるという選択

肢」をテーマに講演会（10/28，参加者31人）を

開催し，政府開発援助（ODA）の概要，青年海外協

力隊の事業，国際協力のキャリア・パス等について

学生の理解を深めた。 

 

■ 健康科学コース・健康科学科において，食品衛

生管理者及び食品衛生監視員の資格について，

現役の食品衛生監視員を招聘した講義を行うとと

もに，学生アンケート等の結果に基づきカリキュラ

ムとその教育効果の検証を行った。その結果，同

資格を取得している４年次生１人及び大学院生２

人が広島県職員採用試験（衛生一般）等の公務員

試験に合格した。 

■ 卒業時に32人が当該資格を取得し，同資格の

取得プログラムに対する学生の評価は良好であっ

た。 

 「良かった」と回答した学生の割合は 100％，回答

総数18 

■ 国際社会や地域社会で活躍できる人材

及び専門技術人材の育成について，地域

産業コースにおいて，必修科目「外国書

講読」及び「技術英語講読」で専門英語力

の強化を図っている。(23) 

■ また，健康科学コース・健康科学科にお

いて，栄養士免許・管理栄養士国家試験

受験資格及び食品衛生管理者・食品衛生

監視員の任用資格に係るきめ細やかな履

修指導を継続して行っている。(23) 

■ さらに，保健福祉学部において，地域包

括ケアシステムに関する最新の動向を踏

まえた授業展開を図るとともに，学外実習

報告会を共有し，異なる経験から学び合う

機会を設けている。(23) 

 

 

３ ３   
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№ 第三期中期計画 令和４年度 年度計画 
法人の自己評価 評価委員会評価 

年度計画の進捗状況等 中期目標期間における実績等 自己評価 委員会評価 
特記事項 

各年度 中間 各年度 中間 

  ■ 地域産業コース・経営情報学部に

おいて，必修科目「外国書講読」「技術

英語講読」の履修を通して，グローバ

ル化に対応した専門的な知識や情報

技術を積極的に吸収・発信できる力の

強化に取り組む。併せて，引き続き，

情報処理技術者試験の受験者数の維

持・増加を図り，国際社会や地域社会

で活躍できる人材及び専門技術人材

の育成を推進する。 

■ 地域産業コースにおいては「技術英語講読」，経

営情報学部においては「外国語講読」をとおして，

英語テキストの輪読等を通じて専門英語力を強化

した。その結果，情報学分野３年次生１名が TOEIC

において 900点以上の非常に優秀な成績を修め

た。 

■ 地域産業コース・経営情報学科において，７人が

基本情報技術者試験に合格した。 

      

  ■ 生物資源科学部において，コロナ

禍の状況を見据えつつ，食・農と環境

に係る海外インターンシップをドミニカ

共和国にあるカープアカデミーにおい

て実施する。 

 

■ 保健福祉学部において，地域包

括ケアシステムに関する最新の動向

を踏まえた授業展開を図るとともに，

学外実習における学生の経験を共有

するためのセミナーをオンラインで開

催し，異なる経験から学び合う機会を

設ける。 

■ 生物資源科学部において，学部内で定めた規程

に基づき学生１名を選考し，ドミニカ共和国にあるカ

ープアカデミーにおける４ヶ月間の海外研修を実施

した。 

 

 

■ 保健福祉学部において，学外実習における学生

の経験を共有するための実習報告会や模擬患者

演習などを学科・コースごとに開催し，異なる経験

から学び合う機会を設けた。 

 

・以上のとおり，年度計画を順調に実施した。 

 

      

24 〔教職課程の設置と検証〕 

 広島県の教員養成の動向，

並びに，地域，学校等のニー

ズを踏まえた新たな教職課程

を設置するとともに，既設・新

設の教職課程について免許取

得状況，採用実績，就職状況

等から恒常的な検証を行う。 

■ 各学部・学科・コースにおいて，広

島県及び周辺地域の教員養成の状況

を把握しながら，教職課程に関する検

証を継続する。 

 

 

 

 

■ 地域資源開発学科で新設した「高

等学校教諭一種免許状（農業）」課程

について，令和５年度から開始する教

育実習に向けて，全ての志望学生が

農業科の高等学校で実習を行えるよ

う体制を整える。 

 

■ 地域文化コース・国際文化学科において，小項

目No.19 に記載のとおり，教職を目指す学生のた

めに教員採用試験特別講座（４月～８月），教育実

習反省会（11/19），公立学校教員採用候補者選

考試験実施等説明会（12/16）等を実施した。これ

らの取組の結果，令和５年３月の卒業生の教員免

許取得者は６名となり，教員採用試験を受験した２

人のうち１人が合格した。 

■ 地域資源開発学科において，「高等学校教諭一

種免許状（農業）」課程の対象学生２名の教育実習

について，令和５年５月～６月に広島県及び鹿児

島県の農業科高等学校で実施する準備を進めた。 

 

 

 

■ 広島県の教員養成の動向，並びに，地

域，学校等のニーズを踏まえ，生物資源

科学部において，令和２年度に「高等学校

教諭一種免許状（農業）」課程を新設し，

保健福祉学部においては，令和３年２月

に「養護教諭一種免許状」の認定を受け

た。(24) 

 

３ ３ 
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№ 第三期中期計画 令和４年度 年度計画 
法人の自己評価 評価委員会評価 

年度計画の進捗状況等 中期目標期間における実績等 自己評価 委員会評価 
特記事項 

各年度 中間 各年度 中間 

■ 保健福祉学部看護学コースにお

ける「養護教諭一種免許状」課程につ

いて，学校現場の様々な課題に対応

できる実践力を備えた養護教諭の育

成に向け，同課程のマネジメント体制

の確立を図る。

■ 保健福祉学部看護学コースにおける「養護教諭

一種免許状」課程について，学校現場の様々な課

題に対応できる実践力を備えた養護教諭の育成に

向け，同課程のマネジメント体制の確立を図った。

・以上のとおり，年度計画を概ね順調に実施した。

（学生の教員免許取得状況） 

R1 R2 R3 R4 

取得者数 34 人 35 人 26 人 30 人 

２－４ 国際化に関する取組 

25 ［国際交流センターの機能強

化］ 

 国際交流センターにおいて，

国際交流推進に係る事業方針

に基づき，各学部・各専攻等と

の連携の下で関係業務を実施

するとともに，県立広島大学の

国際化の更なる推進と新大学

のグローバル化の取組を一体

的に進めるため，同センターの

教育機能の強化を図る。 

■ 国際交流センターにおいて，各学

部・各専攻等と連携し，これまで締結

実績がない国や学生ニーズの大きい

欧米圏の交換留学先となる協定校の

開拓や，協定校との交流活動の充実

を行うとともに，叡啓大学と連携し，相

互の協定校との関係の強化を図る。

■ 叡啓大学と連携して，相互の日本

人学生・留学生の交流等の学生交流

を促進する。

■ 国際交流センターにおいて，各学部・各専攻等と

連携し，JICA との覚書を締結し，これまで締結実績

がない国（ルワンダ）からの留学生受入を実施した

ほか，学生ニーズの大きい欧米圏の協定校（東フィ

ンランド大学，ヒューストン大学ビクトリア校）に新規

に派遣するなど，協定校との交流活動を充実させ

た。また，県立広島大学の訪問団に対して叡啓大

学を紹介するなど，相互の協定校との関係強化を

図ることができた。

■ 叡啓大学と連携して，相互の日本人学生・留学

生の交流等の学生交流を企画した（計４回参加者

数延べ 32人）。

・以上のとおり，年度計画を順調に実施した。

■ 国際交流センターと各学部・各専攻等と

が連携し，これまで締結実績がない国や

学生ニーズの大きい欧米圏の交換留学

先となる協定校の開拓を継続している。

(25)

（新規協定校数） 

R1 R2 R3 R4 

協定校数 ３ ２ ２ ２ 

■ また，令和３年度からは，叡啓大学とも

連携し，相互の日本人学生・留学生の交

流等の学生交流を促進している。(25)

（両大学交流会実施状況） 

R3 R4 

回数 5回 ４回 

参加者数 27 人 32 人 

３ ３ 

26 

★ 

◆ 

〔海外留学等の促進〕 

 学生のニーズに対応した海

外留学・研修や海外インターン

シップ等のプログラムの開発，

学外機関の海外派遣プログラ

ムの積極的な活用，外国語教

育の充実，単位認定の拡大，

国際交流協定締結校の拡充，

奨学金の支給，並びに危機管

理体制の充実などの環境整備

を行い，より多くの学生に多様

な海外体験の機会を提供す

る。 

〔数値目標：海外留学派遣学生

数（大学院生含む）… 150 人 

（令和６年度）〕 

■ 国際交流センターと各学部等が

連携し，学生のニーズを踏まえた長期

留学や短期海外研修プログラムの充

実を図るとともに，学外機関の海外派

遣プログラムの積極的な活用を促進

する。

■ 国際交流センターと各学部等が連携し，コロナ禍

における留学の在り方としてオンラインを活用する

など学生のニーズを踏まえた長期留学や短期海外

研修プログラムの充実を図ることができた（協定校

や派遣留学先大学とのオンライン交流会，合同講

義等計11プログラム，参加者数延べ 220 人）。

３ ３ 

■ 新型コロナウイルス感染症等によ

り海外留学派遣が実施できない場合

は，海外大学と連携してオンラインに

よる語学研修等のプログラムの提供を

行う。

■ 派遣学生に対して，専門家による

渡航前オリエンテーション等の事前研

修を行うとともに，教職員向けの危機

管理研修を実施し，危機管理対策の

充実を図る。

■ 留学の成果に係る検証の一環とし

て，引き続き留学前後のＴＯＥＩＣ受検

を義務付ける。

〔海外留学派遣学生数（大学院生含

む）…１50人 

■ コロナ禍のイレギュラーな入国手続き等による海

外渡航に対する学生の不安軽減のため，一部の短

期語学研修プログラムに職員が同行するなど，き

め細やかな対応を行った。

■ 派遣学生に対して，専門家による渡航前オリエン

テーション等の事前研修を行うとともに，教職員向

けの危機管理研修を実施し，危機管理対策の充実

を図ることができた。

■ 引き続き留学前後のＴＯＥＩＣ受験を義務付け，留

学の成果に係る検証を行った。

〔海外留学派遣学生数…59人〕 

■ 海外留学等の促進について，コロナ禍に

おける留学の在り方としてオンラインを活

用するなど長期留学や短期海外研修プロ

グラムの充実を図った。一方で，コロナ禍

で減少した派遣留学生数を回復させるた

め，学生ニーズを踏まえたプログラムの改

善や，円安・物価高等社会的背景を鑑み

た奨学金の見直しなど，派遣留学への機

運を高める取組を実施していく。(26)

No.26数値目標「海外留学派遣学生数（大

学院生含む）」（令和２年度～） 

R2 R3 R4 

目標 110人 140人 150人 

実績 6人 10 人 59 人 
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   ・以上のとおり，国際交流センターと各学部等が連携

し，コロナ禍における留学の在り方としてオンラインを

活用するなど学生のニーズを踏まえた長期留学や

短期海外研修プログラムの充実を図るなど年度計

画に掲げる取組を実施した。数値目標については，

コロナ禍の影響もあり，達成できていないが，上記の

とおり取組を着実に実施していることから，年度計画

を順調に実施していると判断した。 

 
    

27 

★ 

◆ 

〔優秀な留学生の受入促進〕 

 国内外の日本語学校・日本留

学塾等との連携強化や国際交

流協定締結校の拡充等を図る

とともに，英語による授業の拡

充，受入プログラムの開発，奨

学金制度の見直し，留学生Ｏ

Ｂ・ＯＧネットワークの活用等に

より外国人留学生の受入環境

の整備を行い，より多くの優秀

な留学生を多様な国々・地域

から受け入れる。  

 

〔数値目標：留学生受入数（大

学院生等含む）…１４０人（令和

６年度）〕 

■ 意欲ある優れた外国人留学生の

確保に向けて，国内外における日本留

学フェア等への参加や，これまで関係

を構築してきた国公立大学への進学

実績の高い日本語学校等に対する説

明会の実施等を行うとともに，引き続

き，協定校からのイングリッシュトラック

生等の確保に努める。 

■ 意欲ある優れた外国人留学生の確保に向けて，

国内外における日本留学フェアに参加するととも

に，これまで訪問実績のない日本語学校を訪問し

たほか，本学を訪問した海外協定校に全専攻の説

明を行うとともに一部専攻が独自に英語のパンフレ

ットを作成したものを活用し，協定校等に本学の魅

力を発信するなど，正規生・イングリッシュトラック生

の獲得に努めた。 

  外国人留学生特別選抜（学部）：受験者数48 人

（３年度59人），合格者数18人（同24人），入学者

数9人（同10人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 意欲ある優れた外国人留学生の確保に

向け，海外協定校の拡充のほか，日本語

学校訪問や留学フェア参加を継続的に実

施し，本学のプレゼンスを高める取組を実

施してきた結果，コロナ禍で減少した留学

生数が回復傾向にある。(27) 

 

 

３ ３   
 

  ■ 短期受入プログラム事業等によ

り，協定校等からの留学生の受入促進

を図る。 

■ 交換留学生を対象とする英語によ

る授業科目の拡充について検討す

る。 

 

■ 短期受入プログラム事業により協定校から短期で

受け入れたインドネシアからの留学生が，長期の交

換留学生として再来学することにつながった。 

■ 地域産業コース・情報学において英語圏の留学

生に対する英語による授業を開講したほか，海外

協定校とダブルディグリー制度の実現に向けて協

議を進めるなど，国際化の発展に向け協定校との

連携強化を進めた。 

 

No.27数値目標「留学生受入数（大学院生等含む）」（令和２年度～） 

 R2 R3 R4 

目標 130人 125人 135人 

実績 86 人 92 人 94 人 
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№ 第三期中期計画 令和４年度 年度計画 
法人の自己評価 評価委員会評価 

年度計画の進捗状況等 中期目標期間における実績等 自己評価 委員会評価 
特記事項 

各年度 中間 各年度 中間 

 

 

 ■ 新型コロナウイルス感染症の状況

を踏まえつつ，留学生に対する必要な

支援を行う。 

 

■ 国際交流センターとキャリアセンタ

ー及び各部局等が連携して，卒業留

学生に関する情報の収集を継続し，

情報の蓄積と拡充を図る。 

 

〔留学生受入数（大学院生等含む）…

135人〕 

■ 新型コロナウイルス感染症の状況を踏まえつつ，

安心安全に海外渡航できるよう，受入・派遣の両面

においてサポートした。 

 

■ 国際交流センターとキャリアセンター及び各部局

等が連携して，就職を希望する学生のニーズを調

査し，個別に面談を行うなどきめ細やかな就職支

援を行った。 

 

〔留学生受入数（大学院生等含む）…94人〕 

 

・以上のとおり，コロナ禍のもとであったが，意欲ある

優れた外国人留学生の確保，交換留学生を対象と

する英語による授業科目の開講，留学生に対する

就職支援などを充実させるなど，年度計画に掲げる

取組を実施した。数値目標である留学生受入数につ

いては達成できていないが，コロナ禍のもと，上記の

とおり取組を着実に実施していることから，年度計画

を順調に実施していると判断した。 

 
    

 

28 

 

〔日本人学生と外国人学生の

交流促進〕 

日本人学生と外国人学生と

の相互理解や交流を促進する

ため，多文化交流を実践する

授業を開講するとともに，交流

会等を開催する。 

■ 国際交流センターにおいて，各学

部・学科・コースとの協力の下，バディ

活動支援や留学生の歓送迎会，広島

スタディツアー等を実施するとともに，

オンラインを積極的に活用した３キャ

ンパス合同の交流会や海外大学協定

校等と連携したオンライン国際交流・

異文化理解プログラムを実施し，外国

人学生と日本人学生との交流を促進

する。 

■ 国際交流センターにおいて，留学生の歓送迎会

やスタディツアー等バディ学生が中心になって企

画運営する行事を実施した。また，海外からの訪

問団を積極的に受け入れ，本学学生に交流の場を

提供したほか，オンラインでの国際交流プログラム

（計８プログラム）を実施するなど外国人学生と日

本人学生との交流を促進した。 

 

・以上のとおり，年度計画を順調に実施した。 

 
３ ３   

 

（中期目標） 

（３）大学院教育等に関する目標 

○ 幅広い視野と応用的実践力を兼ね備えた人材を育成するため，学術研究の高度化と優れた研究者養成機能の強化を進めるとともに，高度で専門的な知識や技術の修得に加え，研究倫理を遵守し，社会的に評価される能力を

備えた県内産業や地域社会を支える職業人を育成する。 

○ 保健・医療・福祉など，幅広い分野のニーズに対応できる人材を育成するため，総合学術研究科保健福祉学専攻に博士課程後期を設置・運営するとともに，学部・学科等の再編を踏まえて，大学院教育の高度化や再編について

検討を進める。 

○ 新たな付加価値の創出に向けた地域のイノベーション力の強化に資するため，経営学分野の機能の強化を図り，県内産業を支える中堅・中小企業の経営，地域資源の活用等による多様な創業・新事業展開及び農業や医療等の

分野における経営を担う人材を育成するとともに，地域の企業等へのコンサルティングを行うことができるシンクタンク機能の充実を図る。 

また，大学院教育が，社会人の学び直しの場としても活用されるよう，社会人にとって学びやすい柔軟なカリキュラムや学修環境を整備するとともに，経営管理研究科においては，高度な専門能力と卓越した実践力を備えた次

世代型リーダーを育成し，地域の活力創出に貢献する。 

３ 大学院教育等に関する取組 

３－１ 大学院教育に係る教育内容の充実 
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№ 第三期中期計画 令和４年度 年度計画 
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特記事項 

各年度 中間 各年度 中間 

29 

◆ 

〔優れた研究者と高度な専門

知識や技術を有する職業人の

養成〕 

各専攻は，策定されたカリキ

ュラム・ポリシーに基づき効果

的な教育を行うとともに，研究

倫理を遵守し，広い視野とマネ

ジメント能力，応用実践能力を

兼ね備えた高度な専門知識・

技術を有する職業人や優れた

研究者を養成する。 

また，柔軟なカリキュラムや

学修環境の整備，新たな教育

プログラムの開発・実施など，

社会人の学び直しの場となる

高度な学修機会を提供する。   

 

〔数値目標：修了時の総合的満

足度 … 100％〕 

■ 総合学術研究科において，全在

学生を対象とする専攻ごとの実情に応

じたアンケート調査を実施し，総合的

な満足度等を把握するとともに，前年

度の調査結果に応じた取組を各専攻

で実施する。 

 

〔修了時の総合的満足度 … 90％〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 総合学術研究科の各専攻におい

て，大学院生対象の研究活動支援制

度の活用を促進し，学生の学会発表

や学術論文の公表，特に学術論文の

投稿を奨励する。 

 

■ 総合学術研究科及び HBMS において，大学院生

に対するアンケート結果から学修時間や授業の問

題点を把握するなどして，今後の改善に向けた資

料として活用した。 

修了時の総合的満足度： 

 総合学術研究科：回答者数63 人，回答率37.7％， 

 満足度93.6％ 

 経営管理研究科：回答者数19 人，回答率82.6％， 

 満足度100％ 

 

■ 総合学術研究科において，アンケート結果を分析

し，学生の要望に基づき以下の改善の取組を行っ

た。 

・研究スペースとパソコン環境の整備・更新（１人１台）

を行った（人間文化学専攻） 

・大学院生室でオンライン授業を履修する学生の環

境改善とパソコン利用の利便性向上のため，カメラと

ヘッドセットを購入した（情報マネジメント専攻） 

・学生からの要望に応じ，大学院生室の使用ルール

を整理した。また，通信環境改善に関する要望対応

の一環として，試験的にモバイル wi-fi ルーターの

貸出を実施した（生命システム科学専攻） 

・中間発表会と修論発表会への参加を全在学生に呼

びかけ，アンケートを実施し，結果の分析から今後の

論文発表会の開催方法を検討した（保健福祉学専

攻） 

 

■ 各専攻において「研究活動支援制度」を運用し，

大学院生による学会発表を奨励した。 

 各専攻の支援件数： 

 人間文化学６件，情報マネジメント３件，生命システ

ム科学12件，保健福祉学８件 

■ TA 制度の運用については，人間文化学10 件，

情報マネジメント５件，生命システム科学64件，

保健福祉学５件の総計84件を採択し，大学院生

に対し指導者としてのトレーニングの機会を提供す

るとともに，学部や大学院教育の充実を図った。 

■ RA 制度の運用については，博士課程後期の大

学院生９人を採択し，研究力の向上を図るととも

に，研究活動の幅を広げる機会を提供した。 

■ 優れた研究者と高度な専門知識や技術

を有する職業人の養成について，総合学

術研究科において，専攻ごとに学生アンケ

ートを実施するとともに，結果分析を踏ま

えて，より満足度の高い教育や研究環境

の提供，優れた研究者の養成を目指した

改善を継続している。(29) 

 

No.29数値目標「修了時の総合的満足度・

総合学術研究科」（令和２年度～） 

 R2 R3 R4 

目標 90％ 90％ 90％ 

実績 86.9％ 92.6％ 93.6％ 

 

 

■ 経理管理研究科（ＨＢＭＳ）において，デ

ィプロマ・ポリシーに即した教育プログラム

の充実に取り組みながら，プログラム運営

についても，オンライン入試の導入，講義

系科目の対面・オンラインの同時配信，オ

ンライン受講の単位認定など，コロナ禍を

踏まえた改革を実施している。(29) 

 

No.29数値目標「修了時の総合的満足度・

経営管理研究科」（令和２年度～） 

 R2 R3 R4 

目標 90％ 90％ 90％ 

実績 96.0％ 100％ 100％ 
 

３ ３   
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  ■ 保健福祉学専攻において，前期と

後期の接続に留意した博士課程のあり

方について検討する。 

■ 保健福祉学専攻において，修士論文と博士論文

の中間発表会の一部を博士課程前期・後期合同で

実施した。また，柔軟な開講形態など社会人志願

者のニーズに即したパンフレットを作成した。 

 
    

 

  ■ 経営管理研究科ビジネス・リーダ

ーシップ専攻（ＨＢＭＳ）において，イノ

ベーションを起こすなどのマネジメント

力の育成に加え，社会の大きな変化

を捉えた先端的マネジメント力を養成

する教育プログラムの充実に引き続き

取り組む。 

■ HBMS において，令和２年度に受審した公益財団

法人大学基準協会の経営系専門職大学院認証評

価結果の「検討課題」に対する「課題解決計画」及

び「改善計画」や，教育課程連携協議会（HBMS外

部有識者会議組織）での意見を踏まえたカリキュラ

ム改定・運営改善等の改革を実行した。 

 
    

 

  ■ ＨＢＭＳにおいて，令和３年９月に

作成・報告した公益財団法人大学基

準協会の経営系専門職大学院認証評

価結果の「検討課題」に対する「課題

解決計画」及び「改善計画」で策定し

た教育課程とその運営方法を令和４

年度から実施し，修了時の満足度向

上を目指す。 

 

・以上のとおり，大学院教育に係る教育内容の充実に

あたり，アンケートにより問題点の把握とアンケート結

果で認識した課題の解決に継続的に取り組むととも

に，各種制度の運用により大学院生の研究力や研

究者としての資質の向上を図るなど取組を進め，ま

た，数値目標も達成しており，年度計画を順調に実

施した。 

 
    

 

30 

◆ 

〔定員充足率の改善〕 

定員充足率に課題を有する

研究科の専攻にあっては，教

育内容の充実，進学者の増加

策，積極的な入試広報などに

総合的に取り組み，定員充足

率の改善を目指す。 

 

〔数値目標：研究科全体の定員

充足率 … 100％（令和６年

度）〕 

■ 総合学術研究科において，全在

学生を対象とする専攻ごとの実情に応

じたアンケート調査を実施し，総合的

な満足度等を把握するとともに，前年

度の調査結果に応じた取組を各専攻

で実施する。【再掲29】 

 

■ 総合学術研究科において，定員

充足率の改善に向けて継続的に多様

な入試を実施するとともに，広報活動

のターゲットや活動時期を拡大するこ

とにより強化する。 

 

〔研究科全体の定員充足率 … 

90％〕 

■ 年度初めのオリエンテーションにおいて学部１～

４年次を対象とした進学説明会を行うとともに，３

年・４年次生に対しては別途ガイダンスを実施し

た。また，全学共通教育科目「大学基礎セミナー

Ⅰ」の時間を利用して大学院紹介の時間を設ける

など，学部低学年からの周知に努めた。 

■ 情報マネジメント専攻において，高専生に対する

説明会を開催するなど広報活動のターゲットを強

化した。また，入試担当及び国際交流センターの

協力を得て，従来から手交配布していた広島県内

の日本語学校に加え，県外の日本語学校177校

へも大学院パンフレットを送付し，広報の幅を広げ

た。 

■ 生命システム科学専攻において，大学院パンフ

レットの送付先を見直すとともに，ウェブ・サイトを通

じて学生の研究活動，教育活動，修了生に関する

情報発信を積極的に行うなど，広報活動を強化し

た。 

■ 保健福祉学専攻において，定員充足率維持のた

めに，パンフレットの内容を検討し，ウェブ・サイトで

公開するとともに，学部生に向けた大学院進学に

関する説明動画を作成し公開した。 

■ 定員充足率の改善について，全在学生

を対象とする専攻ごとの実情に応じたアン

ケート調査を継続し，総合的な満足度等

を把握するとともに，前年度の調査結果に

応じた取組を各専攻で実施している。(30) 

■ 一方で，中期計画期間において，数値

目標である定員充足率90%を達成できて

おらず，今後の改善取組が必要である。

(30) 

■ 定員充足率の改善に向けて，継続的に

多様な入試を実施するとともに，広報活動

のターゲットや活動時期の拡大・強化を図

る。(30) 
 

No.30数値目標「研究科全体の定員充足

率」（令和２年度～）  

 R3 入学 R4 入学 R5 入学 

目標 90％ 90％ 90％ 

実績 78.7％ 88.8％ 未確定 
 

２ ２   
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          ※５月１日時点の人数と充足率。令和５年度入学者選抜の秋季募集（ET含む）については，６月以降実施予定。 

          ※令和２～３年度入学生の総合学術研究全体の募集人員は75名。 

  
 

    

・以上のとおり，学部生に対する低学年次からの広報

活動や各専攻における広報活動のターゲットの拡充

など，定員充足率の向上に向けた取組の強化等を

進めてきたものの，数値目標を達成できておらず，

引き続き，改善の取組が必要となることから，自己

評価「２」とした。 

 
    

 

31 

★ 

〔大学院教育の高度化や再編〕 

学部・学科等の再編を踏ま

えて，優れた研究者養成機能

の強化，地域産業及び地域社

会を支える高度専門職業人の

育成を図るため，保健福祉学

専攻に博士課程後期を新設す

るとともに，修士・博士課程の

再編についても検討する。 

■ 総合学術研究科の各専攻におい

て，再編後の学士課程との接続に留

意した大学院修士・博士課程のあり方

について検討した上で，必要に応じ

て，専攻の設置に係る申請の準備を

行う。 

■ 令和２年度からの学部・学科等再編を踏まえ，再

編初年度の入学生が大学院へ進学する令和６年

度に向けて，総合学術研究科各専攻での受け入

れ態勢を整えるべく，大学院準備WG において検

討を行い，文科省への申請の準備を進めた。 

 

■ 大学院教育の高度化や再編について，

学部・学科等再編を踏まえ，再編初年度

の入学生が大学院へ進学する令和６年度

以降の総合学術研究科について，「学部・

学科等再編に合わせた専攻の廃止・新設

置の是非」，「教育内容の見直し」，「入学

定員の見直し」といった視点で整理を行

い，人材養成目的の一部文言の変更，入

学定員の変更を決定した。(31) 

 

■ 保健福祉科学専攻の博士課程後期を

令和４年度から新設し，完成年度である令

和６年度末に向け計画に沿って履行中で

ある。(31) 

３ ３   
 

■ 令和４年４月の設置が承認された

保健福祉学専攻博士課程後期につい

て，令和６年度の完成年度まで申請

計画に沿った着実な実施に取り組み，

優秀な人材の育成に努める。 

■ 保健福祉学専攻前期及び後期で養成する高度

専門職業人の違いを明確化するため，違いを強調

するパンフレットを作成し，本学ウェブ・サイトにおい

ても公表した。 

 

・以上のとおり，大学院教育の高度化や再編を推進す

るにあたり，学部・学科等再編後の入学生が進学す

る大学院について，総合学術研究科各専攻での受

け入れ態勢を整えるべく，大学院準備WG において

検討を行い，文科省への申請の準備を進めるなど，

年度計画を順調に実施した。 

    
 

専  攻 募集区分 
募集 
人員 

令和5年度入学生※ 令和４年度入学生 令和３年度入学生 令和２年度入学生 

入学者数 充足率 入学者数 充足率 入学者数 充足率 入学者数 充足率 

人間文化学 
第１，第2次 

10 
８ 

― 
10 

110％ 
10 

110％ 
5 

90％ 
秋季募集 ― 1 1 4 

情報マネジメント 
推薦・第１次等 

10 
２ 

― 
6 

70％ 
5 

60％ 
5 

80％ 
秋季募集（ET） ― １ 1 3 

生命システム科学 
（博士課程前期） 

推薦・第１次等 
30 

15 
― 

18 
73.3％ 

18 
60％ 

12 
50％ 

秋季募集（ET） ― ４ 0 3 

保健福祉学 
（博士課程前期） 

第１，第2次 20 19 95.0％ 21 105％ 21 105％ 20 100％ 

生命システム科学 
（博士課程後期） 

第１，第2次 
５ 

６ 
― 

5 
100％ 

1 
60％ 

7 
180％ 

秋季募集 ― ０ 2 2 

保健福祉学 
（博士課程後期） 

第１，第2次 ５ ５ 100％ 5 100％ 
 

総合学術研究科全体  80 55 ― 71 ８８．８％ 59 78.7％ 61 81.3％ 
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32 

★ 

◆ 

〔経営学分野の機能強化〕 

 経営管理研究科において，

地域のイノベーション力の強化

に資する中堅・中小企業の経

営や，多様な創業・新事業展

開を担う人材及び農業や医療

等の分野における経営人材を

養成するための実践的な教育

プログラムを編成して実施する

とともに，体系的な研究体制を

構築する。こうした取組を通じ

て，高度な専門能力と卓越した

実践力を備えた次世代型リー

ダーを育成する。 

 

〔数値目標：経営管理研究科

（HBMS）志願倍率 … ２倍〕 

〔数値目標：HBMS における社

会人教育プログラム等※の受

講申込者数 …60人〕 

※正規課程学生以外を対象とする

もの 

■ ＨＢＭＳにおいて，「アグリ・フードマ

ネジメント講座～ひろしまファーマーズ

テーブル」，「医療経営人材養成プロ

グラム」，「備後地域次世代ビジネスリ

ーダー養成講座」，「竹原地域ビジネ

スリーダー養成講座」の４つの講座を

継続実施するとともに，前年度の受講

者アンケート結果検証等を踏まえ，プ

ログラム内容，教育方法，運営方法の

改善を行い，受講者の満足度を向上

させる。また，「医療経営人材養成プロ

グラム」及び「備後地域次世代ビジネ

スリーダー養成講座」は，文部科学省

の職業実践力育成プログラム（ＢＰ）に

認可された大学主催のプログラムとし

て運営する。 

 

■ 県東部の備後地域（福山市）にお

いて，「備後地域次世代ビジネスリー

ダー養成講座」を軸に，福山市での講

義や演習，特別セミナーなど多面的

な取組を通じて，中小企業マネジメン

トプログラムの開発及びサテライトキャ

ンパス機能を強化する。 

 

■ ＨＢＭＳにおいて，ＨＢＭＳプロジェ

クトデザインセンターによる県内中核

企業及び有力な中小企業の経営陣及

びリーダー層の経営力向上等に資す

る研修及び勉強会を継続する。 

 

〔経営管理研究科（ＨＢＭＳ）志願倍率

…２倍〕 

〔ＨＢＭＳにおける社会人教育プログラ

ム等※の受講申込者数…60 人〕 

※正規課程学生以外を対象とするも

の 

■ ＨＢＭＳにおいて，「アグリ・フードマネジメント講座

～ひろしまファーマーズテーブル」のプログラム監

修及び同講座への講師派遣を行った。また，HBMS

医療経営研究センター主催事業として文科省BP

認定プログラム「医療経営人材養成プログラム」

を，HBMS主催事業として履修証明プログラム「竹

原地域ビジネスリーダー養成講座」を継続開講し

た。 

 

■ 文科省BP プログラム「備後地域次世代ビジネス

リーダー養成講座」については最少催行人数に届

かず不開講となったが，福山市内で開講する授業

科目数の増加に伴い，令和５年度から新たに、授

業科目で構成する（※）「HBMS プロフェッショナル

人材育成講座」を開講する届出を文科省に申請

し，BPプログラムとして認可を得た。これを受け，

公開講座型であった従来の「備後地域次世代ビジ

ネスリーダー養成講座」については，廃止すること

とした。（※「経営戦略」・「マーケティング A」・「地

域事業開発演習」の３科目で構成） 

 

■ 県東部の備後地域（福山市）において，令和４年

度は「マーケティングA」・「SME 事業経営演習」の

２科目を開講した。引き続き備後圏域におけるニー

ズに応じ，開講科目の充実を検討していくこととす

る。 

 

〔経営管理研究科（ＨＢＭＳ）志願倍率 … 2.6 倍〕 

〔ＨＢＭＳにおける社会人教育プログラム等の受講申

込者数…91人〕 

 

 

・以上のとおり，経営学分野の機能強化を推進するに

あたり，年度計画に掲げた各取組を順調に実施する

とともに，各取組の実施時に HBMSの認知度向上と

プロモーション活動も併せて行うことで志願倍率の向

上に寄与するなど，年度計画を上回って実施してい

るレベルと判断した。 

■ 経営学分野の機能強化について，経営

管理研究科において，柔軟なカリキュラム

や学修環境の整備，新たな教育プログラ

ムの開発・実施など，社会人の学び直しの

場となる高度な学修機会を提供するた

め，大学院（2年間）の正規課程（専門職

学位課程）に加えて，1 科目から受講でき

る科目等履修制度の積極的な推進や医

療・中小企業（中小規模組織）・農業など，

テーマに沿って体系的に学修できる文科

省ＢＰプログラム・履修証明プログラム等を

開講するなど、社会人教育プログラムの

充実，並びにリーダー人材の育成に取り組

んできた。(32) 

 

■ これらの取組については，広報・ブランド

戦略の一環で認知度・理解度の向上に努

めた結果，正規課程の志願倍率において

は，コロナ禍となった令和２年度に一時的

に落ち込むも，令和３年度以降，2.0倍以

上で増加している。また，社会人教育プロ

グラム等の受講者数についても，数値目

標として人数60名以上を設定した令和２

年度以降，数値目標を達成し，着実に拡

大している。(32) 

 

No.32数値目標「志願倍率」（令和２年度～） 

 R3 入学 R4 入学 R5 入学 

目標 2倍 2倍 2倍 

実績 1.5倍 2.2倍 2.6倍 

 

No.32数値目標「HBMS における社会人教育

プログラム等の受講申込者数」（令和２年度～） 

 R2 R3 R4 

目標 60 人 60 人 60 人 

実績 72 人 72 人 91 人 

あ 

４ ４   
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33 〔シンクタンク機能の充実〕 

 地域産業の振興や地域社会

の活性化に貢献するため，企

業経営に対するコンサルティン

グや企業の課題解決，専門的

な知的資源の提供や研究シー

ズの技術移転，幅広い領域で

地域の政策課題やまちづくりな

どへの助言を行うことができる

シンクタンク機能の充実を図

る。 

■ 地域基盤研究機構と各部局等が

連携し，自治体や地域団体との意見

交換等により地域社会や産業界の課

題を抽出し，協働で解決策を探る。

■ 重点研究事業における地域課題

解決研究において，シーズマッチング

の向上や成果活用について，コーディ

ネート業務に更に注力し活性化を図

る。

■ プロジェクト研究センターを改組し

て設立する５つの研究センター（ＨＢＭ

Ｓ地域医療経営研究センター，多文化

共生研究センター等）を基盤に，自治

体や企業等との連携を促進し，本学の

地域におけるハブ機能を向上させる。

■ 「防災社会システム・デザインプロ

ジェクト研究センター」，「ＨＢＭＳ地域

医療経営プロジェクト研究センター」，

「平和経営学プロジェクト研究センタ

ー」において，令和３年度の取組を継

続して，自治体や企業，団体と連携

し，課題の抽出やその解決に向けて協

働する。

■ 中小規模組織のマネジメント機能

強化を目指して，広島県の主要産業

（自動車部品メーカー等）との戦略的

連携を行い，新しいプロジェクトの企

画・立案等を行うことで，シンクタンク

機能の充実を図る。

■ 各キャンパスの地域連携センターを中心に，担

当する自治体との意見交換会を２回実施し，地域

戦略協働プロジェクトも含めた自治体との連携の質

的向上を図った。また，包括協定を締結している市

町及び団体等との協議を活性化させた。

■ しょうばら産学官連携推進機構，三次イノベーショ

ン推進会議，三原市起業化促進連携協議会などを

通じて，地域連携，産学連携の課題を抽出し，教

員とマッチングを行った。

■ 地域の課題に応えるべく関係者のハブ的存在に

なることを目的とした５つの研究センター（多文化共

生，循環型社会，健康促進等）を設置した。

■ JST の大学発新産業創出プログラム（START）ス

タートアップ・エコシステム形成支援事業の Peace 

& Science Innovation Ecosystem（主幹機関広島大

学）に共同機関として参画した。

■ 「防災社会システム・デザイン研究センター」にお

いて，兵庫県で開催された「防災国体2022」にブ

ース出展（10/22～23）し，研究内容や実績をアピ

ールした。また，関東学院大学理事長及びテレビ

新広島代表取締役社長を招聘し，公開講座「広島

の地震対策について考える：あなたは南海トラフの

前と後にどうするべきか？」を開催した（1/20，受

講者数130人）。

■ 「HBMS 地域医療経営研究センター」において，

令和３年度に引き続き，全10回となる公的病院経

営幹部等を対象とした文科省BP認定プログラム

「医療経営人材養成プログラム」を開催した（10月

～3月，受講者22 人）。

■ 「平和経営学研究センター」において，同センタ

ーが提唱する平和経営学（Peace Management・

Peace Marketing）等の共同研究・教育交流が可能

となる海外の連携候補大学を検討するため，3月

に HBMS 教職員が北欧を訪問し，アールト大学・オ

ウル大学（フィンランド），オールボー大学（デンマ

ーク）の３大学と今後の連携可能性を確認した。

■ 自動車産業を基軸とする広島県地方大学・地域

産業創生事業推進特別委員会に参加した。

・以上のとおり，年度計画を順調に実施した。

■ シンクタンク機能の充実について，重点

研究事業の地域課題解決研究区分にお

いて，自治体や公共団体から出された課

題に対して，令和元年度から令和４年度

に合計50 件の課題解決に取り組んだ。

(33)

■ また，学内の異なる専門領域の複数教

員による社会的課題に対応した研究の推

進及び自治体や民間企業等の連携を通じ

た研究成果の社会への還元のため，研究

センターを設置し運営している。（33）

３ ３ 
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３－２ 助産学専攻科に係る教育内容の充実 

34 

◆ 

〔実践力のある助産師の養成〕 

助産に必要な高度な専門知

識と実践力を有し，地域社会の

母子保健の発展に貢献できる

助産師を着実に養成する。  

〔数値目標：助産師国家試験の

合格率 … 100％〕 

■ 助産学専攻科において，知識・技

能・判断力を兼ね備えた学修内容の

充実を図るとともに，実習施設との連

携をより一層密にし，実践力の修得を

図る。 

 

■ 令和４年度の指定規則変更に対

応した新カリキュラムを遂行し，形成

評価をする。 

〔助産師国家試験の合格率…100％〕 

■ 実習指導担当者会議において，学生の習熟度を

共有し，学生の状況に即した教育・指導方法につい

て，臨床と教育の連携を図った。 

・教員間での授業参観や学科会議（1回/月程度）

で，学生の習熟度や授業の課題を教員間で共有し，

個々の学生に合った教育支援を行った。  

・学生が科学的に証明された知識を蓄積し，臨床に

おいて実践的に活用できるよう，かつ学生が主体的

に学ぼうとする意欲がもてるよう，アクティブ・ラーニ

ングであるシミュレーション学修を行った。 

・地域社会の母子保健の発展へ貢献する能力を養う

ため，公開講座で健康教育を実施することで地域女

性への貢献に努めるとともに，実習の一環で行うこと

で，学生への学習効果の向上にも努めた。 

■ 実習施設において，実習指導者からの評価を基

に，授業にて知識・技術，実習オリエンテーションや

カンファレンスで態度面の不足部分の強化をした。 

■ 令和4 年度の指定規則変更に対応する新カリキ

ュラムを遂行し，各授業の授業評価や学生の習熟

度を基に，形成評価を行った。新カリキュラムとし

て，ハイリスク実習を行い，ハイリスク妊産婦や新生

児対応の学修を強化した。 

■ 助産師国家試験対策の模擬試験の実施による

課題の明確化を図り，教員による国家試験対策支

援を行った。 
 
〔助産師国家試験の合格率…100％〕 
 
・以上のとおり，実践力のある助産師の養成におい

て，「保健師助産師看護師学校養成所指定規則」の

変更に対応する新カリキュラムを遂行し，各授業の

授業評価や学生の習熟度を基に形成評価を行うな

ど取組を進めることにより，数値目標を達成し，年度

計画を順調に実施した。 

■ 実践力のある助産師の養成について， 

年に１回，教員・臨地実習指導者・病棟管

理者で，実習指導担当者会議を実施し，

学生の習熟度を共有し，学生の状況に即

した教育・指導方法について，教員間や実

習施設との連携強化を図った。実習指導

者からの評価を基に，授業において知識・

技術を，実習オリエンテーション及びカン

ファレンスにおいて態度面の不足部分を

強化した。(34) 

■ 助産師国家試験対策の模擬試験の実

施により，課題の明確化を図り，教員によ

る国家試験対策支援を行った。(34) 

■ 助産学専攻科における教育内容の充実

にあたり，令和４年度の「保健師助産師看

護師学校養成所指定規則」の変更にあわ

せてカリキュラムの変更申請を行い，ま

た，ハイリスク実習を行いハイリスク妊産婦

や新生児への対応の学修を強化してい

る。(34) 

 

No.34数値目標「助産師国家試験の合格

率」（令和２年度～） 

 R2 R3 R4 

目標 100％ 100％ 100％ 

実績 100％ 100％ 100％ 

 

 

３ ３   
 

（中期目標） 

２ 研究の質の向上に関する目標 

（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標 

人材育成及び地域社会の活性化に貢献するため，県内産業の振興や地域課題の解決に資する研究に重点を置き，地域の資源等を活用した食品・バイオ・環境及び保健・医療・福祉等に関する研究を推進するほか，データサイ 

エンス分野，中堅・中小企業等の経営に関する研究に取り組む。 

また，複雑化・高度化する地域課題に的確に対応していくため，学部・学科等の枠組みを越えた研究を推進する。 

Ⅱ 県立広島大学の研究の質の向上に関する目標を達成するために取るべき措置 
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№ 第三期中期計画 令和４年度 年度計画 
法人の自己評価 評価委員会評価 

年度計画の進捗状況等 中期目標期間における実績等 自己評価 委員会評価 
特記事項 

各年度 中間 各年度 中間 

 高度な専門的知識や技術の修得・創造，並びに実践的な応用を通じて，学生の教育を支えるとともに，県内産業の振興や地域課題の解決に資する研究を推進し，地域の課題解決や活性化に積極的に取り組む。 

１ 研究水準及び研究の成果等に関する取組 

（１）重点的研究区分の明確化と研究推進 

35 

★ 

〔重点的研究区分の明確化と

研究推進〕 

 重点的に取り組むべき研究

区分として，県内産業の振興や

地域課題の解決に資する「地

域課題解決研究」，若手研究

者の積極的な支援・育成に資

する「若手奨励研究」，地域文

化・社会の進展，地域産業・技

術革新に寄与する「先端的研

究」及び「学長プロジェクト」を推

進する。また，その研究成果を

広く発信し，地域社会への還元

を図る。 

■ 科学研究費補助金の採択件数の

増加など，研究力の向上を図るため，

重点研究区分「若手奨励研究」を引き

続き運用し，若手研究者の育成支援

を継続する。 

■ 重点研究区分「若手奨励研究」を引き続き運用

し，若手研究者の育成支援を行った結果，科研費

１件の採択に繋がった。 

〈新規採択件数〉 

「地域課題解決研究」11 件，「同（広島県との連携

分）」１件，「若手奨励研究」３件，「先端的研究」７件，

「学長プロジェクト（先駆的成果還元型研究）」２件 

■ 研究力の向上を図るため，令和元年度

から重点的研究区分に「若手奨励研究」を

新設するとともに，地域課題解決研究の

充実のため，広島県との連携分を新設し

た。また，学際的・先端的研究の研究区分

を，学長プロジェクトと先端的研究に分け

て実施している。(35) 

３ ３   
 

■ 県内産業の振興や地域課題の解

決に資する「地域課題解決研究」を推

進し，ウェブ・サイトの活用や成果発表

会の開催等により，研究成果に係る情

報発信を積極的に行い，地域への還

元効果を高める。 

■ 重点研究事業における地域課題

解決研究において，シーズマッチング

の向上や成果活用について，コーディ

ネート業務に更に注力し活性化を図

る。【再掲33】 

■ オンラインによる地域課題解決研

究発表会を引き続き実施する。 

■ 学外者を含む聴講希望者を受け入れる聴講会

場を設置した重点研究事業の成果報告会を開催

（9/1，9/16）し，研究成果の情報発信を行った。 

■ 「地域課題解決研究」のマッチング方法を見直

し，市町等の課題により適切に対応できる体制を構

築した。 

■ 組織的サポートの整備を目的としたアンケート調

査を教授を対象に実施した。 

 

・以上のとおり，重点研究区分「若手奨励研究」を引き

続き運用し，若手研究者の育成支援を進めるなど，

重点的研究区分の明確化と研究推進を進め，年度

計画を順調に実施した。 

（採択実績） 

 R1 R2 R3 R4 

地域課題解決研究 10 件 13 件 16 件 11 件 

同上（広島県との連携分） 1件 1件 1件 1件 

若手奨励研究 4件 5件 3件 3件 

先端研究 11 件 10 件 5件 7件 

学長プロジェクト 

（先駆的成果還元型研究） 
1件 1件 2件 2件 

同上（事業化促進技術開発） 1件 1件 1件 0件 
 

 

（２）学際的・先端的研究の推進  
    

 

36 

 

〔学際的・先端的研究の推進〕 

複雑・高度化する地域課題

に対応した学際的研究や先端

的研究を推進するため，学部・

学科・専攻の枠を越えた共同

研究を推進する。 

■ 重点研究区分「先端的研究」及び

「学長プロジェクト」について，学部・学

科・専攻の枠を越えた横断的な研究

組織で推進し，共同研究を活性化す

る。 

■ 地域基盤研究機構において，学部・学科・専攻の

枠を越えた横断的な研究チームを組織し，外部資

金の申請につなげた。また，JST の大学発新産業

創出プログラム（START）スタートアップ・エコシステ

ム形成支援事業のPeace & Science Innovation 

Ecosystem（主幹機関広島大学）に共同機関として

参画し，植物工場やアクアポニックス等中山間地

域の新しい農業の在り方を提案するなど全学的に

事業を推進した。 

 

■ 重点研究区分「先端的研究」及び「学長プロジェ

クト」について，コロナ禍ではあるものの，学部・学

科・専攻の枠を越えた横断的な研究組織で推進

し，共同研究を活性化した。 

 

・以上のとおり，年度計画を順調に実施した。 

■ 重点研究事業の研究成果は，ホームペ

ージによる公開や聴講希望者に対する成

果報告会の開催などにより，研究成果の

情報発信を行っている。(35)  

※詳細は次のとおり 

●令和元年度 

各キャンパスに会場を設置し全研究区分公開 

●令和２年度 

地域課題解決研究は動画にてホームペー

ジ上に公開（若手・先端は学内限定） 

●令和３年度 

地域課題解決研究は動画にてホームペー

ジ上に公開（若手・先端・学長P（先駆的）は

学内限定） 

●令和４年度 

地域・若手・先端・学長P（先駆的）でパブリッ

クビューイングを開放（来場者は地域のみ） 

３ ３   
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№ 第三期中期計画 令和４年度 年度計画 
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各年度 中間 各年度 中間 

（３）研究の質の向上  
    

 

37 〔論文等発表活動の活用〕 

 各教員の論文発表について，

査読論文や国際学会での発

表，国際誌への論文発表など

を推奨し，研究の質の向上に

取り組む。 

■ 各部局等において，査読付き学

術論文による研究成果の公表，外部

研究資金の積極的な応募や獲得等を

通じて，研究の質の向上に取り組む。 

■ 査読付き学術論文の発表状況を本学ウェブ・サイ

トにおける研究者紹介ページで公開し，研究の質の

向上に係る取組を継続した。 

 https://www.pu-hiroshima.ac.jp/site/kenkyu-

shoukai/ 

■ 地域基盤研究機構と各部局等が連携し，企業等

学外からの共同・受託研究資金の受入に取り組

み，63件，総額114,357,763 円の外部研究資金

を獲得した。 

 

・以上のとおり，年度計画を順調に実施した。 

■ 重点研究事業において，学部・学科・専

攻の枠を超えた横断的な研究チームを組

織し，共同研究を推進している。(36) 

 

■ 各教員による査読論文や国際学会での

発表，国際誌への論文発表を推奨し，査

読付き学術論文の発表状況は，本学ウェ

ブ・サイトにおける研究者紹介ページで公

開し，研究の質の向上に係る取組を継続

している。(37) 

https://www.pu-hiroshima.ac.jp/site/kenkyu-shoukai/ 

３ ３   
 

（２）研究推進体制等の整備に関する目標 

   研究の推進に当たっては，研究者情報の整備や共同研究等のコーディネートの推進など，大学の人的・知的資源を多面的に活用できる基盤づくりや実施体制の整備に取り組む。 

また，リサーチ・アドミニストレーター（※）の配置などにより，科学研究費補助金の獲得支援体制を強化するとともに，産学官連携を積極的に進め，外部研究資金の導入を促進する。 

２ 研究推進体制等の整備に関する取組 

（１）産学官連携の推進 

38 〔地域における共同研究の推

進と地域への還元〕 

 大学の知的資源の地域への

還元と実社会での応用的研究

を推進するため，大学内の人

的・知的資源を多面的に活用

できる基盤づくりやプロジェクト

研究センターの運営など，実施

体制の整備に取り組むととも

に，広島県や県内市町，企業，

非営利組織等多様な主体との

連携を強化し，共同研究や受

託研究の受入れを通じて，地

域の課題解決や活性化に積極

的に取り組む。 

■ 大学が主体となって地域に情報を

発信する多様な機会を設け，大学の

知的資源の地域への還元及び共同研

究や応用的研究を推進する。 

■ 地域基盤研究機構と各部局等が

連携し，学内の研究シーズ・成果の積

極的な公開及び企業等ニーズとのマ

ッチング作業をコーディネート業務に

更に注力することで円滑に行い，外部

資金や受託・共同研究資金の獲得に

努める。 

■ 新たな研究センターを基盤に産

学官連携を促進し，成果の公開などを

積極的に行い，地域課題の抽出やそ

の解決に向けて協働する。 

■ 「防災社会システム・デザインプロ

ジェクト研究センター」，「ＨＢＭＳ地域

医療経営プロジェクト研究センター」，

「平和経営学プロジェクト研究センタ

ー」において，令和３年度の取組を継

続して，自治体や企業，団体と連携

し，課題の抽出やその解決に向けて協

働する。【再掲33】 

■ 地域基盤研究機構と各部局等が連携し，企業等

学外からの共同・受託研究資金の受入に取り組

み，63件，総額114,357,763 円の外部研究資金

を獲得した。（小項目No.39参照） 

■ 小項目No.33に記載のとおり，しょうばら産学官

連携推進機構，三次イノベーション推進会議，三原

市起業化促進連携協議会等を通じて，地域連携，

産学連携の議題を抽出し，教員とマッチングを行っ

た。 

 

 

 

 

 

 

■ 「防災社会システム・デザインプロジェクト研究セ

ンター」，「HBMS地域医療経営プロジェクト研究セ

ンター」，「平和経営学プロジェクト研究センター」に

ついては，小項目No.33 に記載のとおり。 

 

・以上のとおり，年度計画を順調に実施した。 

■ 地域における共同研究の推進と地域へ

の還元について，大学内の人的・知的資

源を多面的に活用できる基盤づくりのた

め，平成31年4月に地域基盤研究機構

を設置し，プロジェクト研究センターを運営

してきた。広島県や県内市町，企業，非営

利組織等多様な主体との連携をしなが

ら，「地域戦略協働プロジェクト事業」や「地

域課題解決研究」に取り組むとともに，地

域基盤研究機構と各部局等が連携し，企

業等学外からの共同・受託研究資金の受

入に取り組んでいる。(38) 

 

 

３ ３   
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（２）外部研究資金の獲得支援 

39 

★ 

◆ 

〔競争的資金の獲得支援〕 

科学研究費補助金等の競争

的資金について，積極的な応

募と獲得を促進するため，応募

や獲得に対するインセンティブ

を強化するとともに，リサーチ・

アドミニストレーター等による申

請書の作成支援を行う。また，

外部研究資金に関する情報を

収集し，地域課題解決等に資

する研究基盤の強化につなげ

る。  

 

〔数値目標：科学研究費補助金

の申請率（応募件数／教員数） 

…95％以上〕 

〔数値目標：科学研究費補助金

の獲得件数 … 80件以上〕 

〔数値目標：外部資金の年間獲

得総額 … ２億円以上〕 

■ 地域基盤研究機構において，各

学部等による提案公募型の競争的外

部資金の獲得に向けて，学外機関とも

連携し，研究組織や研究計画のコー

ディネートを行う。 

 

■ 地域連携センターにおいて，競争

的外部資金等の公募情報を迅速かつ

的確に収集し，学内での共有化を図る

とともに，申請書の作成支援等を行

う。 

■ 地域連携センターにおいて，科学

研究費補助金の応募支援として申請

書の添削を行う。 

 

■ 科研費獲得支援のため，コンサル業者による添

削費用の全額補助を実施し，令和５年度科研費応

募（令和４年度申請分）においては，ロバスト・ジャ

パン株式会社による研究計画調書レビュー25 件，

全国大学研究支援機構による添削８件の利用があ

った。 

■ ロバスト・ジャパン株式会社による科研費申請講

演会を実施し，141名（当日111名，録画30名）

が参加した。また，本学オリジナルの科研費ハンド

ブックを作成した。 

■ 外部資金の獲得支援について，地域連

携センターにおいて，提案型公募型の競

争的外部資金の情報をまとめ，関係部局

や教員へ情報提供を行い，円滑な研究推

進を実施している。(39) 

■ 令和元年度から令和４年度にかけて，

数値目標である，外部資金の年間獲得総

額２億円以上，科学研究費助成事業の獲

得件数80件以上，科学研究費助成事業

への申請率95％以上を達成している。

(39) 

４ ４   
 

 

 件 数 金 額 

R4 R3 R2 R1 R4 R3 R2 R1 

受託研究 26件 15件 16件 28件 83,218,096円 97,513,778円 126,315,233円 95,560,307円 

共同研究 18件 32件 28件 23件 16,861,000円 29,373,200円 31,075,000円 36,133,467円 

研究奨励寄附 8件 9件 14件 11件 3,866,667円 2,675,000円 5,571,623円 5,110,800円 

提案公募型研究 11件 20件 14件 20件 10,412,000円 12,742,739円 21,557,000円 16,234,100円 

合 計 63件 76件 72件 82件 114,357,763円 142,304,717円 184,518,856円 153,038,674円 

科研費 95件 105件 105件 94件 123,890,000円 125,580,000円 127,040,000円 118,820,000円 

総合計     238,247,763円 267,884,717円 311,558,856円 271,858,674円 

○ 

  ■ 組織的支援策として，優秀な論文

の表彰制度の導入及び若手研究者へ

の論文投稿に関するセミナー開催並

びに獲得資金の一部を研究活動費に

還元する制度を試行導入することで，

研究活動を活性化し，このことにより競

争的資金の獲得拡大を図る。 

■ 各部局等において，引き続き，科

学研究費補助金の高い申請率と獲得

件数の維持に努める。 

 

〔科学研究費補助金の申請率（応募件

数／教員数） … 95％以上〕 

〔科学研究費補助金の獲得件数 … 

80 件以上〕 

 

■ 組織的支援策として，優秀な論文の表彰制度の

導入及び若手研究者への論文投稿に関するセミナ

ーを開催した。また，代表として科研費を獲得した

教員に還元する研究奨励金制度を３年間の試行で

運用開始した。 

 

■ 令和４年度科研費（令和３年度申請分）の獲得件

数は95件で，中四国・九州の公立大学29校中

16 年連続で１位であった。 

 

〔令和５年度科学研究助成事業の申請率（応募件数

／教員数）…97.4％（187/192）〕 ※３年以内に

退職予定の教員を除く 

〔令和５年度科学研究助成事業の獲得件数…97件

（４月現在）〕 

 ※いずれも令和４年度申請分 

■ 令和４年度から，科研費獲得支援として，添削方法の異なる２業者を導入

し，全額を補助して利用促進を実施した。その結果，本制度利用者の科研

費採択率の平均が令和３年度は 25.4%（利用者31人），令和４年度には

36.8%（利用者33人）と上昇し，本学全体の新規採択率の底上げに寄与し

ている。(39) 

■ 科研費獲得のためのインセンティブ制度として，令和４年度から間接経費

の 50％相当額を基本研究費に付与する研究促進奨励金制度，及び優秀

論文表彰と英文校正・論文掲載費補助を行う研究奨励制度の運用を開始し

ている。令和４年度は研究促進奨励金を 55人に付与し，研究奨励制度は

６名が利用している。（39) 
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№ 第三期中期計画 令和４年度 年度計画 
法人の自己評価 評価委員会評価 

年度計画の進捗状況等 中期目標期間における実績等 自己評価 委員会評価 
特記事項 

各年度 中間 各年度 中間 

  〔外部資金の年間獲得総額…２億円

以上〕 

〔令和４年度外部資金の年間獲得総額…238百万円〕 
 
・以上のとおり，科学研究費補助金等の競争的資金

の獲得支援において，コンサル業者による科研費申

請書の添削費用の全額補助を行うとともに，組織的

支援策として，優秀な論文に対する表彰制度の導

入，若手研究者を対象にした論文投稿に関するセミ

ナーの開催，科研費を獲得した教員に対して獲得資

金の一部を研究活動費に還元する研究奨励金制度

について試行運用を開始するなど取組を進めるとと

もに，いずれの数値目標も達成したことから，年度計

画を上回って実施しているレベルと判断した。 

No.39数値目標「科学研究費補助金の申請率」（令和２年度～） 

 R2 R3 R4 

目標 95％ 95％ 95％ 

実績 96.3％ 95.4％ 97.4％ 
 

 

（３）研究費の効果的な配分  
    

 

40 〔研究費の効果的な配分〕 
 学内の研究費配分に当たっ
ては，公正性・公平性・公開性
を確保しながら，研究業績に加
え，教育・地域貢献・大学運営
への教員の積極的な取組を，
法人の経営状況，大学を取り
巻く環境等を踏まえ，総合的に
評価して配分する。 

■ 基本研究費の配分について，教

員の活動実績（教育・研究・地域貢献・

大学運営）を総合的に評価し，その結

果を活用する。 

■ 教員業績評価制度を運用し，評価対象の４分野

（教育・研究・地域貢献・大学運営）における活動を

総合的に評価し，基本研究費の配分に反映させ

た。 

（基本研究費総額の56％） 

 

・以上のとおり，年度計画を順調に実施した。 

 
３ ３   

 

（４）研究費の適正使用の徹底  
    

 

41 〔教職員の意識醸成〕 

 説明会の開催などにより，研

究費・補助金の適正使用を徹

底する。 

■ 「研究費の不正使用」及び「研究

活動における不正行為」の未然防止

のための取組を継続し，研究費の適

正使用等に係る教職員の意識の醸成

を徹底する。 

 

■ 新規採用教職員及び大学院生に

対して，コンプライアンス教育及び研

究倫理教育を実施する。 

■ 研究費の適正使用のため，不正防止計画に基づ

き次の取組を実施した。 

・新任教職員から「研究費の使用にあたっての誓約

書」を徴取 

・研究費にかかわる教職員に対し，年度当初にコンプ

ライアンス研修としてｅラーニングを実施。教員につ

いては，80％以上の正答をもって受講完了とするこ

とを条件に基本研究費の業績評価分を配分すること

により，両大学ともに受講率100％を達成。 

・換金性の高い物品の登録管理ならびに実査を実施

し，適正管理を確認 

・研究費の計画的な執行をモニタリング 

・研究費にかかわる職員に対して，研究費不正防止

をテーマとする会計研修や，税務研修を実施（受講

者数延べ71名） 
 
・以上のとおり，年度計画を順調に実施した。 
 

  

 ３ ３   
 

（中期目標） 

Ⅲ 新たな教育モデルに関する目標 

１ 教育の質の向上に関する目標 
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№ 第三期中期計画 令和４年度 年度計画 
法人の自己評価 評価委員会評価 

年度計画の進捗状況等 中期目標期間における実績等 自己評価 委員会評価 
特記事項 

各年度 中間 各年度 中間 

（１）育成すべき人材に関する目標 

先行き不透明な社会経済情勢の中で，地域社会や世界に貢献する高い志を持ち，「解のない課題に果敢にチャレンジし，粘り強く新しい時代を切り開いていく人材」の育成に取り組む新たな教育モデルを実践する。 

（２）教育に関する目標 

○ リベラル・アーツ教育などの基盤学修，実践的な課題解決演習（ＰＢＬ）を学生の課題認識や学修状況に応じて展開するとともに，日英２か国語での授業や留学生の受入れによる異文化空間の構築，海外を含む複数回の体 

験・実践活動等により，実践的な英語力と文化・習俗・歴史等に関する知識・対応力を育成する。 

○ ４年間を通じて，海外を含む複数回の体験・実践活動や企業等と連携した実践的な課題解決演習を中心とした教育活動を展開し，課題解決のために必要となる幅広い教養や語学，ＩＣＴリテラシー，思考系スキルなどの基盤 

学修を併行して履修し，実社会の課題解決に真に必要となる知識やスキルを身体知として身に付けることができる教育体系を構築する。 

○ 教育に対する熱意と多様なバックグランド，実務経験を有する教員を確保し，実社会における課題解決に資する実践的な教育を進める。 

○ 外国人教員を一定割合配置するとともに，留学生の生活・学修支援を通じて，留学生を積極的に受け入れる。 

○ 大学内のみならず，県内企業のほか非営利組織，教育・研究機関，国際機関，地方公共団体など，様々な主体と連携可能な「プラットフォーム」としての機能を持たせ，課題解決演習への参画やインターンシップの受入れな 

ど，教育面での提携を通じ，多様な主体と議論し，異なる考え方を調整して解決策を立案・実践できる能力を養成する。 

（３）運営体制に関する目標 

○ 既存の法人の下，小規模な単科大学を設置して，教学部門を明確に分離するとともに，事務局等管理部門の共通化や施設の共用などで効率化を図りつつ，それぞれの独立性，特長を踏まえた効果 

的な運営を図る。  

  ○ 今後の１８歳人口の減少や学生参画型の教育手法の導入等を踏まえ，県立広島大学と新たな教育モデルを実践する単科大学のトータルとして，学生定員を適切に管理する。 

Ⅲ 新たな教育モデルの教育の質の向上に関する目標を達成するために取るべき措置 

  先行き不透明な社会経済情勢の中で，地域社会や世界に貢献する高い志を持ち，「解のない課題に果敢にチャレンジし，粘り強く新しい時代を切り開いていく人材」の育成を目指す新たな教育モデルを構築する。 

１ 新たな教育モデルの構築 

42 

★ 

〔実践的な教育プログラムの整
備〕 
 幅広い教養や語学，ＩＣＴリテ
ラシー，思考系スキルなどの
基盤学修によって，課題解決
に必要となる知識・スキルを修
得するとともに，修得した知識・
スキルを多様な主体と連携し
た実践的な課題解決演習や体
験・実践活動で実践することを
繰り返し，実社会における課題
解決に必要となるコンピテンシ
ーの修得を徹底させる教育プ
ログラムを整備する。 
 
〔数値目標：コンピテンシー修
得に役立つプログラムであった
と評価した学生（第４学年）の割
合… 80％以上（令和６年度）〕 
 
〔数値目標：卒業時に TOEFL 
ITP 550点以上の学生※の割
合… 85％（令和６年度）〕 
 

■ 英語集中プログラムやリベラルア

ーツ科目・基本ツール科目の入門科

目などの教育プログラムにおいて，ア

クティブ・ラーニングの実践等計画を

具現化するとともに，本格化する課題

解決演習，体験・実践プログラムにつ

いて，協力企業・団体等と連携しカリキ

ュラムを実施することにより，学生のコ

ンピテンシーの修得の徹底を図る。 

 

■ １年次に実施した英語集中プログ

ラムやリベラルアーツ科目・基本ツー

ル科目の入門科目等について，教育

改善のためのアンケートの結果を踏ま

え，ＦＤにおける振り返りを着実に実施

する。 

■ 開学２年目で教育課程表のほぼ全ての授業科目

を予定どおり開講し，アクティブ・ラーニングの実践

等の計画を具現化した。また，２年目から開講した

課題解決演習１Ａ，１Ｂ（必修）についても，計画ど

おり各学期における予定クラス数（半期で日本語５

クラス，英語１クラス）を確保し，実践的な学びをと

おして，学生のコンピテンシー修得の徹底を図っ

た。体験・実践プログラムについても，これまでに１

期生７４名，２期生７名（通算）がプログラムに参加

した。 

■ 教員が自身で行う授業内アンケート及び大学全

体で実施する「教育改善のためのアンケート」にお

いて，主に自由記述欄に記載された学生からの意

見を踏まえ，個々の教員の授業改善を行った。ま

た，２年間の実際の授業実施状況を踏まえて教員

から需要の高かった「レポート課題の設定の仕方」

「大学での教育・研究に係る著作権問題」「アクティ

ブ・ラーニングの手法」をテーマとした FDを開催

し，日々の授業改善に活用した。 

 

・以上のとおり，実践的な教育プログラムの整備におい

て，開学２年目で教育課程表のほぼ全ての授業科目

を予定どおり開講し，アクティブ・ラーニングの実践等

の計画を具現化するとともに，２年目から開講した 

■ 実践的な教育プログラムの整備につい

て，基盤学修により得た知識・スキルをベ

ースに，「課題解決演習」や「体験・実践プ

ログラム」の履修を通して，実社会におけ

る課題解決に必要となるコンピテンシーを

身に付ける教育プログラムを展開し，内容

の充実を図っている。(42) 

■ また，英語集中プログラムにおいて，教

育改善アンケートに基づき着実な授業改

善を行うとともに，コンピテンシー向上部会

における分析に基づいた補講プログラム

の実施などにより，英語力の向上を図って

いる。(42) 

３ ３   
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№ 第三期中期計画 令和４年度 年度計画 
法人の自己評価 評価委員会評価 

年度計画の進捗状況等 中期目標期間における実績等 自己評価 委員会評価 
特記事項 

各年度 中間 各年度 中間 

 〔数値目標：卒業時に TOEFL 
ITP 600点以上の学生※の割
合… 90％（令和６年度）〕 
※日本人学生。600点以上の学生

は550点以上の学生の内数。 

  課題解決演習１Ａ，１Ｂ（必修）についても，計画どおり

各学期における予定クラス数を確保し，実践的な学

びをとおして，学生のコンピテンシー修得の徹底を図

るなど，年度計画を順調に実施した。 

 
    

 

43 〔多様なバックグラウンドを有す
る教員体制の編制〕 
 企業や国際機関等での実務
経験など，多様なバックグラウ
ンドを有する教員や，外国人教
員を一定割合配置し，教員組
織の多様性を確保するととも
に，担任制を導入し，チームで
学生の学びを支援する体制を
構築する。 

また，教員の採用に当たっ
ては，国内外に広く公募を行う
ほか，企業や国際機関，海外
大学等への派遣依頼など，
様々なルートを通じて行う。 

 
〔数値目標：外国人教員や実務
経験を有する教員等様々なバ
ックグラウンドを有する教員の
割合… 50％（令和６年度）〕 

■ 多様なバックグラウンドを有する

教員や外国人教員など教員組織の多

様性を確保しつつ，学生にコンピテン

シーを身に付けさせることができる教

員を採用する。 

 

■ 複数の教員によって構成されるポ

ートについて，実際の運用状況や学生

の意見を反映してより良い運用方法の

具体化を図る。 

■ 令和４年度は，４月と１０月に外国人教員，海外

での勤務経験のある教員，民間企業での実務経験

がある教員等，多様なバックグラウンドを持つ教員

６名が着任した。 

■ また，６月に課題解決演習，１０月に経営学の教

員について国内外で公募を実施し，課題解決演習

の教員を採用することができた。なお，経営学の教

員については，令和５年２月に内定を出し，３月に

ＡＣ教員審査書類を文部科学省に提出した。 

■ 授業科目数が多いデータサイエンス分野につい

て専任教員を追加するため，令和５年１月に専任

教員の公募を開始した。 

■ ポートに関する学生の要望を踏まえて，ポートの

利用促進につながるような備品の整備を行った。

また，学業不振学生等について，教学課とポート担

当教員で聞き取り情報等を共有し，学生への連絡・

配慮に努めた。 
 
・以上のとおり，年度計画を順調に実施した。 

 
３ ３   

 

44 

★ 

〔コンピテンシーの修得を目指
す成績評価制度の整備〕 
 筆記試験やレポートだけでな
く，課題解決演習に取り組む過
程における意欲・態度や他者と
協働する姿勢などを評価し，教
員の適切なサポートによって，
卒業までに必要なコンピテンシ
ーの修得を徹底させる成績評
価制度を整備する。また，課題
解決演習や体験・実践プログラ
ムにおいては，提携先企業等
からの評価を成績評価やプロ
グラム等の運営方法の見直し
につなげる仕組みを構築する。 

■ 開講科目数が急激に増える令和

４年度において，２年目から新たに科

目を担当する教員に対して，知識及び

スキルの獲得とコンピテンシーの評価

の両方を含む新たな成績評価制度に

ついて，非常勤教員を含めた説明会

の実施や個別説明により着実に周知

を行い，制度の定着を図る。また，課

題解決演習や体験・実践プログラムに

ついても，成績評価に関する企業等

への事前説明を着実に実施し，理解

を得る。 

■ 令和４年度からの新規着任の専任教員６名及び

非常勤教員延べ３９名を含めた教員に対して，成

績評価制度についての個別説明や質問対応を行

い，制度の定着を図った。課題解決演習及び体

験・実践プログラムについても，提携する企業への

事前説明や質問対応を着実に実施した。 

■ コンピテンシー評価については，教員間の評価の

標準化を図るため，実際に現在教員が日々の評価

において感じている疑問点や，今後改善すべき点

等について意見をまとめ，精査することとしており，

今後の運用面での改善及び学年完成後の改善に

繋げる。 
 
・以上のとおり，コンピテンシーの修得を目指す成績

評価制度の整備において，新規着任の専任教員や

非常勤教員を含む教員に対して制度定着に向けた

取組を進めるとともに，課題解決演習及び体験・実

践プログラムにおいても，提携する企業への事前説

明や質問対応を着実に実施するなど，年度計画を

順調に実施した。 

■ コンピテンシーの修得を目指す成績評

価制度の整備について，開学以来，知識・

技能及びコンピテンシー評価の両方を踏

まえた成績評価制度を実施し，教員への

評価方法の理解を促し，制度の定着を図

っている。(44) 

３ ３   
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№ 第三期中期計画 令和４年度 年度計画 
法人の自己評価 評価委員会評価 

年度計画の進捗状況等 中期目標期間における実績等 自己評価 委員会評価 
特記事項 

各年度 中間 各年度 中間 

45 

★ 

〔意欲ある学生の確保に向けた
取組〕 
 知識・技能だけでなく，コミュ
ニケーション能力や探究心，学
びや課外活動に対する取組姿
勢などを多面的に評価するＡ
Ｏ入試を中心とする入学者選
抜方法を整備するとともに，意
欲ある学生の確保に向けて，
大学説明会の開催や学校訪問
などにより，高校生や高校教
員，保護者への広報活動を積
極的に行う。 
 
〔数値目標：志願倍率… ３倍
（令和６年度）〕 

■ 令和５年度入学者選抜を適切に

実施するため，令和３年度及び令和４

年度入学者選抜の結果を分析し，必

要に応じて外部アドバイザーから助言

を受けながら，優秀な学生を確保する

ために制度の改善を行う。 

 

■ 話題性，ストーリー性のあるニュ

ース発信により各種メディアに掲載さ

れるよう取り組むとともに，各種広告出

稿やウェブコンテンツの充実により認

知度及びブランド力の向上を図る。ま

た， ウェブ・サイトやＳＮＳによりコアな

ファンを獲得していくとともに，高校教

員との関係構築を効率的かつ効果的

に行うことで，双方にミスマッチのない

志願者確保を図る。 

■ 優秀な学生の確保に向け，出願期間や入試要件

を見直した。また，学習指導要領の改訂に伴う令

和７（2025）年度入試科目（情報の取扱い等）の検

討を行い，公表した。 

■  志願者増に向けた高校訪問だけでなく，探究学

習に力を入れている高校との接続強化を主眼に，

出前講義や大学見学受入れ，高校教員対象オン

ライン説明会（「叡啓大生の描くキャリアビジョン」

等）等を実施した。 

■ オープンキャンパス等，上期イベント参加者が昨

年度比1.3倍となった。各イベントの参加者満足度

も 95％以上を達成した。イベント参加者の総合型

選抜・学校推薦型選抜への出願率は高く，コアなフ

ァンは獲得できていると言える。 

■ 受験生への入試情報提供の一環として，１年生４

名に「模擬グループディスカッション」を実施してい

る様子を動画にし，オンライン大学説明会での上映

及び，後日，会員に限定公開した。オンラインでの

グループディスカッションがどのようなものかが受

験生・高校教員に伝わり，不安が和らぐとともに，入

試制度への理解が深まったと好評だった。 

 

・以上のとおり，意欲ある学生の確保に向けた取組と

して，入学者選抜制度の見直しを行うとともに，今後

の志願倍率を高めるため，入試広報及びその分析

に力を入れるなど，年度計画を順調に実施した。 

■ 意欲ある学生の確保に向けた取組につ

いて，令和３年度の開学に当たり，広島県

内の高校生を対象としたニーズ調査等を

行ったうえで，知識・技能だけでなく，コミ

ュニケーション能力や探究心，学びや課

外活動に対する取組姿勢などを多面的に

評価する総合型選抜を軸とした入学者選

抜を実施している。(45) 

■ 前年度の入試を振り返り，試験方法や評

価方法等について改善を行いながら，本

学が求めるポテンシャル人材を確保して

おり，試験問題についても，外部機関を活

用しながら検証を行い，人材のミスマッチ

が起きないよう，アドミッション・ポリシーに

即した学生を確保できるよう，作問体制等

を整えている。(45) 

 

（志願倍率推移） 

 R3 入学 R4 入学 R5 入学 

志願倍率 1.9倍 1.4倍 未確定 

 

 

 

■ 留学生の受入体制の整備について，英

語による履修のみで卒業できる教育課程

と時間割を編成している。(46) 

３ ３   
 

46 

★ 

〔留学生の受入体制の整備〕 
 日本人学生と留学生が多様
な価値観の中で切磋琢磨でき
る環境を構築するため，英語
開講科目の充実や留学生寮の
確保，海外から受験しやすい
留学生選抜方法や秋入学制度
を導入する。また，国際交流セ
ンターを県立広島大学と共通
化し，海外提携校を開拓すると
ともに，県立高校や県内企業の
関係等を活用して積極的に広
報を展開し，留学生の受入れ
を促進する。 
 

■ 留学の渡航先に関する学生のニ

ーズや多様な地域からの留学生の受

入を目的に，既存協定校の国以外の

地域での新規協定校の獲得を行う。ま

た，留学生の受入増に繋がるよう交換

留学生を対象とした奨学金制度を整

備し，経済的支援を実施する。 

 

■ 本学への交換留学プログラムの

募集案内を海外協定校へ周知し，新

型コロナウイルス感染拡大の状況を注

視しつつ交換留学生の受入を開始す

る。 

■ 令和４年度に新たに８ヶ国・10大学と協定を締結

し，協定校数は計１4ヶ国・地域，１9大学まで拡充

し（令和４年度末），また，交換留学生プログラムに

参加する学生への奨学金制度も運用を開始した。 

■ 協定校との交換留学プログラムを開始し，協定校

向けにオンラインでの大学説明会を開催するなど

交換留学生の獲得に向けた取組を行った。受入実

績としては，新型コロナウイルスの影響もあり，総数

が４名に留まった。 

■ 国際学生寮には本学の正規留学生の一部が昨

年度から入居していたが，新型コロナウイルス感染

症による入国制限の緩和に伴い，本学及び県立広

島大学の正規・交換留学生の学生寮での受入を本

格的に開始した。学生寮の学生役職者や学生団体

などの支援を受けつつ，留学生への入国及び生活

準備に係る支援を提供できた。 

■ 正規留学生を対象とした本学独自の給

付型奨学金制度の整備を終え，ＪＰＳＳ

（日本留学ポータルサイト）での情報発信

や海外で日本留学フェアにも参加するな

ど，留学生獲得に向けた広報活動を集中

的に実施することで，正規留学生の増加

に結びつけている。(46) 

■ 令和４年度末時点で，交換留学が可能

な協定校数は 13ヶ国・地域18校にまで

拡充できている。(46) 

 

（留学生受入数） 

 R3 入学 R4 入学 

受入人数 7人 11 人 

 

 

３ ３   
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№ 第三期中期計画 令和４年度 年度計画 
法人の自己評価 評価委員会評価 

年度計画の進捗状況等 中期目標期間における実績等 自己評価 委員会評価 
特記事項 

各年度 中間 各年度 中間 
〔数値目標：留学生（学部，交
換，短期生等）受入人数… 
100人以上（令和６年度）〕 
〔数値目標：交換留学協定締結
校数（短期プログラムに係るも
のを除く）… 15 校（令和６年
度）〕 

■ 学生寮の居室整備を完了し，留

学生の受入体制を整える。また，学生

役職者（ＲＡ）へ留学生の生活準備支

援を担わせることで，寮生間で円滑な

寮の運営が実施できるよう指導する。

■ 春入学，秋入学の留学生を幅広く

世界各地から受け入れるとともに，正

規学部留学生を獲得するための広報

活動を実施する。

■ 日本学生支援機構の日本留学オンラインフェア

などの広報媒体を活用し，９ヶ国１１名の正規留学

生を新たに入学生として受け入れ，また，令和３年

秋入学したものの未入国であった正規留学生４名

についても，入国制限の緩和に伴って受け入れる

ことができた。

■ JPSSをはじめとしたサイトでの情報発信強化（頻

度，個別のフォロー），プレゼン動画制作などを実

施した。また，本学独自のオンライン説明会（対ア

ジア，対南米）の開催や，在学生（国際学生）のプレ

ゼンテーションをJASSO等の説明会で実施した。

■ 志願者拡大に向けて，正規留学生を対象とした

奨学金制度を令和５年度から創設することとし，広

報活動を開始した。

・以上のとおり，留学生の受入体制の整備において，協

定校の拡充に努め，協定校との交換留学プログラム

を開始し，また，新型コロナウイルス感染症による入

国制限の緩和に伴い，本学及び県立広島大学の正

規・交換留学生の国際学生寮での受入を本格的に開

始するとともに，志願者拡大に向けた広報や支援策の

整備を進めるなど，年度計画を順調に実施した。

（交換留学協定締結校数） 

R3 R4 

協定校数 9校 18 校 

47 〔実践的な課題解決演習や体
験・実践プログラムの展開〕 
 企業やＮＰＯ，大学，国際機
関，地方公共団体など，学外
の多様な主体との恒常的な連
携を可能とする「プラットフォー
ム」を構築するとともに，企業等
と連携した課題解決演習や国
内外をフィールドとする多様な
体験・実践プログラムを展開す
る。 
〔数値目標：叡啓大学のプラット
フォーム参加企業・団体数… 
70 団体（令和６年度）〕 

■ 企業等学外の多様な主体との連

携の場として構築した叡啓大学実践教

育プラットフォーム協議会の参画企業

と連携し，課題解決演習及び体験・実

践プログラムを実施する。

■ 課題解決演習については，企業

等にもメリットがあることを説明すること

により，連携先企業等を確保するととも

に，授業を通じて学生のコンピテンシ

ーの習得の徹底を図る。

■ 課題解決演習では，１２企業・団体等と連携し，

授業を実施した。また，体験・実践プログラムでは，

延べ３４企業・団体等の協力を得て，学生がインタ

ーンシップ・ボランティア活動に参加した。

■ 課題解決演習については，企業等の理解が促進

されるようパンフレットや動画，ホームページ上の

特設ページを作成するなど，企業・団体等へ PR

活動を行い，連携先を確保するとともに，連携先に

積極的に授業への参加を呼びかけ，学生と連携先

企業との緊密なコミュニケーションを通じて学生の

コンピテンシーの習得を図ることができた。

・以上のとおり，年度計画を順調に実施した。

■ 実践的な課題解決演習や体験・実践プ

ログラムの展開について，令和３年１１月

に「叡啓大学実践教育プラットフォーム協

議会」を設立し，令和４年度末時点で１１２

団体が加入している。(47)

■ 令和４年度には，実践教育プラットフォ

ーム協議会加入会員数の増加を図るた

め，叡啓大学の教育コンセプト，企業との

連携による日本最大規模の課題解決演習

を展開していることや，参画した企業から

の評価などをショートムービーとしてまと

め，大学ウェブ・サイトに掲載するなどに取

り組んだ。(47)

３ ３ 

48 〔完全クォーター制（４学期制）
の学事暦の導入〕 
 ３か月単位の課題解決演習
やインターンシップ，海外留
学，留学生・帰国生徒の秋入
学制度実現のため，１年間を４
つの学期に均等配置する完全
クォーター制を導入する。 

■ 令和３年度に実施した完全クォー

ター制による学事暦を基本としつつ，

Summerクォーター後のギャップ期間

をやや長く設定し，体験・実践プログラ

ム（特に国内インターンシップ）や長期

海外留学への参加促進を図る。

■ 前年度の学事暦を基本としつつ，Summerクォー

ター後のギャップ期間をやや長く設定した学事暦と

し，このギャップ期間中に提供型・持込型の体験・

実践プログラムに４２人が参加した。

・以上のとおり，年度計画を順調に実施した。

３ ３ 
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№ 第三期中期計画 令和４年度 年度計画 
法人の自己評価 評価委員会評価 

年度計画の進捗状況等 中期目標期間における実績等 自己評価 委員会評価 
特記事項 

各年度 中間 各年度 中間 

２ １法人２大学による効果的・効率的な運営体制の構築 

49 〔必要な施設の確保と新大学
の設置〕 
 新たな教育モデルの構築に向
けて，文部科学省の設置認可を
受け，新大学を設置するととも
に，必要な施設を確保する。 

■ 叡啓大学の研究室等の空調設備

について，更新工事を行う。 

■ 叡啓大学の空調設備について，研究室等２３ヶ

所の更新工事を計画的に実施した。 

■ 叡啓大学１５階に音響設備を新設し，教育施設

の充実を図った。 
 
・以上のとおり，年度計画を順調に実施した。 

 
３ ３   

 

50 ［1法人2 大学による効果的・
効率的な運営］ 
 事務局，国際交流センター及
び学術情報センターの共通
化，体育館やグラウンド，図書
館の共同利用など，１法人２大
学による効果的・効率的な運
営体制を整備するほか，両大
学の単位互換制度の導入や留
学生と日本人学生の相互交流
などにより，学生交流を促進す
る。 

■ 事務局において，総務事務等の

共通業務について，システム導入や

アウトソーシング等による簡素化・効率

化のための整理を進め，令和４年度中

に必要な契約手続きや事務手続きの

見直しを行う。 

 

■ 県立広島大学と連携して，相互の

日本人学生・留学生の交流等の学生

交流を促進する。 

■ 事務のシステム化として，令和４年８月から規程

の管理，改正及び掲載を行う例規システムを導入

した。また，勤怠管理システム及び電子決裁（文書

管理）システムを導入するため，令和４年度に契約

を締結し，令和５年度中の稼働に向け，業者との協

議等を実施した。 

■ 部署間の情報共有と連携のため，令和３年度か

ら定期開催している広島・庄原・三原の３キャンパ

スと叡啓大学の担当課長以上の事務職員が参加

する「連絡・調整会議」を，引き続き定期開催した。 

＜連絡・調整会議開催状況＞ 

 原則，２週間に１回の開催とし，令和４年度に２１回

開催 

■ 令和４年度は新たに事務局の次長以上が参加す

る「次長以上ミーティング」を開催し，法人や大学全

体として今後発生する大きな取組の共有等を図っ

た。 

＜次長以上ミーティング開催状況＞ 

 令和４年度３回開催 

■ 広島県から受託したデジタルリテラシー教育事業

を推進するための組織として，法人にデジタルリテ

ラシー事業推進本部を設置し，両大学が連携し実

施する体制を構築した。 
 
■ 令和３年度に引き続き，両大学図書館の共同利

用や図書館システムの共通化を実施し，効率的な

運営に取り組んだ。 

■ 県立広島大学及び叡啓大学による国際学生寮の

相互利用や両大学の学生団体・サークル間での交

流，その他，両大学共同でのオンライン交流会を

実施するなど，１法人２大学によるメリットを活用し

たより効果的な運営を実施した。 

■ 叡啓大学国際学生寮を活用し，県立広島大学の

留学生と叡啓大学学生との交流を図った。 

 

・以上のとおり，年度計画を順調に実施した。 

■ １法人２大学による効果的・効率的な運

営について，令和２年度から，総務，財務

等の事務局機能を１法人２大学で共有す

るとともに，２大学の共通センターとして学

術情報センター及び国際交流センターを

設置している。(50) 

■ １法人２大学体制において，部署間の情

報共有と連携を密に行うことで，事務組織

の執行体制の強化・業務の質の向上を図

るとともに，部署横断的な懸案や課題等に

効率的かつ柔軟に対応するため，担当課

長以上の事務職員が参加する「連絡・調

整会議」を令和３年度から定期開催してい

る。(50) 

 

■ 事務のシステム化として，令和４年８月

から規程の管理，改正及び掲載を行う例

規システムを導入している。また，勤怠管

理システム及び電子決裁（文書管理）シス

テムを導入するため，令和４年度に契約

を締結し，令和５年度中の稼働に向け準

備を進めている。(50) 

３ ３   
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№ 第三期中期計画 令和４年度 年度計画 
法人の自己評価 評価委員会評価 

年度計画の進捗状況等 中期目標期間における実績等 自己評価 委員会評価 
特記事項 

各年度 中間 各年度 中間 

（中期目標） 

Ⅳ 共通する目標 

１ 地域貢献に関する目標 

○ 多様な年齢層を対象とするリカレント教育や意欲ある高校生の参加，地域における生涯学習を促すため，働きながら学べるカリキュラムや公開講座の提供など，県民に開かれた大学教育を展開する。 

○ 地域連携センター等を拠点として，企業，非営利組織等多様な主体や市町と連携・協働し，地域活性化や地域支援に取り組む。 

２ 大学連携の推進に関する目標 

県内の大学が有する資源を最大限活用し，産業界や地域社会の多様かつ高度な期待に応えていくことができるよう，サテライトキャンパスやＩＣＴを活用した遠隔講義システム等による，他大学との連携講座や単位互換講座の開 

講などに取り組む。 

３ 学生支援に関する目標 

（１）学修やキャリア設計への支援 

○ 学生が自ら目指す将来像を明確にし，その実現に向けた計画的な履修や適切な進路選択ができるよう，きめ細かな学修支援，就職支援を行う。 

○ 企業等からキャリアに関するアドバイスが受けられる「キャリア・アドバイザリー・ボード」を設置するなど，学生のキャリア設計支援を強化する仕組みを構築する。 

（２）安心・安全な学生生活の確保 

学生が安心し，充実した学生生活を送ることができるよう，事故や災害等への対応及びメンタルヘルスへの対応，並びに，感染症や薬物への対策など，心身の健康に関する相談支援を強化する。 

（３）経済的支援の実施 

学生が経済的に安定した環境で学修に取り組むことができるよう，奨学金制度の充実及び授業料の減免等の経済的な支援を適切に実施する。 

Ⅳ 共通する目標（地域貢献，大学連携の推進，学生支援）を達成するために取るべき措置 

 大学と地域が持つ資源を結び・活かす「連携拠点」として，地域のまちづくりなどに貢献できるマネジメント人材育成機能の強化，県民の高度な学習ニーズに対応したリカレント教育の開発・提供，シンクタンク機能の充実，地域連携・交流

機能の強化，大学連携の推進などに取り組む。 

また，学生の自己形成に資するきめ細かな学修・就職支援に継続的に取り組む。 

１ 地域貢献に関する取組 

１－１ 地域における人材の育成に関する取組 

（１）生涯を通じた学びの場の提供 

51 〔地域の人材育成機能の強化〕 

 企業等で活躍する社会人や

専門職業人を対象とするマネ

ジメント能力や専門的スキルの

向上に資する講座・セミナー等

を開設し，地域社会の活性化

を担う人材の育成に取り組む。 

【県立広島大学】 

■ 地域基盤研究機構において，引

き続き各部局等による履修証明制度

を円滑に運用し，マネジメント能力や

専門的スキルの向上に資する講座を

運営する。 

 

【県立広島大学】 

■ 各学部からリカレント教育としての履修証明プログ

ラムを提供する体制を構築し，「データサイエンス･

IoT･AI利活用能力育成講座」（履修者２人），

「Family Reunification Program（家族再統合支援プ

ログラム）」（履修者３人），「主任介護支援専門員を

対象としたスキルアップ講座 「スーパーバイザー・

レベルアップ講座」」（履修者８人）を開設した。 

■ 地域連携センターと各学部等が連携して，専門

的スキルの向上に資する講座を実施し，7講座（15

回）に延べ59人が受講した。 

①家族支援の実践実技講座 

②KJ法を活用したワークショップを実践しよう！ 

③GIGAスクール時代における読み書きに困難を抱え

る児童・生徒への学習支援 

④メンタルヘルスの視点から考えるマインドフルネス

講座 

⑤専門職と語り考える子ども家庭支援のチームワーク

づくり 

 

 ３ ３   
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№ 第三期中期計画 令和４年度 年度計画 
法人の自己評価 評価委員会評価 

年度計画の進捗状況等 中期目標期間における実績等 自己評価 委員会評価 
特記事項 

各年度 中間 各年度 中間 

   ⑥手話言語による面接技術講座 

⑦医療処置を受ける子どもと家族の小児看護リフレク

ション講座 

 
    

 

  ■ ＨＢＭＳにおいて，スタンフォード

大学との連携科目を引き続き開講し，

科目等履修生を募集する。また，社会

環境の変化や動向を捉えた先端的な

テーマや著名な講師によるセミナー

等を積極的に企画し，対面に加え，オ

ンライン受講が可能な形態で，地域の

社会人が学びやすい環境を提供す

る。 

■ HBMS において，令和３年度に引き続き「スタンフ

ォード大学連携科目」をはじめとした科目等履修生

を募集し，前期23人，後期22人が受講した。 

■ オンラインで受講可能な講座として，HBMS春季

特別講座「スタートアップ／ベンチャー企業のお金

の仕組み」（2/19 開催，受講者38人）や，地域基

盤研究機構・経営企画室事業推進担当と連携した

「アントレプレナーシップ講座「わたしの起業物語」」

（3/4開催，受講者74人）を開催した。 

  

     
 

  【叡啓大学】 

■  産学官連携・研究推進センター

及び教員が連携し，経営革新，組織

開発・人財開発等を向上するための

研修会を実施し，参画企業等との連携

強化を図る。 

【叡啓大学】 

■ 「叡啓大学実践教育プラットフォーム協議会」の

参画団体である広島経済同友会と連携し，「事業

創造」をテーマに，県内に本社を置く中核企業の経

営幹部及び中小企業の次世代経営者を対象に，

経営革新，組織開発及び人財開発等を向上する

ための研修会を開催し，参加企業との連携強化に

取り組んだ。 

 

・以上のとおり，年度計画を順調に実施した。 

 

     
 

52 

★ 

◆ 

〔リカレント教育プログラムの開

発・提供〕 

 幅広い年齢層の社会人の学

び直しやキャリアアップを支援

するため，産業界との連携・協

力のもと，履修証明制度等を活

用した質の高い教育プログラム

を開発し，提供する。  

〔数値目標：HBMS における社

会人教育プログラム等※の受

講申込者数 …６０人〕【再掲

32】 

※正規課程学生以外を対象とする

もの 

【県立広島大学・叡啓大学】 

■ ＡＩ時代に対応した人材の育成を

目的とするデジタルリテラシー教育の

必要性を踏まえ，法人・大学として自

治体・教育機関などの他の関係機関と

連携・協力を図る。 

【県立広島大学・叡啓大学】 

■ 広島県より「高等教育におけるデジタルリテラシー

教育実施業務」を受託し，専任教員を採用した上

で，「数理・データサイエンス・ＡＩ教育プログラム認

定制度（リテラシーモデル）」のモデルカリキュラム

に準拠した授業教材を作成した。 

【県立広島大学】 

■ リカレント教育プログラムの開発・提供に

ついて，各学部からリカレント教育としての

履修証明プログラムを提供する体制を構

築し，次のとおり実施した。(52) 

 

３ ３   
 

 【県立広島大学】 

■ 地域基盤研究機構と各部局等が

連携し，リカレント・リスキル教育プログ

ラムとして履修証明プログラムを実施

するとともに，アンケート調査などを通

じてニーズに対応したプログラムを検

討する。 

■ オンライン講座を充実させ，広く講

座を受講できる体制を整える。 

■ ＨＢＭＳにおいて，「アグリ・フードマ

ネジメント講座～ひろしまファーマーズ

テーブル」，「医療経営人材養成プログ

ラム」，「備後地域次世代ビジネスリーダ

ー養成講座」，「竹原地域ビジネスリー 

【県立広島大学】 

■ 小項目No.51に記載のとおり，各学部からリカレ

ント教育としての履修証明プログラムを提供する体

制を構築し，「データサイエンス･IoT･AI利活用能力

育成講座」（履修者２人），「Family Reunification 

Program（家族再統合支援プログラム）」（履修者３

人），「主任介護支援専門員を対象としたスキルア

ップ講座 「スーパーバイザー・レベルアップ講座」」

（履修者８人）を開設した。 

■ 令和４年度に発足した厚生労働省広島労働局設

置の広島県地域職業能力開発促進協議会の構成

員に参画し，広島県の労働市場状況に応じたリス

キリング講座の検討を行った。 

（履修証明プログラム実施状況） 

プログラム名 履修者数 

データサイエンス･IoT･AI 利活用能力育成講座 R4：2人 

「Family Reunification Program(家族再統合支援プログラム) R4：3人 

スーパーバイザー・レベルアップ講座 R4：3人 

宮島学で学び直す世界遺産厳島神社と宮島 R1；2人

R3：2人 

AI活用人材育成プログラム R1：3人

R2：2人 
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№ 第三期中期計画 令和４年度 年度計画 
法人の自己評価 評価委員会評価 

年度計画の進捗状況等 中期目標期間における実績等 自己評価 委員会評価 
特記事項 

各年度 中間 各年度 中間 

  ダー養成講座」の４つの講座を継続実

施するとともに，前年度の受講者アンケ

ート結果検証等を踏まえ，プログラム内

容，教育方法，運営方法の改善を行

い，受講者の満足度を向上させる。ま

た，「医療経営人材養成プログラム」及

び「備後地域次世代ビジネスリーダー養

成講座」は，文部科学省の職業実践力

育成プログラム（ＢＰ）に認可された大学

主催のプログラムとして運営する。【再

掲32】 
 
〔ＨＢＭＳにおける社会人教育プログラ

ム等※の受講申込者数 …６０人〕【再

掲32】 ※正規課程学生以外を対象

とするもの 

■ 小項目No.33に記載のとおり，ＨＢＭＳにおいて，

「アグリ・フードマネジメント講座～ひろしまファーマ

ーズテーブル」のプログラム監修及び同講座への

講師派遣を行った。また，HBMS 医療経営研究セ

ンター主催事業として文科省BP認定プログラム

「医療経営人材養成プログラム」を，HBMS主催事

業として履修証明プログラム「竹原地域ビジネスリ

ーダー養成講座」を継続開講した。 

 

 〔HBMS における社会人教育プログラム等の受講申

込者数…91人〕 

 

■ 経営管理研究科（ＨＢＭＳ）において，文科省ＢＰ認定プログラム（ＢＰ）や履

修証明プログラムを次のとおり実施している。(52) 

（履修証明プログラム実施状況） 

プログラム名 R3 R4 

医療経営人材養成プログラム ※BP 24 人 22 人 

備後地域次世代ビジネスリーダー養成講座 ※BP 9人 0人 

竹原地域ビジネスリーダー養成講座 11 人 10 人 

 

No.52数値目標「HBMS における社会人教育プログラム等の受講申込者数」

（令和２年度～）（No.32再掲） 

 R2 R3 R4 

目標 60 人 60 人 60 人 

実績 72 人 72 人 91 人 

 

 

 【叡啓大学】 

■ 令和４年度に，産学官連携・研究推進センター教員と連携し，デザイン思

考，システム思考等のスキルを学ぶリスキリングに資する公開講座を実施

し，延べ154名が参加した。(52) 

■ また，叡啓大学実践教育プラットフォーム協議会登録団体のニーズを把

握した上で，企業における人材育成や事業戦略に資するセミナー開催等に

取り組んでいる。(52) 

 

 

 
 
【県立広島大学】 

 

  【叡啓大学】 

■ 産学官連携・研究推進センターと

教員が連携し，ニーズに対応したリカ

レント・リスキル教育プログラムの実施

を検討する。 

【叡啓大学】 

■ デザイン思考，システム思考等の思考スキルを

学ぶ，社会人対象のリスキリングに資する全４回の

公開講座を実施し，延べ154名が参加した。 

 

・以上のとおり，リカレント教育プログラムの開発・提供

において，両大学では，広島県から「高等教育にお

けるデジタルリテラシー教育実施業務」を新たに受

託した。また，県立広島大学では，リカレント教育とし

て提供する履修証明プログラムを拡充し，HBMSに

おいては，文部科学省ＢＰプログラムなどを実施した

結果，数値目標を達成し，年度計画を順調に実施し

た。 

 

53 

◆ 

〔公開講座等の質的充実〕 

 成熟社会における県民の高

度な学習ニーズを把握しなが

ら，高校生や社会人など幅広

い世代に対して質の高い公開

講座等を提供するとともに，受

講の拡大に向け積極的な広報

を行う。  

 

〔数値目標：すべての公開講座

受講者の満足度 … 90％〕 

 

【県立広島大学】 

■ 地域連携センターと各部局等が

連携して，高度な学習ニーズに対応し

た質の高い公開講座等を企画し，オン

ラインや「サテライトキャンパスひろし

ま」で提供するとともに，受講者アンケ

ートの結果を分析して，質的改善につ

なげる。 

 

 

 

 

 

【県立広島大学】 

■ 地域連携センターと各学部・学科等が連携し，小

学生から社会人に至る多様な学習ニーズに応える

公開講座等43講座（103回開催）を各キャンパス

で開設し，受講者総数は延べ 1,918人であった。

なお，新型コロナウイルス感染拡大防止の観点か

ら４講座を中止した。 

■ 本学主催及び学外との連携公開講座（35講座）

において，受講者の満足度及び活用度についてア

ンケートを行った結果，満足度（平均）は89.7％，

有料講座（９件）における活用度（平均）は89.1％

であった。 

 

■ 公開講座等の質的充実について， 地

域連携センターと各学部・学科等が連携

し，前年度の実施状況やアンケート調査の

結果を踏まえて，小学生から社会人に至

る多様な学習ニーズに応える公開講座等

を実施している。(53) 

 

No.53数値目標「すべての公開講座受講者

の満足度」（令和２年度～） 

 R2 R3 R4 

目標 90％ 90％ 90％ 

実績 97.0％ 96.2％ 89.7％ 
 

３ ３   
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№ 第三期中期計画 令和４年度 年度計画 
法人の自己評価 評価委員会評価 

年度計画の進捗状況等 中期目標期間における実績等 自己評価 委員会評価 
特記事項 

各年度 中間 各年度 中間 

 〔数値目標：有料講座受講者の

学修成果の活用見込み※…

80％（令和６年度）〕 

※「活用できそう」と答えた割合 

 

〔数値目標：課題探究型地域創

生人材ルーブリックにおける最

高評点を100とした場合の学

生の平均数値… 75点（令和

６年度）〕【再掲５】 

■ 包括協定先等と連携し，ニーズを

踏まえて講座を更に拡充する。 

 

■ オンライン公開講座の開講数を増

加させるとともに，講座の教材等のデ

ジタル提供の方法を検討する。 

 

〔すべての公開講座受講者の満足度

…90％〕 

〔有料講座受講者の学修成果の活用

見込み（「活用できそう」と答えた割合） 

…80％〕 

〔課題探究型地域創生人材ルーブリッ

クにおける最高評点を100 とした場合

の学生の平均数値… 50 点〕【再掲

５】 

 

■ 包括的連携協定を締結しているサンフレッチェ広

島との連携公開講座を叡啓大学で開催し，サンフ

レッチェ広島レジーナと本学学生との対談形式で

行った（11/8開催，参加者数対面22人，オンラ

イン15 人）。 

■ 金融機関（もみじ銀行）と連携し，健康と金融に関

わる連携講座を２講座（広島キャンパス１講座計４

回，三原キャンパス１講座計２回）実施した（１講座

4回）。 
 
■ コロナ禍においても人数制限を設けた上で対面

講座を実施するとともに，広島県内各地で講座が

受講できるようオンライン講座やハイブリッド講座を

積極的に実施（全体のうち 27％）した。 
 
■ 本学で実施したＳＤＧｓの１７の目標に関する公開

講座を動画コンテンツとして取りまとめ（ＤＶＤ等），

広島県内の高等学校で利用できるようにした。 
 
〔すべての公開講座受講者の満足度…89.7％〕 

〔有料講座受講者の学修成果の活用見込み…

89.1％〕 

〔課題探究型地域創生人材ルーブリックにおける最高

評点を100 とした場合の学生の平均数値…61.5点〕 

No.53数値目標「有料講座受講者の学修成

果の活用見込み」（令和２年度～） 

 R2 R3 R4 

目標 65％ 65％ 80％ 

実績 80.2％ 100％ 89.1％ 

 

No.53数値目標「課題探究型地域創生人材

ルーブリックにおける最高評点を100 とし

た場合の学生の平均数値」（令和３年度

～）（No.5再掲） 

 R3 R4 

目標 25 点 50 点 

実績 53.3点 61.5点 

 

 

 

 

 

 

 

 

【叡啓大学】 

■ 公開講座等でのアンケート結果を分析

し，県民の高度な学習ニーズに応えた質

の高い公開講座を企画し，高校生や社会

人に提供するとともに，広報・狭報に積極

的，戦略的に取組を進めている。(53) 

    
 

  【叡啓大学】 

■ 産学官連携・研究推進センター及

び教員が連携し，ニーズに対応した質

の高い公開講座等を企画し，高校生

や社会人に提供するとともに，受講者

アンケートの結果を分析して，質的改

善につなげる。 

【叡啓大学】 

■ 令和４年度においては，地域課題をテーマとした

課題解決演習，企業向けセミナー及び社会人向け

の公開講座（４件）を実施した。４件の公開講座に

は，県立広島大学と合同で株式会社サンフレッチ

ェ広島と三者による「包括連携協定」に基づいて実

施した連携講座も含まれる。 

■ 実施後の受講者アンケート結果では，満足度

90％を超えた。また来年度に向けて，社会人が参

加しやすいよう平日の夕方から講座を開始するな

ど，より多くの受講者が確保できるよう改善を図るこ

ととした。 
 
・以上のとおり，公開講座の質的充実において，県立

広島大学では，受講者アンケート結果等を踏まえ，

多様な学習ニーズに応える公開講座を実施し，数

値目標を概ね達成した。また，叡啓大学において

も，公開講座の受講者アンケート結果等を踏まえた

改善を図ることとしている。こうした取組を通じて，年

度計画を順調に実施した。 
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54 〔大学施設等の地域への開放〕 

 体育館やグラウンド，図書館

などの施設・設備を可能な限り

地域に開放する。 

【県立広島大学】 

■ 各キャンパスの図書館を引き続き

学外者の利用に供するとともに，図書

館機能を活かした企画展示等を実施

し，地域への開放に努める。 

 

【県立広島大学】 

■ 新型コロナウイルス感染拡大防止対策として，学

外者の学内への入構を制限したことから，図書館

の学外者の利用を休止していたが，令和５年１月よ

り一般利用を再開した。（学外者への図書貸出冊

数：1,149 冊） 

■ 三原キャンパスにおいて，図書館開架スペース

に「教員の研究紹介コーナー」を新設し，三原キャ

ンパス教員が執筆した学術的資料等の展示を開始

した。 

 
３ ３   

 

  ■ 新型コロナウイルス感染症の感染

状況に鑑みながら，教室や学生食

堂，サテライトキャンパスひろしま等，

大学施設の地域への貸出を適切に行

う。 

■ 大学施設の貸出について，貸出件数・日数ともに

大幅に減少したものの，３密を避けるため使用講義

室数の増加，換気をしながら冷暖房を運転する必

要があることにより，施設貸付収入は増加した。な

お，利用者には新型コロナウイルス感染症対策を

徹底させた。 

学外機関・団体への貸出件数：有料７件延べ 14日，

無料１件延べ２日（３年度：有料８件延べ15 日，無料

１件延べ２日） 

施設貸付料収入：661,025円（３年度：740,575円） 

「サテライトキャンパスひろしま」貸付料収入：

2,683,340 円（3 年度：1,522,510円） 

  
    

 

  【叡啓大学】 

■ 新型コロナウイルス感染状況を注

視しつつ，図書館機能を活かした企画

展示等を実施し，利用者への開放に

努める。 

 

■ 教室等の大学施設の地域・団体

への貸出を適切に行う。 

【叡啓大学】 

■ 新型コロナウイルスの感染状況に配慮しつつ，学

生団体等が主催するイベントに学外からの一般参

加者も受け入れることにより，大学施設の地域への

開放に取り組んだ。 

■ 大学施設の貸出について，利用者の新型コロナ

ウイルス感染症対策を徹底した上で，教室等の貸

出を 42件（施設貸付料収入約1,263千円）行っ

た。 

 

・以上のとおり，新型コロナウイルス感染症の影響によ

り県立広島大学図書館の地域への開放は令和５年

１月から再開となったが，感染症対策を踏まえた施

設貸出を適切に実施したことから年度計画の趣旨に

沿った取組を概ね順調に実施したと評価した。 

 
    

 

１－２ 地域との連携に関する取組 

（１）地域貢献・連携機能の強化 
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55 

★ 

〔地域課題の解決と研究成果

の還元〕 

 学外の多様な主体との連携

を可能とする「プラットフォー

ム」を構築し，企業や地域にお

ける課題解決に積極的に取り

組むとともに，実践的な課題解

決演習や地域課題解決研究等

を通じて，地域課題に対応した

研究活動を推進し，研究成果

の地域への還元を図る。 

【県立広島大学】 

■ 重点研究事業における地域課題

解決研究において，シーズマッチング

の向上や成果活用について，コーディ

ネート業務に更に注力し活性化を図

る。【再掲33・35】 

 

■ 県内産業の振興や地域課題の解

決に資する「地域課題解決研究」を推

進し，ウェブ・サイトの活用や成果発表

会の開催等により，研究成果に係る情

報発信を積極的に行い，地域への還

元効果を高める。【再掲35】 

【県立広島大学】 

■ 小項目No.33に記載のとおり，各キャンパスの地

域連携センターを中心に，担当する自治体との意

見交換会を２回実施し，地域戦略協働プロジェクト

も含めた自治体との連携の質的向上を図った。ま

た，包括協定を締結している市町及び団体等との

協議を活性化させた。 

■ 小項目No.33に記載のとおり，「地域課題解決研

究」のマッチング方法を見直し，市町等の課題によ

り適切に対応できる体制を構築した。 

■ 重点研究の成果報告会をリアルタイムオンライン

配信とし，包括協定先や過去の重点研究事業地域

課題提案者へ向けて，配信に関する広報を行っ

た。 

【県立広島大学】 

■ 学内の異なる専門領域の複数教員によ

る社会的課題に対応した研究の推進及び

自治体や民間企業等の連携を通じた研究

成果の社会への還元のため，研究センタ

ーを設置し運営している。【再掲33】

(55)(56) 

 

 

 

 

 

 

 

【叡啓大学】 

■ 実践的な課題解決演習や体験・実践プ

ログラムの展開について，令和３年１１月

に「叡啓大学実践教育プラットフォーム協

議会」を設立し，令和４年度末時点で１１２

団体が加入している。【再掲47】(55)(56) 

 

 

３ ３   
 

  【叡啓大学】 

■ 企業等学外の多様な主体との連

携の場として構築した叡啓大学実践教

育プラットフォーム協議会の参画企業

と連携し，課題解決演習を実施する。 

【叡啓大学】 

■ １２企業・団体等と連携し，課題解決演習を実施

するとともに，リスキリングをテーマに協議会参画企

業向けにセミナーを開催し，地域との連携を強化し

た。 

 

・以上のとおり，地域課題の解決と研究成果の還元に

おいて，県立広島大学では，各キャンパスの地域連

携センターを中心に，担当する自治体との意見交換

会を開催するなど地域戦略協働プロジェクトを含め

た自治体との連携の質的向上等を図り，また，叡啓

大学では，リスキリングをテーマに協議会参画企業

向けにセミナーを開催するなど，年度計画を順調に

実施した。 

    
 

56 〔連携機能の強化と地域活性

化への貢献〕 

 大学と地域が持つ資源やニー

ズを結び，互いに活かすための

産学官連携や地域連携を総合

的に推進する拠点機能を強化

するとともに，地域産業の振興や

地域社会の活性化に貢献するた

め，企業経営に対するコンサル

ティングや専門的な知的資源の

提供，幅広い領域で地域の政策

課題やまちづくりなどへの助言を

行うことができるシンクタンク機

能の充実を図る。 

【県立広島大学・叡啓大学】 

■ 既存の包括協定先に加え，社会

課題への取組という社会連携活動を

重視するサンフレッチェ広島との令和

３年度に締結した協定を活かし，授業

や講座等で活用することで本学の社

会貢献機能の拡充を図る。 

 

■ 美術館等の「キャンパスメンバー

ズ制度」を活用して，オンラインミュー

ジアムツアーの参加を促進するなど，

同制度の会員校として文化施設の利

活用を促進する。 

 

【県立広島大学・叡啓大学】 

■ 包括的連携協定を締結しているサンフレッチェ広

島との連携公開講座「包括協定記念行事－社会を

変革するために－」を叡啓大学で開催し，サンフレ

ッチェ広島レジーナと県立広島大学及び叡啓大学

学生との対談形式で行った（11/8開催，参加者数

対面22人，オンライン 15人）。 

■ キャンパスメンバーズ制度を活用した，広島交響

楽団のバストロンボーン奏者による特別講義（対面

参加者15人）及び広島県立歴史博物館のミュー

ジアムツアー（参加者33人）を開催した。 

 キャンパスメンバーズ制度利用者数…1,443人 

（３年度812 人，２年度367人，元年度1,252人） 

 
３ ３   
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また，美術館や博物館等と連

携し，双方の資源を有効に利

活用し，地域の活性化に貢献

する。【再掲33】 

【県立広島大学】 

■ 地域基盤研究機構と各部局等が

連携し，自治体や地域団体との意見

交換等により地域社会や産業界の課

題を抽出し，協働で解決策を探る。

【再掲33】

■ 外部資金獲得を目的としたプロジ

ェクト研究センターを社会連携のハブ

機能に重点を置いた研究センターに

改組し，企業や自治体等との連携を強

化する。

【県立広島大学】 

■ 小項目No.33に記載のとおり。

■ 小項目No.33に記載のとおり，地域の課題にこた

えるべく関係者のハブ的存在になることを目的とし

た５つの研究センター（多文化共生や循環型社

会，健康促進など）を設置した。

■ 地域基盤研究機構宮島学センタ

ーにおいて，宮島学研究・教育の成果

を活かした地域との連携活動を推進

する。

■ 地域基盤研究機構宮島学センターにおいて，宮

島学に関する教育・研究・地域貢献活動に取り組

み，宮島歴史民俗資料館で行われた企画展示「宮

島の⻄町」（10/4～12/4）と連携し，授業「宮島

学」や学芸員養成プログラムを学ぶ学生９名ととも

にパネル展示「宮島歴史散歩〜⼤願寺から⼤元神

社まで〜」を実施した。

■ 美術館や学外図書館等と連携し，

公開講座等の事業を実施し，地域の

活性化に貢献する。

■ 図書館との連携公開講座を３件（「海をめぐる文

化誌」，「読み切り文学講座（その１：中国文学）」，

「読み切り文学講座（その２：イギリス文学）」，ひろし

ま美術館との連携公開講座を１件（「旅，それが生

み出す変革」），宇品公民館との連携公開講座を１

件（「日本列島におけるやきもの文化誌」）実施し

た。

【叡啓大学】 

■ 産学官連携・研究推進センター及

び教員が連携し，自治体や地域団体

との意見交換等により地域社会や産

業界の課題について議論し，解決策

の方向性について検討する。

【叡啓大学】 

■ 県内の産業競争力の強化，人口転出超過への

抑制等に貢献するため，DX人材の育成・確保に係

る諸課題の解決に寄与することを目的として設立さ

れた団体に参画した。

・以上のとおり，年度計画を順調に実施した。

57 〔研究シーズの技術移転の促

進〕 

企業等からの共同研究プロジ

ェクトを積極的に受け入れると

ともに，技術・経営相談，指導

など地域企業等との研究交流

や研究シーズの技術移転を進

める。 

【県立広島大学】 

■ 地域基盤研究機構と各部局等が

連携し，各種展示会やイベント，ウェ

ブ・サイトを含むオンラインイベント等の

活用により，地域貢献•連携活動の成

果や実績に関する情報提供を積極的

に行う。

【県立広島大学】 

■ 地域連携センターにおいて，知的シーズに関す

る技術相談に随時対応した。また，知的財産の権

利化を順次進めた。

・本学保有の特許権３件に関し，ベンチャー企業へ

実施許諾 

・本学保有の特許権２件に関し，共有者へ有償譲渡 

・中小企業等との共同研究に基づく特許５件につい

て出願（優先権主張出願を含む）及び出願準備中 

【県立広島大学】 

■ 研究シーズの技術移転の促進につい

て，知的財産の権利化を進めるとともに，

中小企業や共有者等に対して，本学保有

の特許権及び特許を受ける権利を必要に

応じて有償譲渡している。(57)

３ ３ 

70



№ 第三期中期計画 令和４年度 年度計画 
法人の自己評価 評価委員会評価 

年度計画の進捗状況等 中期目標期間における実績等 自己評価 委員会評価 
特記事項 

各年度 中間 各年度 中間 

  ■ 地域連携センターにおいて，技術

移転等に関する相談に随時対応す

る。 

■ ひろしま産業振興機構，広島県発

明協会と協力し，中小企業との共同研

究に基づいたシーズの特許出願を積

極的に行う。 

  
    

 

  【叡啓大学】 

■ 産学官連携・研究推進センター及

び学部が連携し，イベント等の活用に

より，地域貢献・連携活動の成果や実

績に関する情報提供（公開講座等）を

積極的に行う。 

【叡啓大学】 

■ 研究教育の成果を広く地域に公開し，社会人の

教養を高め，技術を修得し，県民の生涯学習を推

進するため，システム思考・デザイン思考などの思

考スキルを学ぶ公開講座を開講し，本学ウェブ・サ

イトにおいても講座を動画配信した。 

■ 企業等と連携して実施している課題解決演習に

ついて，学生と連携先企業がその取組についてトー

クセッションを行うイベントを開催し，本学ウェブ・サ

イト等においても情報発信を行った。 
 

・以上のとおり，年度計画を順調に実施した。 

（特許出願・技術移転実績） 

 R1 R2 R3 R4 

特許出願件数 3件 5件 4件 3件 

技術移転件数 2件 2件 0件 2件 

 

 

 

58 〔産学官交流の推進〕 

 企業ニーズと大学シーズとの

マッチングに資する産学官の

交流会や研究会等を積極的に

開催するとともに，他機関が主

催する同交流会等への教員の

参加を促進する。 

【県立広島大学】 

■ 地域基盤研究機構が中心になっ

て，ひろしま産業振興機構や包括協

定を締結している金融機関，自治体等

が構成員となっている産学官連携組

織等の学外の産学交流支援機関と連

携し，産学連携交流の場を創出する。 

【県立広島大学】 

■ JST の大学発新産業創出プログラム（START）ス

タートアッ プ・エコシステム形成支援事業の Peace 

& Science Innovation Ecosystem（主幹機関広島大

学）に共同機関として参画した。 

■ しょうばら産学官連携推進機構，三次イノベーショ

ン推進会議，三原市起業化促進連携協議会などを

通じて，地域連携，産学連携の課題を抽出し，教

員とマッチングを行った。 

【両大学】 

■ 産学官交流の推進について，JST の大

学発新産業創出プログラム（START）スタ

ートアッ プ・エコシステム形成支援事業の

Peace & Science Innovation Ecosystem

（主幹機関広島大学）への参画をし，大学

の研究成果を生かしたベンチャー企業の

創出を図っている。(58) 

３ ３   
 

  【叡啓大学】 

■ 産学官連携・研究推進センター及

び学部が連携し，企業等との交流会を

開催する等連携を推進する。 

【叡啓大学】 

■ 企業等を対象としたリスキリングに資する公開講

座や，事業創造に関する研修会の開催などを通じ

て，参加企業等との関係性の強化を図った。 

■ 地域活性化の推進を目的として設立された「一般

社団法人広島イノベーションベース」に本学教員が

理事として就任し，起業家ネットワークとの連携体

制を整えた。 

■ DX人材の育成・確保に係る諸課題の解決に寄

与することを目的とした「ひろしまDX人材育成・確

保推進産学協議会」に，設立時会員として参画し

た。 
 
・以上のとおり，年度計画を順調に実施した。 
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（２）地域貢献・連携活動の質的向上 

59 〔地域貢献・連携活動への学生

参加の促進支援及び見える

化〕 

 地域貢献・連携活動への学

生の積極的な参画を促進する

ための支援を強化し，地域が

抱える課題等を学生が主体的

に把握し，実践的な問題解決

能力等の修得につなげる取組

を推進する。また，積極的な広

報活動を展開して，大学の地

域貢献・連携活動の「見える

化」を図る。 

【県立広島大学】 
■ 地域連携センターと各学部等が
連携し，自治体等と協働で実施する地
域貢献事業などの情報を学生に積極
的に提供し，学生の主体的な参加を
促すとともに，その成果を地域連携セ
ンターや各学部等のウェブ・サイト等を
通じて積極的に発信する。【再掲19】 
 
■ 地域戦略協働プロジェクトや研究
センター等を通じて自治体との連携に
おいて学生が主体的に活動できるよう
促進する。 
 
■ 地域連携センターと各学部等が
連携し，学生の学内・学外での多様な
実践活動（地域の行事やイベントを支
援するボランティア，地域課題解決に
係る調査や提案等）への参加を，引き
続き促進する。 
 
■ 学生の主体的な活動を含む地域
貢献･連携事業の成果について，地域
連携センターや各学部等のウェブ・サ
イト等を通じて積極的に発信する。 

【県立広島大学】 

■ 学生の主な活動は，小項目No.19 に記載のとお

り。 

 

■ 学生が中心となって利用できる地域戦略協働プ

ロジェクトの予算化を行い，安芸高田市の地域戦略

協働プロジェクトの一環として地域創生学部の学生

４人が企画した観光まちづくりプラン「広島カラーツ

ーリズム」が催行された。（5/28） 

 

■ 三次市との地域戦略協働プロジェクトの一環とし

て，神杉駅開業100周年記念事業に参画し，生物

資源科学部の学生が考案した三次市等の特産品

を使用したオリジナル弁当「神杉縁線弁当」を販売

した。（11/20） 

 

■ 学生の自主的活動を含む地域貢献・連携の成果

について，地域連携センターや各学部等のウェブ・

サイト，SNS，テレビ・新聞報道等を通じて積極的に

発信した。 

【両大学】 

■ 地域貢献・連携活動への学生参加の促

進支援及び見える化について，地域が抱

える課題等を学生が主体的に把握し，実

践的な問題解決能力等を修得する取組を

行っている。(59) 

 

【県立広島大学】 

・健康科学科学生が広島県教育委員会や広

島市水産課主催のレシピコンテストに応募

し，令和２年度「ひろしま給食100 万食プ

ロジェクト」協賛企業・団体特別賞，「広島湾

七大海の幸レシピグランプリ」を受賞（令和２

年度） 

・健康科学科学生が「西区元気じゃけん定食

レシピコンテスト」に応募し，書類選考と調理

及びプレゼンテーションによる実食選考の

結果，80 作品の中から最優秀賞を受賞

（令和３年度） 

・安芸高田市の地域戦略協働プロジェクトの

一環として地域創生学部学生が観光まちづ

くりプラン「広島カラーツーリズム」を企画・

催行（令和４年度） 

３ ３   
 

  【叡啓大学】 
■ 自治体等と協働で実施する地域
貢献事業などの情報を学生に積極的
に提供し，学生の主体的な参加を促
す。 
■ 学生の学内・学外での多様な実
践活動（地域の行事やイベントを支援
するボランティア，地域課題解決に係
る調査や提案等）への参加を引き続き
促進する。 
■ 学生の主体的な活動を含む地域
貢献･連携事業の成果について，大学
のウェブ・サイト等を通じて積極的に発
信する。 

【叡啓大学】 

■ 企業等が実施する学生との共同プロジェクトにつ

いて，６０件を超えるプロジェクトを学内イントラネット

を活用して情報発信し，学生の主体的な参加を促

した。 

■ 令和５年５月に開催される広島サミットに関連した

イベント（「Ｙ７サミット参加者と県内学生との交流プ

ログラム」）について，広島サミット県民会議事務局

と調整し，同イベントの企画運営に本学の学生団体

の参画を実現した。 

■ 自治体等と協働で実施する地域貢献事業などの

情報を教員等を通じて学生に積極的に提供した。

地域清掃活動（2/4実施）には，３６人が参加した。 

■ 叡啓大学のコミュニティコモンズを活用した学生

主催のイベントを開催し，地域との交流事業（３件の

べ８回）を進めた。また，広島市が市民に開放して

いる花壇（栄橋ひろばふれあい花壇）を借り受け，

学生・教職員が協働して整備し，地域と交流した。 

【叡啓大学】 

・企業等が実施する学生との共同プロジェクト

について，６０件を超えるプロジェクトを学生

に情報発信し，学生の主体的な参加を促

進した。（令和４年度） 

・コミュニティコモンズを活用した学生主催の

イベントを開催し，地域との交流事業（３件

のべ８回）を進めた。（令和４年度） 
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■ これらについては，大学のウェブ・サイト，SNS 等

を通じて積極的に発信した。 

 

・以上のとおり，年度計画を順調に実施した。 

Ⅳ 大学運営の効率化（法人経営に関する目標）を達成するために取るべき措置 

２ 大学連携推進に関する取組 

60 〔大学連携の推進〕 

 多様な主体との連携を可能と

する「プラットフォーム」を構築

し，企業や地域における課題解

決に積極的に取り組むととも

に，県内他大学との単位互換

や共同講座の開講など，大学

連携を推進する。【再掲55】 

【県立広島大学】 

■ 一般社団法人教育ネットワーク中

国と連携し，ＳＤ・ＦＤ研修会の共催

や，高大連携研究交流会を開催する

とともに，同加盟大学等とともに大学連

携事業を推進する。 

 

【県立広島大学】 

■  「文部科学省WWL（ワールド・ワイド・ラーニン

グ）コンソーシアム構築支援事業」の連携大学とし

て，大学の授業の先取り履修（アドバンスト・プレイス

メント）の取組に本学から５科目を提供し，拠点校等

の高等学校２校の生徒計８人が受講した。 

■ 広島市立大学との連携公開講座「ひろしまを考え

る」（全４回），「世界を知る」（全４回）を開催し，延

べ 125 人が受講した。 

【県立広島大学】 

■ 学内の異なる専門領域の複数教員によ

る社会的課題に対応した研究の推進及び

自治体や民間企業等の連携を通じた研究

成果の社会への還元のため，研究センタ

ーを設置し運営している。【再掲55】(60) 

３ ３   
 

  ■ 県内他大学等との連携の一環とし

て，単位互換制度の運用に取り組む。 

■ 一般社団法人教育ネットワーク中国の単位互換

事業に10 科目を提供した。 

 
    

 

  ■ 県内の他大学と共同運用している

学術情報リポジトリを活用し，県立広島

大学の教育・研究成果報告等の収集・

保存並びに公開を推進する。 

■ 学術情報リポジトリを，県内他大学と共同で運用し

た。 

URL： http://harp.lib.hiroshima-u.ac.jp/pu-hiroshima/ 

リポジトリ登録総数：1,472件（1,450件）， 

閲覧・ダウンロード数：28,042件／月（26,550 件）  

 ※（ ）は令和3年度 

 
    

 

  【叡啓大学】 

■ 一般社団法人教育ネットワーク中

国の枠組みを活用し，県立広島大学

を含む県内他大学等との単位互換制

度に参加し，運用を開始する。 

 

【叡啓大学】 

■ 一般社団法人教育ネットワーク中国の枠組みを

活用した単位互換制度で延べ４名の学生（県立広

島大学３名，広島女学院大学１名）が本学の授業

を履修した。 

 

・以上のとおり，年度計画を順調に実施した。 

【叡啓大学】 

■ 実践的な課題解決演習や体験・実践プ

ログラムの展開について，令和３年１１月

に「叡啓大学実践教育プラットフォーム協

議会」を設立し，令和４年度末時点で１１２

団体が加入している。【再掲55】(60) 

    
 

61 〔サテライトキャンパス活用〕 

 サテライトキャンパスひろしま

において県内大学の連携を推

進するとともに，教育活動や地

域貢献事業などに取り組む。 

【県立広島大学・叡啓大学】 

■ 一般社団法人教育ネットワーク中

国や同加盟大学等とともに，「サテライ

トキャンパスひろしま」を地域の教育拠

点及び学生・社会人の交流拠点として

活用する。 

■ 新型コロナウイルス感染症対策を

施した上で，地域連携センターが主催

する，対面で実施可能な各種公開講

座等を「サテライトキャンパスひろしま」

において開講するほか，自治体や 

【県立広島大学・叡啓大学】 

■ サテライトキャンパスひろしまの活用は，新型コロ

ナウイルス感染症の影響で限定的な範囲になった

ものの，256件（148件）延べ 9,334人（3,876

人）の利用があった。 

 （内訳）大学連携による利用28件（26 件），本学ま

たは他大学利用46件（13件），一般利用182件

（109件） ※（ ）内は３年度実績 

 

 ３ ３   
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  美術館･博物館と連携し，同施設の利

用促進を図る。 

■ 本学教員が運営にかかわる他大

学の教員と連携した研究会や講座な

どの会場として「サテライトキャンパス

ひろしま」の積極的な活用を図る。 

■ サテライトキャンパスにおいて，地域基盤研究機

構教員による講座（多文化共生，参加者31人）及

びセミナー（東アジア情勢，参加者52人）を実施し

た。 

 

・以上のとおり，年度計画を順調に実施した。 

  

３ 学生支援に関する取組 

62 

 

〔学修支援〕 

入学後の補習や初年次教育

科目の充実等により，大学教育

への円滑な移行を支援するほ

か，チューターが行う学修支

援，シラバスシステムの運用，

キャリア・ポートフォリオ・ブック

の活用，ＩＣＴ教材やｅラーニン

グ教材の整備など，学生の学

修意欲を引き出す取組を実施

する。 

また，学生選書を含む蔵書や

電子ジャーナル等の充実を図

る。 

【県立広島大学】 

■ 各学部・学科において，学修支援

の一環として，教育プログラムの構造

の明示，チューターによる学修支援，

キャリア・ポートフォリオ・ブックの活用

支援，ｅラーニング教材の活用等に取

り組む。 

【県立広島大学】 

・小項目No.3，No.５，No.17，No.64に記載のとおり。 

【両大学】 

■ 学修支援について，入学後の補習や初

年次教育科目の充実等により，大学教育

への円滑な移行を支援するとともに，学生

選書を含む蔵書や電子ジャーナル等の

充実を図っている。(62) 

 

【県立広島大学】 

■ 初年次の必修科目である「大学基礎セミ

ナーⅠ・Ⅱ」や「アカデミックライティング」

について，少人数の演習形式（１クラス 15

人前後）で実施し，クラス担当教員による

きめ細やかな指導をすることで，大学教

育への早期適応を目指している。(62) 

■ 令和２年度から「入門演習」を開講し，学

生の習熟度に応じた補習授業を提供して

いる。(62) 

■ 「図書等整備方針」に基づき，学術雑

誌，電子ジャーナル等の見直しを行うとと

もに，12,988件（複数購入を含む）の書誌

等を整備している。（令和４年度実績） 

(62) 

 

３ ３   
 

 ■ 全学共通教育科目で初年次に開

講する「大学基礎セミナーⅠ・Ⅱ」や

論理思考表現科目群の授業を全学的

な協力の下で運営するとともに，チュ

ーター制度の充実を図り，新入生の大

学への移行を支援する。 

■ 初年次の必修科目で，大学での学修に必要な技

法（アカデミックスキル）や，健やかな大学生活を

送るための知識や習慣を身に付けるための科目

「大学基礎セミナーⅠ・Ⅱ」と，大学の学修に欠か

せないレポート，論文の書き方の基礎を重点的に

学ぶことを目的とする論理思考表現科目群の「アカ

デミックライティング」について，１年次の第１クォー

ターから第３クォーターに順次の開講を，少人数の

演習形式（１クラス15人前後）で実施し，クラス担

当教員によるきめ細やかな指導により，大学教育

への早期適応を目指した。また，キャンパス代表を

中心とする教員が綿密に連携して丁寧な指導を行

った結果，学生の授業評価（満足度）は総じて高い

ものであった。 

■ 「大学基礎セミナーⅠ」において，学長・副学長

等の講演や図書館ガイダンスを対面で行うことによ

り，初年次教育の充実を図った。 

    
 

  ■ 各学部・学科・コースの在学生の

実態や必要性に応じて，入学直後の

履修指導や入門演習（全学共通教育

科目），定期的な個別面談，国家試験

受験対策指導等による学修支援を適

切に組み合わせて，着実に行う。 

■ 令和２年度入学生から卒業要件単位外科目とし

て「入門演習」（全学共通教育科目）を開講し，学生

の習熟度に応じた補習授業を提供した。各授業の

履修者は次のとおり。 

 英語入門演習81人，数学入門演習７人，国語入門

演習３人，社会入門演習２人，生物入門演習27

人，物理入門演習55人 

 

■ 個別面談や学生支援については，小項目No.５，

No.20，No.64 に記載のとおり。 
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  ■ 学生による書誌の一層の利用を

促進するため，利用状況が良好な「学

生選書」の取組を継続する。 

■ 学生による書店での現物選書を実施し，各キャン

パスで展示した。 

 参加学生数：22人，選書冊数：856冊（令和３年参

加学生数12 人，選定冊数：156冊） 

 
    

 

  ■ 現行の「図書等資料の整備方針」

に基づいて，ニーズの高い書誌の活

用環境の整備に努める。 

■ 学術情報センターにおいて，主体

的学修の促進につながる適切な学修

環境を提供する一環として，図書館の

開館時間の拡大を引き続き試行する

とともに，図書館ガイダンス，文献検索

ガイダンス，データベース活用講習

会，学外講師による各種講習会等を

開催し，図書館の効果的な活用を図

る。 

■ 「図書等整備方針」に基づき，学術雑誌，電子ジ

ャーナル等の見直しを行うとともに，12,988件（複

数購入を含む）の書誌等を整備した。 

 https://www.pu-

hiroshima.ac.jp/uploaded/life/52868_130977_misc.pdf 

■ 小項目No.７に記載のとおり，シラバスに掲載する

課題等の提示について領域ごとに教員相互の点検

を行うとともに，学術情報センターと各学部・学科等

が連携し，学科推薦図書及びコースカタログ掲載

図書（1,033冊）を整備した。 

■ 宅配による図書資料の貸出・返却や郵送による

館内資料の文献複写を実施することにより，学内利

用者に対し図書館サービスを提供した。 

■ 図書館の開館時間拡大（無人開館）の試行は，

新型コロナウイルス感染拡大防止対策を徹底する

観点から，令和３年度に引き続き実施を見送った。 

■ 新入生を対象とした「大学基礎セミナー」におい

て，図書館の使い方や文献検索方法を内容とする

ガイダンスを実施した。 

■ 学修支援のため，「プレゼンテーションワークショ

ップ（ベーシック編）」（参加者：学生11 人），「教え

て！レポートの書き方講座（基本編）」（参加者：学

生15人）を実施した。 

 

 

 

 

 

 

    
 

  【叡啓大学】 

■ 開学年度のカリキュラム実施を通

じて認識できた必要な改善事項とし

て，英語集中プログラムにおけるeラ

ーニング教材の見直しや新型コロナウ

イルス感染拡大によるハイブリッド授業

等に必要な授業補助員の配置などを

行い，教育の質を向上させる。 

 

■ 入学直後の導入プログラムである

「ジャンプスタートワークショップ」を初

年度に引き続き実施し，学生が叡啓

大学の特徴的な教育に意欲を持って

参加できるよう支援する。 

【叡啓大学】 

■ 英語集中プログラム（IEP）のｅラーニング教材に

関し，令和３年度の実績を踏まえて，使用する教材

の見直しを行い，IEPを修了した２年次生も継続し

て学習できる教材（４教材）を新たに導入し，学生

の英語力の一層の向上に活用できる学習ツールを

提供した。 

■ 「ジャンプスタートワークショップ」において，カリキ

ュラム等のガイダンス，集中講義として「ソーシャル

システムデザイン入門」，「課題解決入門」を開講

するとともに，社会課題に対する意識や当事者認

識をさらに醸成するために SDGsカードゲームを導

入するなど，在学期間における目標設定や学修 

 意欲の向上を図った。 

【叡啓大学】 

■ ジャンプスタートワークショップ（JSW）を

毎年実施し，学生の４年間の学びの意識

付けを行うとともに，必修科目「ソーシャル

システムデザイン入門」「課題解決入門」

におけるグループ学習を通じて，学生同

士の関係性の構築を推進している。(62) 

 

■ 英語集中プログラム（IEP）における eラ

ーニング教材について，毎年の実施結果

に基づいた見直しを実施している。(62) 
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■ 英語のライティング・チューター制

度を整備し，学生間での学修支援体

制を構築する。

■ 授業において，実務家等のゲスト

スピーカー招聘や，フィールドワークの

実施ができるようにし，学生の学修意

欲向上に取り組む。

■ 開学後の２年間で図書室の図書

等を重点的に整備するため，学修に

有用となる書籍やデータベースの購

入を継続するとともに，データベース

の活用に係る講習会などを企画し，図

書館の利用を促進する。

■ 各開講科目で必要に応じてゲストスピーカーの招

聘や課題解決演習等でのフィールドワークを実施

することで，より実践的な教育に取り組み，学生の

学修意欲の向上を図った。

■ 令和３年度に引き続き，学術情報WGを中心に

検討して書籍やデータベースの拡充を行い，学

生・教員の研究支援を行うとともに，新たに導入し

たデータベースの利用説明会を開催するなど，より

効果的な図書室の利用に向けた取組を実施した。

・以上のとおり，年度計画を順調に実施した。

■ 開学後の２年間において，学術情報WG

で図書整備の方針を策定し，学修に有用

な書籍やデータベースの調達をするととも

に，JSW の図書室ガイダンスで，図書室

の利用方法やデータベースの活用に関す

る説明会などを行い，図書室の利用を促

進している。(62)

63 〔課外活動支援〕 

 サークル活動に対する支援，

全学サークル活動発表会やス

ポーツ大会の開催，学生表彰

制度の実施など，学生の自己

形成の場として，課外活動を幅

広く支援する。 

【県立広島大学】 

■ 大学教育実践センターにおいて，

新型コロナウイルス感染拡大の状況を

注視しながら，学生の自主的課外活

動（３キャンパス交流スポーツ大会，

いきいきキャンパスライフ・プロジェク

ト，ボランティア活動等）や大学祭開催

に向けた支援を行う。

【県立広島大学】 

■ 学生の自主的課外活動について，新型コロナウイ

ルス感染症の感染状況を踏まえ，３キャンパスで

の交流スポーツ大会は中止し，広島及び庄原キャ

ンパスにおいて，学友会等の学生を中心としてスポ

ーツ大会を実施した。（参加者数：広島10/15，98

人，庄原10/29，120人）

３ ３ 

■ 県立広島大学の名誉を著しく高め

た学生・団体への表彰制度を活用し，

対象者を適切に表彰する。

■ 「いきいきキャンパスライフ・プロジェクト」につい

て，コロナ禍での実施が可能となるようオンラインを

積極的に活用した企画も可とし，３件の応募企画を

審査し，２件を採択した。

（採択テーマ） 

〇比婆牛PR プロジェクト（庄原） 

〇アビー教授雪だるまを作ろう IN 庄原キャンパス

（庄原） 

■ 大学祭実施要領を新たに定め（9/7施行），同要

領に則って３キャンパスで令和４年度大学祭を対

面で開催した。

〇広島及び三原キャンパス：対面，学内者限定 

〇庄原キャンパス：対面・オンライン，事前予約によ

り学外者（保護者，地元高校生，地域住民）も参加 

■ 学生のボランティア活動を促進するため，ボラン

ティアポイント制度（８件），ボランティア助成（海外

１件）を採択した。

■ 学生表彰制度により，学業成績優秀者67人，各

種活動等優秀者個人８人，団体１を顕彰した。
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  【叡啓大学】 

■ 新型コロナウイルス感染拡大の状

況を注視しながら，学生の自主的課外

活動を支援する。 

 

■ 叡啓大学の名誉を著しく高めた学

生・団体への表彰制度を活用し，対象

者を適切に表彰する。 

【叡啓大学】 

■ 課外活動支援の一環として，大学が公認した学

生団体に対する活動費助成制度を開始した。 

■ 新型コロナウイルス感染症の感染状況や活動基

準を踏まえた上で，学生のクラブ活動やイベント開

催等の各種活動が実施できるよう支援した。 

■ 人命救助に貢献した学生１名を被表彰者と認め，

表彰した。 

 

・以上のとおり，年度計画を順調に実施した。 

      

64 〔学生の自己形成支援〕 

キャリア・ポートフォリオ・ブッ

クの活用や，コース選択に資す

るきめ細やかな履修指導を行

うことによって，学生の自己形

成を支援する。 

【県立広島大学】 

■ 各学部・学科等において，キャリ

ア・ポートフォリオ・ブックを用いた期初

面談等，きめ細やかな履修指導を行

うことにより，学生の自己形成を支援

する。 

■ 新設学部・学科等の教育課程に

おいて，主専攻プログラムや副専攻プ

ログラムの履修などを通じて，個々の

学生が描く将来像の実現につながるよ

う，きめ細かな学修支援を行う。 

【県立広島大学】 

■ 大学教育実践センターと教学課並びに各学部・

学科等が連携して，キャリア・ポートフォリオ・ブック

を活用した学生とチューター教員との期初面談（年

２回）の定着を図った。 

■ 経過選択制の学生に対する面談については，各

コースの教員により希望するコースに応じて支援が

できる体制をとるとともに，希望が定まっていない

学生にはチューター全員で対応した。 

■ 副専攻プログラムについては，小項目№11 に記

載のとおり。 

【県立広島大学】 

■ 学生の自己形成支援について，キャリ

ア・ポートフォリオ・ブックを活用した学生と

チューター教員との期初面談（年２回）の

定着を図り，学生の自己形成を支援してい

る。(64) 

 

３ ３ 
   

  【叡啓大学】 

■ 学生が自らの卒業後の進路を考

え，社会で活躍するモチベーションの

向上を促すために，学生に対するコー

チングの実施，社会で活躍する者を

講師とするイブニングラウンジの実

施，起業支援の環境づくり，キャリア・

ポートフォリオ・ブックの活用等の取組

を行うことにより，学生のコンピテンシ

ーの育成を目指す。 

【叡啓大学】 

■ 学生が卒業後の進路イメージを明確化し，着実

かつ計画的に適切な学修を進めていけるよう，４

月，１０月，２月にコーチングを実施した。 

■ 客員教授をはじめ，社会起業家や企業家等の社

会の一線で活躍する著名な方々によるイブニング

ラウンジを合計１１回開催した。 

■ 起業志向の学生に対応すべく，広島の起業家が

参加する「一般社団法人広島イノベーションベー

ス」の設立に参画するとともに，今後の具体的な連

携について調整を進めた。 

■ キャリアガイダンスを開催し，自己分析や計画的

なキャリア形成など自らキャリアをデザインすること

の重要性について意識の醸成を図った。 

 

・以上のとおり，年度計画を順調に実施した。 

【叡啓大学】 

■ 学生が卒業後の進路イメージを明確化

し，適切な学修を進めていけるよう，コー

チングを実施するとともに，客員教授をは

じめ，社会起業家や企業家等の社会の一

線で活躍する著名な方々によるイブニン

グラウンジを開催している。(64) 
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65 

◆ 

〔就職支援〕 

 就職ガイダンスや企業説明

会の開催に加え，就職支援情

報システムの効果的な活用を

図るとともに，キャリアアドバイ

ザーの配置や教員による求人

開拓・インターンシップ受入れ 

先の拡充のための企業等訪問

など，きめ細かな取組を行う。 

また，キャリアサポーター

（卒業生の登録者）の意見や助

言を，在学生のキャリア教育や

進路選択に活かす取組を推進

する。 

併せて，留学生に対する就

職支援策について検討する。  

 

〔数値目標：就職希望者の就職

率 … 100％〕 

〔数値目標：進路決定の満足

度 … 90％〕 

【県立広島大学】 

■ キャリアセンターにおいて，各部

局等と連携して，就職ガイダンス，企

業と学生との合同業界研究会，卒業

生の在籍する企業の見学等を実施す

るとともに，個別相談，求人情報の提

供等，きめ細かなキャリア形成・就職

支援を行う。 

【県立広島大学】 

■ キャリアセンターにおいて，各学部・学科等と連

携して，就職ガイダンスや個別相談を実施するとと

もに，以下のキャリア形成・就職支援事業などを実

施した。 

①キャリア教育の充実を目的とし，労働法，金融，健

康管理の知識を身に付けるための科目として「ライ

フデザイン」を開講 

②就職活動ガイドブックを作成し，３年次生全員に配

付（就職ガイダンス） 

③保護者向けリーフレットを作成し，３年次生の保護

者に前期成績表とともに送付 

④各種試験（公務員・教員採用・就職筆記試験）対策

講座の実施 

⑤教職（栄養教諭含む）を志望する学生への模擬面

接試験及び卒業生による就職講話を実施 

⑥ハイブリッドによるインターンシップ説明会を実施（４

/19，１回開催，参加数36人） 

⑦対面（少人数）とオンラインを併用した業界研究会

の実施（計１回145名参加） 

⑧就職ガイダンスの対面実施（参加できなかった学

生に対してはオンデマンド提供） 

⑨オンライン・メール・対面を併用したキャリア相談の

実施 

⑩卒業予定者（回答者数（325人，同回答率

（59.5％））及び卒業生（回答数（84人，同回答率

（14.4％））対象アンケートの実施 

⑪学部学科・コースでの専門的な学びを活性化する

産学連携の地域人材育成プログラム「けんひろイン

ターンシップ」を開催し，金融，食品業界の企業２

社に，計４人が参加した。 

 

なお，「企業と学生との合同就職懇談会」「キャリア教

育シンポジウム」は新型コロナウイルス感染拡大防止

のため見送ることとし，代替として上記⑥⑦を実施し

た。  

 

■ キャリアセンターにおいて，就職未決定者等の希

望者に対して少人数での「何でも相談会」の実施

（計10 回）や，求人票等情報提供を行うための掲

示板（Teams）を設置した。 

 【県立広島大学】 

■ 就職支援について，就職ガイダンスや個

別相談を実施するとともに，キャリア形成・

就職支援事業などを実施している。(65) 

・キャリア教育の充実を目的とし，「ライフデ

ザイン」「キャリアビジョン」「インターンシッ

プ」を開講 

・各種試験（公務員・教員採用・就職筆記試

験）対策講座の実施 

・教職（栄養教諭含む）を志望する学生への

模擬面接試験及び卒業生による就職講話

を実施 

・対面とオンラインを併用した業界研究会の

実施 

 

■ また，今後の就職支援の拡充を図るた

め，卒業予定者及び卒業生対象アンケー

トを実施している。(65) 

 

 

No.65数値目標「就職希望者の就職率」（令

和２年度～） 

 R2 R3 R4 

目標 100％ 100％ 100％ 

実績 100％ 100％ 98.8％ 

 

No.65数値目標「進路決定の満足度」（令和

２年度～） 

 R2 R3 R4 

目標 90％ 90％ 90％ 

実績 89.1％ 90.6％ 95.4％ 
 

３ ３   
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№ 第三期中期計画 令和４年度 年度計画 
法人の自己評価 評価委員会評価 

年度計画の進捗状況等 中期目標期間における実績等 自己評価 委員会評価 
特記事項 

各年度 中間 各年度 中間 

■ 大学教育実践センターと各学部・

学科が連携し，全学共通教育・キャリ

ア開発科目「キャリアビジョン（デベロッ

プメント）」，「インターンシップ」，「ライ

フデザイン」等の履修を促進する。

■ 産学連携によるグローバル人材

育成事業，中四国産学連携合宿授

業，ディベート演習合同合宿事業等の

充実を図る。

■ 大学教育実践センターと各学部・学科が連携し，

「キャリアビジョン」（受講者数83人），「インターン

シップ」（受講者数36人），「ライフデザイン」（受講

者数78人）等のキャリア科目の履修を促進した。

■ 中国四国産学連携合宿授業は新型コロナウイル

ス感染拡大防止のため実施を見送った。その代替

としてオンラインによるインターンシップ説明会及び

対面（少人数）とオンラインを併用した業界研究会

を実施した。

■ ディベート演習については，前半（予選）をオンラ

インで，後半（本選）を対面のハイブリッド形式で実

施した。（参加者数28人）

■ キャリアセンターにおいて，卒業

予定者を対象とするキャリアセンター

満足度調査を実施し，調査結果を検

証し，関係各事業の改善につなげる。

〔就職希望者の就職率 … 100％〕 

〔進路決定の満足度 … 90％〕 

■ 自動車メーカーや金融・保険，食品卸，小売等の

15 社が参画した学内業界研究会をハイブリッドで

開催（２/16～）し，３年次生を中心に延べ145人

が参加した。本学卒業生の参加もあり，先輩から会

社説明やアドバイス等を受ける機会となった。

■ 健康科学科とキャリアセンターの共催で，３年次

生を対象とした「業界・企業研究（卒業生３人の講

話）」（参加者数36人）及び就職内定後の４年次

生８人による「就活シンポジウム」（参加者数34

人）を実施し，学科独自のキャリア理解の促進を図

った。

〔就職希望者の就職率：学部98.8％，助産学専攻科

100％，修士課程・博士課程前期96.3％，博士課

程後期100％〕 

〔進路決定の満足度…95.4％〕 

【叡啓大学】 

■ 本格的な就職活動時期である３

年次（１期生は令和５年度）に，適切な

就職支援ができるように，必要な準備

を進めるとともに，２年次から履修する

企業等と連携した課題解決演習や体

験・実践プログラムを通して，主体性・

積極性・戦略性などのコンピテンシー

の育成に取り組み，学生が起業も含め

た自らが望む進路選択ができるように

取り組む。

【叡啓大学】 

■ 学生のキャリアデザインを総合的に支援する「キ

ャリアデザインオフィス」の令和５年４月開設に向け

て，キャリアデザインオフィスの施設整備を図るとと

もに，組織体制を整理の上，配置するキャリアアド

バイザーを選考し任用を決定した。

■ 広島県労働局に無料職業紹介の届出を行うとと

もに，求人情報の受付と学生へ情報提供等を行う

システムの導入の準備に取り組んだ。

■ 学生向けのキャリアガイダンスを２回実施し，ま

た，教職員に対して2023年度卒採用計画と進

捗，2024年度卒採用の見通し等について説明会

を開催した。

【叡啓大学】 

■ 学生のキャリアデザインを総合的に支援

する「キャリアデザインオフィス」の開設や

キャリアアドバイザーの配置など，令和５

年度から本格化するキャリア支援に係る

事前の整備を進めるとともに，学生向けの

キャリアガイダンスを実施した。(65)
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№ 第三期中期計画 令和４年度 年度計画 
法人の自己評価 評価委員会評価 

年度計画の進捗状況等 中期目標期間における実績等 自己評価 委員会評価 
特記事項 

各年度 中間 各年度 中間 

   ■ 起業志向の学生に対応すべく，広島の起業家が

参加する「一般社団法人広島イノベーションベー

ス」の設立に参画するとともに，今後の具体的な連

携について調整を図った。 

■ １２企業・団体等と連携した課題解決演習の実施

や，体験実践プログラムにおいては，３４企業・団体

等によるインターンシップ・ボランティアプログラム

の実施により，学生のコンピテンシー育成に取り組

んだ。 

 

・以上のとおり，県立広島大学の就職支援において，

キャリアセンター及び各学部・学科等が連携して，キ

ャリア形成・就職支援事業を行うことにより，数値目

標を概ね達成した。また，叡啓大学では，本格的な

就職活動時期である３年次（１期生は令和５年度）

に，適切な就職支援ができるように必要な準備等を

進めた。こうした取組を通じて，年度計画を順調に実

施した。 

 
    

 

66 〔キャリア・アドバイザリー・ボー

ドの設置〕 

 新たに構築する「プラットフォ
ーム」を活用し，企業や地方公
共団体等との連携を活かした
相互交流やインターンシップを
実施するほか，協力企業の社
員をメンターとして登録し，学
生がキャリア設計に関してアド
バイスを受けられる「キャリア・
アドバイザリー・ボード」を構築
する。 

【叡啓大学】 

■ 課題解決演習，体験・実践プログ

ラムの協力企業の社員を中心にメンタ

ーとして登録をすすめ，学生がキャリ

ア設計についてアドバイスを受けられ

る仕組みを整える。 

【叡啓大学】 

■ 学生がキャリアについてのアドバイスを受けられ

る仕組みとして，キャリアメンター制度（令和４年度

登録者：３名）を開始した。 

 

・以上のとおり，年度計画を順調に実施した。 

 
３ ３   

 

67 〔卒業生に対するキャリア支

援〕 

 各学科，卒業生等と連携し

て，卒業生のキャリアや職場で

の悩みなどに関する相談窓口

機能の充実を図る。 

【県立広島大学】 

■ キャリアセンターと各部局等が連

携し，就職未決定者等のうち希望者に

対する既卒者向け求人情報の配信や

オンラインを活用した面談等により，卒

業生に対する支援を継続する。 

 

 

■ 卒業生に対してきめ細やかなキャ

リア支援を行うため，卒業生を対象と

するアンケートの回収率の向上につな

がる具体的方策を検討する。 

【県立広島大学】 

■ キャリアセンターの職員やアドバイザーが，卒業

生の転職や教員採用試験等に関する相談に対応

した。（来学相談15件，電話及びオンライン相談

13 件） 

 

■ 卒業生を対象とするアンケートについて，回収率

の向上を目指し，令和元年度から継続してウェブ形

式で実施した。また，人事部に所属する卒業生に

ついては，キャリアセンターから卒業生アンケート

への回答を個別に依頼し，回収率の向上に努め

た。（令和４年度回収率14.4％） 

 

 
３ ３   
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№ 第三期中期計画 令和４年度 年度計画 
法人の自己評価 評価委員会評価 

年度計画の進捗状況等 中期目標期間における実績等 自己評価 委員会評価 
特記事項 

各年度 中間 各年度 中間 

  また，各学科，卒業生等と連携して，

卒業生のキャリアや職場での悩みなど

に関する相談窓口機能の充実を図

る。 

■ 小項目№65 に記載のとおり，教職（栄養教諭含

む）を志望する学生に対して卒業生による就職講

話を実施した。 

■ 健康科学科において，学科教員が得た求人情報

17 件を卒業生に提供し，卒業生１人が転職につな

げた。 

 

・以上のとおり，年度計画を順調に実施した。 

 

     
 

68 

★ 

〔学生生活の支援〕 

 チューター制度を効果的に

運用するとともに，心理的不適

応等の諸問題を抱えた学生の

早期発見のための対応フロー

の運用，学生の相談への適切

な対応など，様々な課題を有

する学生への支援を行う。 

また，事故や災害等への対

応及び感染症対策や薬物乱用

防止対策の実施など，学生の

心身の健康維持に資する支援

を行う。 

【県立広島大学】 

■ 在学生対象の学生意識調査を実

施するとともに，投書箱（ご意見箱）を

引き続き運用し，学生の要望を的確に

把握し，関係部署と連携して対応す

る。 

 

■ 性の多様性に関する基本理念・対

応ガイドラインに基づく啓発事業を，ワ

ーキンググループを中心に継続して

行う。 

 

 

 

 

■ 各部局・チューターと学生相談室

等とが連携し，欠席日数の多い学生や

休学中の学生に対するチームによる

支援を継続する。 

【県立広島大学】 

■ 学生意識調査については，小項目No.８に記載の

とおり。 

■ ご意見箱等により学生の要望を聴取し，迅速な対

応ができる体制を維持するとともに，意見に対する

対応状況を学生掲示板に掲出した。また，ご意見

箱も運用し，14件の相談を受けた。 

■ 大学教育実践センターにおいて，性の多様性に

関する学生支援ワーキンググループを２回実施し，

啓発事業の計画・評価等を行った。また，学生を対

象に性の多様性への理解を深めるため次の講演

会を実施した。 

 「LGBTQを知ろう！性の多様性について知る・考え

る」（12/22，参加者数163人） 

 

■ 各キャンパスにおいて学生相談担当者会議を行

い，コロナ禍での学生の適応状況を把握するととも

に，チューターと学生相談室，教学課が連携し支

援（カウンセラーやチューターによる面談・指導）に

取り組んだ。 

■ 各学部と教学課，学生相談室が連携して，必修

科目や基幹科目における学生の授業出席状況を

把握し，欠席日数の多い学生に対してオンライン・

対面による面談などを通じて早期の対応を図った。 

■ 経過選択制の学生に対する面談については，小

項目№64に記載のとおり。 

【県立広島大学】 

■ 学生生活の支援について，キャンパスご

とに学生相談担当者会議を行い，コロナ禍

での学生の適応状況を把握するとともに，

チューターと学生相談室，教学課が連携

し，カウンセラーやチューターによる面談・

指導などの支援を行った。(68) 

 

■ 各学部と学生相談室，教学課が連携し

て，必修科目や基幹科目における学生の

授業出席状況を把握し，欠席日数の多い

学生に対してオンラインや対面による面談

を行い，早期の対応を図っている。(68) 

 

３ ３   
 

  ■ 大学教育実践センターにおいて，

事故や災害等への対応及び感染症対

策や薬物乱用防止対策の実施など，

学生の心身の健康維持に資する支援

を行う。また，事故や災害等への対処

のために，学生，教職員の連絡網の

定期的な見直しと安否確認演習を行

う。 

■ 安心安全な学生生活を送ることができるよう，ガ

イダンスの実施と資料配付により，学生を取り巻くリ

スクとその軽減に資する注意喚起を行った。 

■ 新入生オリエンテーションにおいて，学外の関係

機関と連携して「防犯・交通安全講習」を開催する

とともに，薬物乱用防止に資する講習を行い，学生

の意識啓発を図った。 
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№ 第三期中期計画 令和４年度 年度計画 
法人の自己評価 評価委員会評価 

年度計画の進捗状況等 中期目標期間における実績等 自己評価 委員会評価 
特記事項 

各年度 中間 各年度 中間 

   ■ 広島キャンパスにおいて，学外の関係機関と連

携して，各サークルの代表等を対象とした AED救

急蘇生法講習会を実施した。（12/8学生29人，

教職員３人） 

■ 教学課において，緊急時の安否確認に必要な学

生の連絡網を更新するとともに，教学システムを活

用した学生対象の安否確認訓練を実施し，無回答

の学生に対してはチューター等を通じて再度の連

絡を試み，すべての学生から回答を得た。 

      

  ■ コロナ禍による経済的支援を，大

学教育実践センターが学内関係部署

や同窓会等と連携し，コロナ禍の状況

を踏まえながら実施する。 

 

 

 

 

 

 

■ 各部局等において，オフィスアワ

ーの周知を徹底し，その利用促進を

図る。 

■ 小項目№８に記載のとおり，大学教育実践センタ

ーにおいて「授業等についてのアンケート」を実施

し，コロナ禍での経済的な影響について調査・把握

するとともに，奨学金等による経済的支援の情報に

ついて，ウェブ・サイトやポータル配信等により適切

かつ迅速に周知した。 

■ 同窓会による学生への学食支援として，学食での

日替りランチの割引販売やドーナツ配布等の食糧

支援を行った。また，庄原キャンパスにおいては，

近隣企業及び団体等からの食糧支援を受けた。 

■ 各学部・学科等において，年度初めオリエンテー

ションやシラバスへの記載等を通じて，各教員がオ

フィスアワーの周知を徹底し，その利用促進を図っ

た。 

      

  【叡啓大学】 

■ 令和３年度と同様に新型コロナウ

イルス感染予防に関する注意喚起及

び学生のワクチン接種の奨励ととも

に，学校医による学生健康相談の支

援，インフルエンザワクチン接種の機

会提供など学生の健康面での支援を

行う。 

 

■ 新型コロナウイルス感染拡大を防

止するための日本国政府による入国

制限緩和に伴う水際対策措置に対応

し,留学生入国時の待機期間について

経済的支援を行う。 

■ 海外留学に参加する学生が多い

ことを考慮して，海外での健康管理に

関する情報提供や薬物乱用防止に係

るセミナーなどを開催し，学生の心身

における健康維持を支援する。 

【叡啓大学】 

■ 広島県が実施する新型コロナウイルスワクチン団

体接種やインフルエンザ予防接種の機会を提供し

た。また，学校医による健康相談を実施し学生の

健康支援の充実を図った。 

■ 「大学生の VPD ブック」を活用し，海外渡航も視

野に入れた感染症予防に関する意識啓発を行っ

た。 

■ 学生カウンセラーによる学生相談では，対面での

相談を重視しつつ，学生の状態や要望を考慮し，

適宜電話やオンラインによる相談を実施した。必要

な事案については医療機関と連携し，学生が抱え

る問題に沿ったきめ細かい支援を行った。 

 

・以上のとおり，学生生活の支援において，県立広島

大学では，在学生対象の学生意識調査等を通じて

学生の要望の的確な把握に努め，各部局・チュータ

ーと学生相談室等とが連携して欠席日数の多い学

生や休学中の学生に対するチームによる支援等を 

【叡啓大学】 

■ ２人または３人の教員が 40人程度（１

学年10人）を担当するポートを設置し学

生の学びを支援している。学生が抱える

様々な問題や疑問に日常的に対応できる

体制を整えるとともに，カウンセラーによる

学生相談や，学校医による健康相談につ

いて，ポータルサイトから定期的に情報を

提供し，学生が抱える問題に沿ったきめ

細やかな支援を行っている。(68) 
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№ 第三期中期計画 令和４年度 年度計画 
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  ■ 学生カウンセラーによる学生相談

を対面やオンラインで実施し，大学生

活への適応，学業，対人関係等，幅

広く学生の相談に応じ，きめ細かい対

応を行うとともに，学生生活の充実に 

資するよう学生の交流活動を支援する。 

 行った。また，叡啓大学では，学生カウンセラーによ

る学生相談（対面，オンライン）等を実施した。両大

学ともに，きめの細かい対応を進めることにより，年

度計画を順調に実施した。 

      

69 〔経済的支援の実施〕 

 国による高等教育無償化制

度の導入に向け，実務経験の

ある教員による授業科目の配

置等の機関要件などに適切に

対応し，学生に対する授業料

減免や奨学金等による経済的

な支援を適切に行う。 

【県立広島大学・叡啓大学】 

■ 国の修学支援制度及び大学独自

減免制度を広く学生に周知し，引き続

き経済的支援を適切に実施する。とり

わけ，新型コロナウイルスの影響等に

よる家計急変の対象となる学生や留

学生に対し，同減免制度や給付奨学

金の活用を促進する。 

 

【県立広島大学】 

■  国の高等教育の修学支援制度，大学独自の授

業料減免制度，JASSO の支援制度等を活用し，コ

ロナ禍を要因とする経済困難学生を含め，幅広く経

済的支援を行った。 

 ①国の高等教育の修学支援制度：232人

（102,788千円） 

 ②大学独自の授業料減免：57人（13,930千円） 

 ③JASSO 緊急特別無利子貸与型奨学金：１件 

 
３ ３   

 

  【県立広島大学】 

■ 経済的支援に係る掲示やウェブ・

サイトの更新，ポータル配信を定期的

かつタイムリーに実施する。また，授

業料の徴収猶予や減免等の申請に対

する審査を確実かつ可能な限り早期

に行う。 

■ 国の高等教育の修学支援制度，大学独自の授

業料減免制度，JASSO の支援制度等，その他，地

方公共団体・公益法人等の奨学金について，本学

ウェブ・サイトや学生へのポータル配信を適切に実

施するとともに，授業料の徴収猶予や減免等の申

請に対する審査を確実かつ早期に対応した。 

 
    

 

  【叡啓大学】 

■ 海外への派遣学生及び海外協定

校からの交換留学生向けに学内奨学

金制度を構築して運用を開始し，か

つ，学外団体の奨学金に関する情報

提供を充実させる。 

【叡啓大学】 

■ 交換留学プログラムに参加する派遣・受入学生

に対する奨学金制度の運用を開始した。また，

JASSOが提供する渡日前入学許可制度による学

校推薦枠（英語コース予約枠）を活用し，留学生等

への経済的支援を拡充した。 

■ 小項目No.46に記載のとおり，志願者拡大に向

けて，正規留学生を対象とした奨学金制度を令和

５年度から創設することとし，広報活動を開始した。 
 
・以上のとおり，年度計画を順調に実施した。 

 
    

 

70 〔学生の「こころ」の健康支援〕 

 カウンセリング体制の充実，ピ

ア・サポーターの育成と活用，

ピア・プレイスの運営などによ

り，学生の自己理解や自己決

定，心理的不適応等の諸問題

の解決に向けた働きかけを継

続する。 

【県立広島大学】 

■ 大学教育実践センターにおいて，

カウンセリング体制の充実，ピア・サポ

ーターの育成と活用，ピア・プレイスの

運営などにより，学生の自己理解や自

己決定，心理的不適応等の諸問題に

対する解決のための働きかけを継続

するとともに，チューター等との円滑な

情報共有と支援体制の充実を図る。 

【県立広島大学】 

■ 学生相談室長を中心に，カウンセラーを適切に

配置しカウンセリング体制の充実を図るとともに，学

生が利用しやすくするポスター掲示やチューター

からの周知を行った。 

カウンセラーが対応した学生相談件数：112人（延回

数1,043回） 

 

【県立広島大学】 

■ 学生の「こころ」の健康支援について，学

生相談室長を中心に，カウンセラーを適

切に配置しカウンセリング体制の充実を図

るとともに，学生が利用しやすくするポスタ

ー掲示やチューターからの周知を行って

いる。(70) 

 

３ ３   
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№ 第三期中期計画 令和４年度 年度計画 
法人の自己評価 評価委員会評価 

年度計画の進捗状況等 中期目標期間における実績等 自己評価 委員会評価 
特記事項 

各年度 中間 各年度 中間 

   ■ コロナ禍における学生の精神衛生上の課題を各

キャンパスで把握・検討するため，新入生オリエン

テーションにおいてUPI（心の健康調査）を実施し，

各キャンパスの特徴を明らかにするとともに，対応

策を検討した。 

■ 各キャンパスにおいて，新型コロナウイルス感染

拡大防止に留意のうえ，ピア・サポート活動を実施

した。 

 広島C：ピア・プレイスの整備・利用再開，庄原C：新

入生オリエンテーション（4/8），お困りごと相談会

（4/12～15），オープンキャンパス（7/24），学内

献血活動（10/25） 

■ 小項目№68 に記載のとおり，学生を対象に性の

多様性への理解を深めるため次の講演会を実施し

た。 

 「LGBTQを知ろう！性の多様性について知る・考え

る」（12/22，参加者数163人） 

■ ピア・サポーターの協力の下，オンライ

ンでの居場所支援活動や相談会など，各

キャンパスにおいて，ピア・サポート活動を

実施している。(70) 

  【叡啓大学】 

■ 学生カウンセラーによる学生相談

とともに，社会福祉法人「広島いのちの

電話」と連携した相談窓口の確保や，

県立広島大学３キャンパスの学生支

援担当者間との連携や情報共有によ

り，支援体制の充実を図る。 

【叡啓大学】 

■ 学生相談員が作成するカウンセラー便りを発行

し，学生相談室の利用促進につなげた。 

■ 学生カウンセラーによる学生相談以外の相談窓

口として，「広島いのちの電話」に加え，広島県が開

設する「こころのライン相談＠広島県」の情報を提

供した。 

■ 学生のメンタルヘルス支援体制や学生相談室の

体制等の充実を図るため，県立広島大学の学生支

援担当者や県内大学保健管理担当者と，留学生

に対する心身の健康支援や，精神的・発達的課題

のある学生対応等について情報交換を行った。 
 
・以上のとおり，年度計画を順調に実施した。 

【叡啓大学】 

■ 学生カウンセラーを２名配置し，大学生

活への不適応や対人関係の悩み等につ

いての相談に対応するとともに，これ以外

の相談窓口として，「広島いのちの電話」

に加え，広島県が開設する「こころのライ

ン相談＠広島県」の情報を提供した。(70) 

    
 

（中期目標） 

Ⅴ 法人経営に関する目標 

１ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 

（１）組織運営の改善に関する目標 

○ 理事長のリーダーシップの下，管理部門の共通化や施設の共用など，２大学を擁する法人として，効率的かつ効果的な運営体制を構築する。  

○ 今後の大学改革の方向性を踏まえたメリハリのある資金配分を行う。 

○ 法令遵守など，法人としての社会的責任を果たすためのコンプライアンスの確保を図る。 

（２）教職員の教育力等の向上に関する目標 

○ 大学教育に情熱を有する優秀な教員を育成するため，業績を適正に評価し，その結果を人事，給与，研究費等に反映させる教員業績評価制度を着実に実施する。 

○ 教育の質の向上を図るため，授業内容や方法を改善し，向上させるための組織的な取組（ファカルティ・ディベロップメント）を着実に実施する。 

○ 業務執行に係る能力の向上を図るため，職員研修制度を充実させる。 
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№ 第三期中期計画 令和４年度 年度計画 
法人の自己評価 評価委員会評価 

年度計画の進捗状況等 中期目標期間における実績等 自己評価 委員会評価 
特記事項 

各年度 中間 各年度 中間 

（３）戦略的広報に関する目標 

教育，研究，地域貢献，法人経営等の状況等について，広報の目的，ターゲット，メッセージを明確化し，適切な広報手段による戦略的な広報を展開するとともに，大学のブランド価値向上に向けて，広報機能を強化する。 

２ 財務内容の改善に関する目標 

（１）自己収入の改善に関する目標 

法人運営の安定性・自律性を高めるため，外部資金の積極的な獲得や有料講座の開設など，新たな収入源の確保を図る。 

（２）経費の抑制に関する目標 

   ○ 教育研究水準の維持・向上に配慮しながら，教職員の適正な配置を行い，人件費の抑制を図る。 

   ○ 安定した財務基盤を確保できるよう，管理業務の共通化等により，経常経費の抑制を図る。 

 （３）資産の管理・運用の改善に関する目標 

   ○ 法人が保有する資産については，全学的な視点から効率的な管理を行うとともに，有償貸付や共同利用を促進するなど，有効活用を図る。 

   ○ 法人が保有する資金については，実態を常に把握・分析し，適正に管理するとともに，安全かつ効率的な運用を行う。 

３ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標 

中期目標，中期計画及び年度計画の取組の進捗状況，数値目標の達成状況，社会経済情勢の変化，学生及び産業界等のニーズを的確に把握し，大学機関別認証評価等の第三者評価も活用しながら，自己点検・評価を行い，

教育研究活動や法人経営の見直し，改善に継続して取り組む。 

また，これらの自己点検・評価及び第三者評価の結果については，速やかに公表する。 

４ その他業務運営に関する重要目標 

（１）危機管理・安全管理に関する目標 

危機管理を徹底し，事故や災害等に適切かつ迅速に対応することができるよう，学生や教職員に対する教育や研修を実施するとともに，関係機関との連携強化を図る。 

（２）社会的責任に関する目標 

人権の尊重や法令の遵守など，公立大学法人としての社会的責任を果たす体制を確立する。 

（３）情報公開等の推進に関する目標 

教育研究活動や法人経営の透明性を確保するとともに，社会への説明責任を果たすため，情報公開を促進する。 

（４）施設設備の整備・活用等に関する目標 

長期的な展望に立ち，既存施設の効率的な維持・管理，計画的な施設整備を行う。 

Ⅴ 法人経営に関する目標を達成するために取るべき措置 

全学的なガバナンスの確立，優れた教職員の確保，財政基盤の強化，自己点検・評価結果の活用，戦略的広報の推進などにより，経営・運営基盤の強化に取り組む。 

１ 業務運営の改善及び効率化に関する取組 

（１）組織運営の改善 

71 

★ 

〔効率的かつ効果的な運営体
制の構築〕 
 事務局，国際交流センター及
び学術情報センターの共通
化，体育館やグラウンド，図書
館の共同利用など，１法人２大
学による効果的・効率的な運
営体制を整備するほか，両大
学の単位互換制度の導入や留
学生と日本人学生の相互交流
などにより，学生交流を促進す
る。【再掲50】 

■ 事務局において，総務事務等の

共通業務について，システム導入や

アウトソーシング等による簡素化・効率

化のための整理を進め，令和４年度中

に必要な契約手続きや事務手続きの

見直しを行う。【再掲50】 

 

■ ２大学図書館の共同利用のほか，

図書館システムの共通化等，引き続

き効率的な運営を図る。 

 

■ 県立広島大学と叡啓大学が連携

して，相互の日本人学生・留学生の交

流等の学生交流を促進する。 

■ 総務事務等の共通業務の簡素化・効率化につい

ては，小項目No.50 に記載のとおり。 
 
■ 令和３年度に引き続き，両大学図書館の共同利

用や図書館システムの共通化を実施し，効率的な

運営に取り組んだ。 

・県立広島大学図書館の叡啓大学に対する貸出：

835冊 

・叡啓大学図書館の県立広島大学に対する貸出：29

冊 

■  県立広島大学，叡啓大学による国際学生寮の

相互利用や両大学の学生団体・サークル間での交

流，その他，両大学共同でのオンライン交流会を

実施するなど，１法人２大学によるメリットを活用し

たより効果的な運営を実施した。 

■ １法人２大学による効果的・効率的な運

営について，令和２年度から，総務，財務

等の事務局機能を１法人２大学で共有す

るとともに，２大学の共通センターとして学

術情報センター及び国際交流センターを

設置している。【再掲50】(71) 

■ １法人２大学体制において，部署間の情

報共有と連携を密に行うことで，事務組織

の執行体制の強化・業務の質の向上を図

るとともに，部署横断的な懸案や課題等に

効率的かつ柔軟に対応するため，担当課

長以上の事務職員が参加する「連絡・調

整会議」を令和３年度から定期開催してい

る。【再掲50】(71) 

３ ３   
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■ 小項目No.50に記載のとおり，叡啓大学国際学

生寮を活用し，県立広島大学の留学生と叡啓大学

学生との交流を図った。

・以上のとおり，効率的かつ効果的な運営体制の構

築において，総務事務等の共通業務の簡素化・効

率化に向けて，事務のシステム化を進めるとともに，

既存のリソース（図書館，国際学生寮）の共同利用

を進めるなどして，年度計画を順調に実施した。

■ 事務のシステム化として，令和４年８月

から規程の管理，改正及び掲載を行う例

規システムを導入している。また，勤怠管

理システム及び電子決裁（文書管理）シス

テムを導入するため，令和４年度に契約

を締結し，令和５年度中の稼働に向け準

備を進めている。【再掲50】(71)

72 〔資源配分の重点化〕 

 今後の大学改革の方向性を

踏まえた，人員配置や財源配

分の重点化を進める。 

■ 今後の大学改革の方向性につい

て情報収集に努めるとともに，県立広

島大学の学部・学科等再編や叡啓大

学の学年進行を踏まえ，適切な人員

配置や財源配分に努める。

■ 今後の大学改革等の方向性について，公立大学

協会等を通じて情報収集に努めるとともに，県立広

島大学の学部・学科等再編に伴い各学部で策定し

た教員配置計画及び叡啓大学の大学設置認可の

申請内容に基づき，教員の適正な人員配置や財

源配分に努めた。

・以上のとおり，年度計画を順調に実施した。

３ ３ 

73 

★ 

〔コンプライアンスの確保〕 

 内部統制基本方針に基づ

き，法令遵守など公立大学法

人としてのコンプライアンスを

確保するとともに，大学経営に

伴うリスクマネジメントを図る。 

■ 広島県公立大学法人業務方法書

及び広島県公立大学法人内部統制基

本方針並びに広島県公立大学法人会

計規程及び広島県公立大学法人研究

費不正使用防止対策取扱規程等に基

づき，内部統制が有効に機能している

か否かの検証を行い，コンプライアン

スの確保と大学経営に係るリスクマネ

ジメントに努める。

■ 令和２年度の外部監査（財政的援

助団体等監査及び出資法人検査）に

おける指摘事項及び令和３年度に発

覚した研究費の不正使用が疑われる

事案を踏まえ，法人における予算執行

や経費・会計処理の適切な執行の確

保を図る。

■ 令和２年度の外部監査（財政的援助団体等監査

及び出資法人検査）における指摘事項及び令和３

年度に発覚した研究費の不正使用が疑われる事

案を踏まえ，不正や不適切な事務処理の発生リス

クを考慮した内部監査計画を５月に策定し，同計画

に基づき研究費及び研究費以外の経費支出等並

びに情報セキュリティ等に関する内部監査を実施し

た。

■ 令和４年度の外部監査（財政的援助団体等監

査）において，指摘事項（法令等に違反し又は不当

であることが明らかであり，速やかに是正を求める

もの）３件，改善を求める事項（業務の執行等にお

いて改善を求めるもの）１件の指摘を受けた。依然

として契約事務等における不適切な処理が見られ

るものの，事前に内部監査を実施して改善を図っ

たこともあり，前回（令和２年度）と比べ，件数，内容

とも改善しており，適正な事務処理の定着が進んで

いる。

・以上のとおり，改善すべき点はあるものの，内部統

制の推進によるコンプライアンスの確保は概ね順

調に進みつつある。

■ 今年度から例規システムを導入し，業務に必要

な規程等の検索が容易に行えるよう改善するととも

に，職員に対し，事務処理において根拠規定の確

認についての基本動作を定着するよう促すなど，

具体的な取組を行った。

■ 令和２年度広島県監査委員監査におい

て，契約・支出事務の不備について指摘

を受けるなど，コンプライアンスの確保が

図られていない状況にあったことから，監

査室に新たに専任職員を配置して監査体

制を強化した。(73)

■ 令和３年度には，研究費の不正使用（故

意若しくは重大な過失による研究費の他

の用途への使用又は研究費の交付の決

定の内容やこれに付された状況に違反し

た使用）はなかったが，法人の規程等に

違反する非違行為があったことを確認した

ことから，コンプライアンスの確保とリスク

マネジメントの推進を図るため，研究費に

係るコンプライアンス研修の強化や契約・

支出事務に係る職員研修会の開催，業務

フローやチェック体制の見直しを行い，事

務処理の適正化と内部統制の改善に取り

組んだ。(73)

■ 令和４年度の外部監査（財政的援助団

体等監査）においては，依然として契約事

務等における不適切な処理が見られるも

のの，事前に内部監査を実施して改善を

図ったこともあり，令和２年度と比べ，件

３ ３ 
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№ 第三期中期計画 令和４年度 年度計画 
法人の自己評価 評価委員会評価 

年度計画の進捗状況等 中期目標期間における実績等 自己評価 委員会評価 
特記事項 

各年度 中間 各年度 中間 

■ 「随意契約事務に係るチェックシート」を作成し，

起案時にチェックさせることで確実な点検と適正な

契約事務が図られるよう取り組んだ。 

 

・以上のとおり，内部統制基本方針に基づき，法令遵

守など公立大学法人としてのコンプライアンスを確

保するとともに，大学経営に伴うリスクマネジメントを

図るため，内部監査を充実させ，また，適正な事務

処理の定着に向けて，例規システムを導入し，業務

に必要な規程等の検索が容易に行えるよう改善す

るなど，年度計画を順調に実施した。 

数，内容とも改善しており，適正な事務処

理の定着が進んでいる。(73) 

（２）教職員の教育力等の向上 

74 〔多様な教育・研究人材の確

保〕 

 任期制や年俸制等の人事制

度を活用しながら，教育力や研

究力に優れた多様な経歴を有

する教員の採用を積極的に推

進する。 

【県立広島大学・叡啓大学】 

■ 法人の教育，研究，地域貢献の

機能向上を図るため，任期制や年俸

制等の人事制度を活用し，教育力や

研究力等に優れた多様な経歴を有す

る教員を採用する。 

■ 叡啓大学で，テニュアトラック制を活用し，同制度

により教員を令和４年度中途で２人を採用し，令和

５年度に１人採用内定した。 

≪テニュアトラック制で採用した教員の研究分野≫ 

 令和４年度：データサイエンス（１人），心理学（１

人），哲学・倫理学（１人） 

 令和５年度：課題解決演習（１人） 

■ 令和４年度に設置した県立広島大学総合学術研

究科保健福祉学専攻博士課程後期において教員

体制を確保するため，令和４年度末定年退職の教

員１人を特任教員として採用した。 

■ 広島県から受託したデジタルリテラシー教育事業

を担当する教員について，任期制の教員として，民

間企業から２人，他大学から１人の教員を採用し

た。 

 

・以上のとおり，年度計画を順調に実施した。 

 
３ ３   

 

75 

★ 

〔教員業績評価制度の適切な

運用〕 

 教員の諸活動を適正に評価

し，その結果を人事，給与，研

究費等に反映させる教員業績

評価制度を着実に実施する。 

【県立広島大学】 

■ 教員業績評価制度の円滑な運用

を図るとともに，課題等を踏まえた制

度の改善に継続的に取り組む。 

■ 新たな評価制度となる教員目標

管理制度の導入について検討した上，

この検討結果を踏まえ，試行運用を開

始する。 

【県立広島大学】 

■ 教員業績評価委員会において，課題探究型地域

創生人材ルーブリックの要素を含む科目別ルーブ

リックの導入促進を図るための基準改正を行うとと

もに，評価に係るシステムを改修し，評価を実施し

た。 

■ 教員目標管理制度について，教員目標管理制度

検討部会において制度導入に係る課題を抽出した

上で，対応策を検討し，制度設計を進めた。試行

運用は詳細設計が完了次第，開始する予定として

いる。 

【県立広島大学】 

■ 教員業績評価制度の適切な運用につい

て，教員業績評価委員会において，前年

度の業務実績評価で認識した課題に基づ

き基準改正を適切に実施している。(75) 

■ また，目標管理型の教員業績評価制度

の導入に向けて検討部会による議論を継

続している。(75) 

 

３ ３   
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№ 第三期中期計画 令和４年度 年度計画 
法人の自己評価 評価委員会評価 
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  【叡啓大学】 

■ 令和３年度の教員業績評価制度

の試行結果を踏まえ，制度の本格的

な運用を開始するとともに，適宜制度

の見直しに努める。 

【叡啓大学】 

■ 教員の業績を勤勉手当や基本研究費に反映さ

せる目標管理型の教員業績評価制度の規程等を

整理し，７月に教員の目標を設定する等，本格運

用を開始した。 

 

・以上のとおり，教員業績評価制度の適切な運用に向

けて，県立広島大学では，教員目標管理制度の導

入に係る課題を抽出した上で，対応策を検討し，制

度設計を進め，叡啓大学では，目標管理型の教員

業績評価制度の規程等を整理し，７月に教員の目

標を設定する等，本格運用を開始した。こうした取

組を通じて，年度計画を順調に実施した。 

【叡啓大学】 

■ 教員の業績を勤勉手当や基本研究費に

反映させる目標管理型の教員業績評価制

度の規程等を整理し，令和４年度７月から

本格運用を開始した。(75) 

    
 

76 〔教員の教育研究力等の向上〕 

 教員に求められる資質能力

の多様化・高度化に対応した職

能開発を推進するため，FD（フ

ァカルティ・ディベロップメント）

を着実に実施するとともに，国

内外研修制度の運用を適切に

行う。 

【県立広島大学】 

■ 教員の教育・研究の遂行に必要

な知識及び能力の向上を図るため，Ｆ

Ｄを着実に実施するとともに，教員学

外研修助成制度による学外研究機関

への派遣を適切に実施する。 

■ 教員と職員との協働，学生支援の

強化等に係る専門性の向上のため，

教職員対象のＳＤ研修（教職員共通）

を実施する。 

■ 教育ネットワーク中国が主催する

研修その他学外で実施される研修に

ついて学内に周知し，積極的な参加を

促す。 

 

【県立広島大学】 

■ 小項目No.4 に記載のとおり。 

■ 令和２年度から大学教育実践センターに設置し

た研修部門において，教職員研修（FD・SD 研修）

を下表のとおり実施した。 

 参加者延べ362人（教員283人，職員79人） 

■  FD 活動促進（助成）事業を学内で募集し令和４

年度は１件応募があったが，選考の結果採択には

至らなかった。 

■  学部・学科・コース・研究科（専攻）等による FD

活動（教育改善）15件を推進するとともに，前年度

の実施報告をウェブ・サイトで公表した。 

 https://www.pu-hiroshima.ac.jp/site/kouto/04-

report.html 

■ 教育ネットワーク中国が主催する各種研修につい

て，その案内文を全学に共有し，教職員の主体的

な参加を促した。 

■ 教員学外研修助成制度について，新型コロナウイ

ルス感染症の状況を踏まえ国内のみを対象として

いたものを，感染症危険レベルが２以下の場合は

海外も対象とし，学内教員の応募を募った。※ただ

し，今年度は応募者なし。 

■ 公立大学協会が開催する教学マネジメントや教

学IR に関するセミナーについて，学長及び副学長

が参加した。 

 
３ ３   
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№ 第三期中期計画 令和４年度 年度計画 
法人の自己評価 評価委員会評価 

年度計画の進捗状況等 中期目標期間における実績等 自己評価 委員会評価 
特記事項 

各年度 中間 各年度 中間 

回 日 程 参加者数（人） 

教職員研修 

第１回 6/20 136 

第２回 8/8 109 

第３回 9/15 ３ 

第４回 12/1 82 

第５回 12/8 
42 

（うち学生10） 
広島県高等学校教育研究・ 
実践合同発表会（本学共催） 

2/17 213 

【叡啓大学】 

■ 教育改善のためのアンケート等の

結果を踏まえて必要なＦＤを企画し，

教育の遂行に必要な知識及び能力の

向上を図る。授業実施に係る基礎的

な能力の研修については，必要に応じ

て，教育ネットワーク中国主催研修等

の外部研修を有効に活用し，段階に

応じた能力の開発を行う。

【叡啓大学】 

■ 小項目No.42に記載のとおり，教員が自身で行う

授業内アンケート及び大学全体で実施する「教育

改善のためのアンケート」において，主に自由記述

欄に記載された学生からの意見を踏まえ，個々の

教員が授業改善を行った。また，２年間の実際の

授業実施状況を踏まえて教員から需要の高かった

「レポート課題の設定の仕方」「大学での教育・研究

に係る著作権問題」「アクティブ・ラーニングの手

法」をテーマとしたFD を開催し，日々の授業改善

に活用した。

・以上のとおり，年度計画を順調に実施した。

77 〔職員のマネジメント力の向上〕 

職員の専門性の向上，教員と

の協働，学生支援の強化に向

けたSD（スタッフ・ディベロップ

メント）の取組など，大学職員に

求められる能力開発を計画的

に推進する。 

また，仕事と生活の両立が可

能な環境整備や，従来のやり

方にとらわれない働き方改革

に取り組むことにより，働きやす

い職場づくりを推進する。 

■ 職員研修計画を策定し，階層別

研修，スキルアップ研修等を学内で企

画・実施し，職員の資質向上を図ると

ともに，学外で開催される研修会等に

職員を参加させることで，大学で特に

求められる能力を開発し，大学職員と

しての意欲と資質を備えた職員の育

成に努める。

■ 教員と職員との協働，学生支援の

強化等に係る専門性の向上のため，

教職員対象のＳＤ研修（教職員共通）

を実施する。【再掲76】

■ 職員研修計画に基づく職位や経験年数に応じた

計画的な階層別研修（受講者数延べ 40人），学

外で開催される研修への職員派遣（公立大学職員

セミナー等125人）により，職員の資質・能力の向

上，意識改革及び他大学職員との連携体制を構築

した。

■ ＨＢＭＳの教員を講師としたマネジメント研修（受

講者21人）やリーダーシップ研修（受講者61人）

を開催し，組織運営上，必要な能力の向上を図っ

た。

■ 大学職員に求められる知識・能力に資する職員

自身の自己啓発の取組を支援するため，大学院就

学に係る授業料等の助成を３人に行った。

・以上のとおり，年度計画を順調に実施した。

３ ３ 
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№ 第三期中期計画 令和４年度 年度計画 
法人の自己評価 評価委員会評価 

年度計画の進捗状況等 中期目標期間における実績等 自己評価 委員会評価 
特記事項 

各年度 中間 各年度 中間 

    
種別 研修名 参加者 合計 

階層別研修 

令和４年度 新規採用職員研修 29 

40 
県中堅研修Ⅱ 6 

県監督者 3 

県管理者 2 

学外研修 

(公立大学協会主催) 

公立大学に関する基礎研修 28 

125 
公立大学職員セミナー 6 

会計セミナー 12 

公立大学が活用できる外部資金制度について 79 

学内 

マネジメント研修 

マネジメント研修 21 

リーダーシップ研修 61 
 

  

（３）戦略的広報の推進 

78 

★ 

 

〔戦略的広報の展開〕 

 大学のブランドイメージを確

立するとともに，知名度向上及

び社会に対する説明責任を果

たすため，広報の基本方針に

基づき，国内外に向けた戦略

的広報を積極的に展開する。 

【県立広島大学】 
■ 広報活動において，「（地域や企
業から期待される）どのような人材に
育てられるのか」，「本学で何が学べる
か，本学ではどのような知識・スキル
やコンピテンシーが得られるか」などを
ターゲットに対して的確に届けることに
注力する。方法として，オウンドメディ
ア（本学ウェブ・サイト，パンフレット，Ｓ
ＮＳなど）で重点的に発信するだけで
なく，メディア（新聞社・テレビ局）との
関係性を深め，アーンドメディア（広告
ではなく，ＰＲや広報，パブリシティ活
動等によって，信頼や評判を獲得して
掲載されるメディア）を通して発信する
仕組みを再構築し，ターゲットに届け
る仕掛けづくりに取り組む。 

【県立広島大学】 

■ 広報活動において，令和３年度に引き続きオウン

ドメディアにて本学の魅力を発信することに加え，

アーンドメディア獲得に向け学内情報発信の仕組

みを整え，上半期で計35 件のニュースをPR 

TIMES を通して，大学の研究，学生の活動等を中

心に発信した。その結果，前年同期比４倍以上のメ

ディア掲載を獲得した（前年度：501回，今年度：

2308回）。 

【県立広島大学】 

■ 戦略的広報の展開について，学内の情

報を収集する仕組みを作り，周知徹底を

行うことで，プレスリリースの発信数が年々

増加し，メディアの獲得数も増加している。

(78) 

■ さらに，大学ブランドイメージ調査

2022-23【中国・四国地方編】（日経BP コ

ンサルティング）で，本学の大学認知率，

入学推薦率，採用意向率のそれぞれの項

目において公立大学1位（13大学のう

ち）を維持している。(78) 
 
【叡啓大学】 

■ 戦略的広報の展開について，本学ウェ

ブ・サイト，SNS，進学情報サイト，年間を

通じたウェブ広告やビジネス誌等への広

告掲載等により情報発信を行うなど，様々

なメディアを通じて本学の認知度向上に

努めている。(78) 

■ SNS では，「ブランディング」「情報理解

促進」「話題性演出」などを主眼に，学生

の協力を得ながら日常的なキャンパスラ

イフを発信するとともに，プレスリリース及

び PR TIMESを積極的に活用し，アーンド

メディア（特に新聞など）への露出を増やし

ている。(78) 

３ ３ 
   

  【叡啓大学】 
■ 本学の認知度向上を図るため，
様々なオウンドメディア（本学ウェブ・
サイト，パンフレット，ＳＮＳなど）の充実
を図る。また，ペイドメディア（ウェブ広
告・ＳＮＳ広告・ビジネス誌等への広告
出稿など）も活用しつつ，ニュース性・
話題性のある情報をプレスリリースす
ることなどにより，ア－ンドメディア（費
用をかけずに取材記事が掲載される
など）での拡散を増やす仕掛けづくりに
取り組む。 

【叡啓大学】 

■ ウェブ・サイトや SNS（特に Instagram）での学内情

報（授業や学生の活動情報）の発信を強化した。ウェ

ブ・サイトには「在学生の声」等のカテゴリを設定する

ことでより多くの学生を紹介したり，イベントレポートも

細かく発信した。Instagram での発信において，授業

取材等での在学生とのコミュニケーション機会が増

加したことで，満足度向上につながり，在学生の広報

協力を得やすい体制整備ができた。SNS のフォロワ

ー数は，Instagram で約1.5倍，反応・リアクション

（いいね！等）は概ね３倍増となっている。 
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№ 第三期中期計画 令和４年度 年度計画 
法人の自己評価 評価委員会評価 

年度計画の進捗状況等 中期目標期間における実績等 自己評価 委員会評価 
特記事項 

各年度 中間 各年度 中間 

   ■ 「狭報」の観点で，探究学習等に力を入れた高校

等からの認知度向上に向け，次年度に向けた記事

広告出稿とともに，PBL のダイジェスト動画・報告会

動画（９月）や，PBL 特設サイト（３月）を制作した。 

 

・以上のとおり，戦略的広報の推進にあたり，県立広

島大学においては，令和３年度に引き続きオウンドメ

ディアによる大学の魅力の発信に加え，アーンドメデ

ィア獲得に向け学内情報発信の仕組みを整え，大

学の研究，学生の活動等を中心に発信した。また，

叡啓大学においては，各種の広報媒体を活用した

認知度及びブランド力向上のための広報活動を展

開した。こうした取組を通じて，年度計画を順調に実

施した。 

【県立広島大学】 

■ 大学ウェブ・サイトや公式SNS で積極的

な情報発信を行い，サイトの閲覧数や

SNS のフォロワー数は増加しているが，一

方で，ウェブ・サイトの流入数や SNSのフ

ォロワー数において，それぞれの目標を

前年度比5％増，10％増としていたが，

いずれも達成できていない。(79) 
 
No.79数値目標「ウェブ・サイトの流入数」（令

和３年度～） 

 R3 R4 

目標 10％増 5％増 

実績 4.9％減 3.1％減 

 

No.79数値目標「ＳＮＳフォロワー数」（令和３

年度～） 

 R3 R4 

目標 10％増 10％増 

実績 9.0％増 10.3％増 
 
【叡啓大学】 

■ 大学ウェブ・サイトの保守業者と連携し

て，各種ウェブ広告による効果検証やペ

ージビュー数・ユーザー属性などの解析

を行いつつ，本学の特色である PBL 特設

サイトなど，コンテンツの充実に取り組んで

いる。(79) 

 

■ また，留学生選抜出願者の増加に向け

て，ウェブ・サイト英語版について充実させ

るとともに，SNS については，本学の国際

性や多様性について理解を深められるよ

うに，英語による発信回数を増やした。

(79) 

  
   

79 

★ 

◆ 

〔多様な広報媒体の活用〕 

 大学ウェブ・サイトの多言語対

応を推進し，海外への積極的

な情報発信を行うとともに，ソ

ーシャル・ネットワーク・サービ

スなど，多様なメディア・ツー

ルを活用した広報に取り組む。 

【県立広島大学】 
■ 引き続き，ウェブ・サイトやＳＮＳ等
のＰＶ数や閲読者属性，傾向などを分
析・解析するとともに，ウェブ・サイトの
流入数増や多くの有益情報を魅力的
に発信する。 
■ ＳＮＳについて，主に在学生及び
高校生，その保護者にターゲットを絞
った発信を行い，フォロワー数増加を
図る。 
 
〔ウェブ・サイトの流入数…前年度比
５％増〕 
〔ＳＮＳフォロワー数…前年度比１０％
増〕 
 
【叡啓大学】 
■ 海外への積極的かつ効果的な広
報に資するため，本学ウェブ・サイト英
語版の充実を図る。また，留学生確保
の観点からも，英語以外の言語による
動画制作などに取り組む。 
 
■ ＳＮＳについては，留学生確保の
ため，英語による発信回数を増やすと
ともに，海外での日本留学フェア主催
大学などとも連携した広報展開を行
う。 

【県立広島大学】 

■ 令和３年度に引き続き，学生ブランドアンバサダ

ーと協働し学生視点のコンテンツを受験生特設サ

イトや SNSを通して多く発信した。その結果，ウェ

ブ・サイト全体のページビュー数においては，昨対

比3.1％減となったが，受験生向けのサイトは，昨

対比2.4％増の130万ページビュー数となった。 

■ SNS フォロワー数においては，10.3％増と目標を

達成した。 

 

〔ウェブ・サイトの流入数…前年度比3.1％減（ウェブ・

サイト全体），前年度比2.4％増（受験生特設サイト）〕 

〔ＳＮＳフォロワー数…前年度比10.3％増〕 

 

【叡啓大学】 

■ 日本留学フェア参加等に合わせての英語での発

信を強化した。また，英語クラスの授業風景等を積

極的に英語ウェブ・サイトや SNSに投稿した。SNS

からの流入，アクセス数，ページ維持・離脱などの

分析をもとに，日本語版ウェブ・サイトの改修及び英

語ウェブ・サイトの部分改修を行った。（日本語サイ

トと英語サイトでは傾向が異なる。） 

３ ３ 
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   ・以上のとおり，多様な広報媒体の活用において，県

立広島大学では，学生と協働して学生視点のコンテ

ンツを受験生特設サイトやＳＮＳを通じて多く発信し，

数値目標を概ね達成した。また，叡啓大学では，英

語での発信を強化し，英語クラスの授業風景等を積

極的に英語ウェブ・サイトや SNSに投稿するととも

に，SNS からの流入，アクセス数，ページ維持・離脱

などの分析をもとに，日本語版ウェブ・サイトの改修

及び英語ウェブ・サイトの部分改修を行った。こうした

取組を通じて，年度計画を順調に実施した。 

 
  

   

２ 財務内容の改善に関する取組 

（１）自己収入の改善 

80 

◆ 

〔外部資金の獲得〕 

 法人運営の安定性・自律性を

高めるため，企業等との共同・

受託研究や科学研究費補助金

等の競争的資金の積極的な獲

得により，外部資金の恒常的な

確保を図る。 

【県立広島大学】 

■ 各部局等において，企業等との共

同研究，受託研究を促進するほか，

各種競争的資金の獲得に向けた情報

収集と，それを活かした積極的な申請

を行い，外部資金の着実な獲得に努

める。 

■ 小項目No.39に記載のとおり，地域基盤研究機

構と各部局等が連携し，企業等学外からの共同・

受託研究資金の受入や，科研費の申請・獲得に継

続的に取り組んだ。 

〔外部資金の年間獲得総額…238,247,763円（数値

目標の 119.1％）〕 

 

■ 外部資金の獲得について，小項目

No.39 に記載のとおり，地域基盤研究機構

と各部局等が連携し，企業等学外からの

共同・受託研究資金の受入や，科研費の

申請・獲得に継続的に取り組むことで，次

のとおり，数値目標を達成している。(80) 

 

３ ４   
 

 〔数値目標：外部資金の年間獲

得総額 … ２億円以上〕【再掲

39】 

■ 令和３年度に実施した添削等の支

援を継続するとともに，科学研究費補

助金の申請に係る冊子を作成し，教員

の応募支援を行う。 

■ 各部局等において，引き続き，科

学研究費補助金の高い申請率と獲得

件数の維持に努める。【再掲39】 

■ 地域連携センターにおいて，競争

的外部資金等の公募情報を迅速かつ

的確に収集し，学内での共有化を図る

とともに，申請書の作成支援等を行

う。【再掲39】 

               

 

 件 数 金 額 

R4 R3 R2 R1 R4 R3 R2 R1 

受託研究 26件 15件 16件 28件 83,218,096円 97,513,778円 126,315,233円 95,560,307円 

共同研究 18件 32件 28件 23件 16,861,000円 29,373,200円 31,075,000円 36,133,467円 

研究奨励寄附 8件 9件 14件 11件 3,866,667円 2,675,000円 5,571,623円 5,110,800円 

提案公募型研究 11件 20件 14件 20件 10,412,000円 12,742,739円 21,557,000円 16,234,100円 

合 計 63件 76件 72件 82件 114,357,763円 142,304,717円 184,518,856円 153,038,674円 

科研費 95件 105件 105件 94件 123,890,000円 125,580,000円 127,040,000円 118,820,000円 

総合計     238,247,763円 267,884,717円 311,558,856円 271,858,674円 

○ 

  ■ 地域基盤研究機構プロジェクト研

究センターを中心として，地域の産学

官研究拠点形成のため，国庫金を財

源とする大型補助金への申請を行う。 

 

〔外部資金の年間獲得総額…２億円

以上〕【再掲39】 

■ 外部資金受入63件のうち，国立研究法人農業・

食品産業技術総合研究機構，国立研究開発法人

科学技術振興機構等の国庫金を財源とする大型

補助金を獲得するだけでなく，他大学との共同研

究においても広島大学が主幹機関であるJST の大

学発新産業創出プログラム（START）スタートアッ 

プ・エコシステム形成支援事業のPeace & Science 

Innovation Ecosystem に共同機関として参画し，受

託研究費を獲得した。 

   

     
 

92



№ 第三期中期計画 令和４年度 年度計画 
法人の自己評価 評価委員会評価 

年度計画の進捗状況等 中期目標期間における実績等 自己評価 委員会評価 
特記事項 

各年度 中間 各年度 中間 

  【叡啓大学】 

■ 各部局等において，企業等との共

同研究，受託研究を促進するほか，

各種競争的資金の獲得に向けた情報

収集と，それを活かした積極的な申請

を行い，外部資金の着実な獲得に努

める。 

 

■ 各部局等において，引き続き，科

学研究費補助金の高い申請率と獲得

件数の維持に努める。 

 

■ 産学官連携・研究推進センターに

おいて，競争的外部資金等の公募情

報を迅速かつ的確に収集し，学内での

共有化を図る。 

【叡啓大学】 

■ 産学官連携・研究推進センターにおいて，各種外

部競争的資金の募集情報を必要に応じて教員に

共有した。また，令和４年度から科学研究費助成

事業や外部資金への応募数や採択件数の向上を

図るため，科研費申請書の添削や文献等の研究

資料の調達に係る費用を支援する研究活動活性

化促進事業を開始した。 

■ 令和５年３月末現在在籍教員２５名のうち，５割を

超える１４名が令和４年度に外部資金を得た。 
 
〔参考数値〕 

・科学研究費助成事業 

①科学研究費助成事業：総額約21,213千円（継続

課題含む，研究代表９件，分担者８件） 

②厚生労働科学研究費：1,300千円（新規，２件) 

③申請：５件（研究代表者として） 

・外部資金 

共同研究１件，受託研究２件，奨励寄付金１件，提案

公募型２件。総額15,275 千円。 

※令和３年度の新規獲得件数３件を上回った。 
 
・以上のとおり，外部資金の獲得において，企業等学

外からの共同・受託研究資金の受入や，科研費の

申請・獲得に継続的に取り組んだ。外部資金の年間

獲得総額は，２年連続（令和３年度，４年度）で減少

しており，新たに講じている組織的支援策の効果を

注視していく必要があるが，数値目標である外部資

金の年間獲得総額２億円以上に対して

238,247,763 円で目標値を達成したことから，年度

計画を順調に実施していると自己評価を「３」とした。 

 
    

 

81 〔多様な収入源の確保〕 

有料公開講座等の増設，寄

附金受入れ制度の運用，大学

施設貸付料収入など，多様な

収入源の確保に努めるととも

に，各種料金の適正化を図る。 

【県立広島大学】 

■ 地域連携センターと各部局等が

連携し，有料公開講座等の受講料，

商品化された産品に係る知財等の実

施に伴う収入の確保に努める。 

■ 地域連携センター知的財産本部

において，権利化された特許の優先

的実施権の企業への付与や有償譲渡

を検討する。 

【県立広島大学】 

■ 有料公開講座を３キャンパスで計11講座実施

し，受講料収入の確保に努めた。  

 同収入 176,600 円 

■ 地域連携センター知的財産本部において，次の

とおり特許権に関する収入を得た。 

・本学保有の特許権３件に関し，ベンチャー企業へ実

施許諾し，201,666円の一時金を得た。 

・本学保有の特許権２件に関し，共有者へ有償譲渡

し，995,439円を得た。 

・中小企業等との共同研究に基づく特許５件について

出願（優先権主張出願を含む）及び出願準備中。 

■ 次のとおり，有料公開講座，特許権に関

する収入等により，多様な収入源の確保

をしている。(81) 

 

３ ３   
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  ■ 新型コロナウイルス感染症の感染

状況に鑑みながら，教室や学生食

堂，サテライトキャンパスひろしま等，

大学施設の地域への貸出を適切に行

う。【再掲54】 

■ 小項目№54 に記載のとおり。 （収入実績） 

 R1 R2 R3 R4 

公開講座

（県立広島） 
820,000円 347,000円 151,600円 176,600円 

公開講座

（叡啓） 
― ― ― 155,800円 

知財収入

（県立広島） 
601,890円 1,611,712 円 49,961円 1,197,105 円 

 

 

  

 

【叡啓大学】 

■ 有料公開講座等の受講料や課題

解決演習に協力する企業からの寄付

金等による収入の確保に努める。 

 

■ 教室やプロジェクトワークスペース

等，大学施設の地域への貸出を適切

に行う。 

【叡啓大学】 

■ 令和４年度は公開講座を４件開催し，うち２件を

有料として実施した（総収入156千円）。 

■ 小項目No.54に記載のとおり，大学施設の貸出

について，利用者の新型コロナウイルス感染症対

策を徹底した上で，教室等の貸出を４２件（施設貸

付料収入約1,263千円）行った。 
 

・以上のとおり，年度計画を順調に実施した。 

 

（２）経費の抑制  
    

 

82 〔人件費の抑制〕 

 教育研究・学生支援水準の

維持向上に配慮しながら，教

職員の適正な配置を行い，総

人件費の抑制を図る。また，非

常勤講師担当科目の削減や隔

年開講等により経費の節減を

図る。 

■ 県立広島大学及び叡啓大学の特

性を踏まえ，各大学で必要な教職員

の配置計画を検討し，教員及び法人

職員の各採用方針を策定し，教職員

を適切に採用する。 

 

■ 非常勤講師担当科目の削減や隔

年開講等により経費の節減を図る。 

■ 事務組織の職員構成や必要となる能力を踏まえ

た職員の採用方針を策定し，職員の確保を図っ

た。 

 新規採用職員３人（令和５年４月採用） 

 ※35 歳以下の若年層 採用１人 

  情報系業務の社会人経験者 採用２人 

■ 「広島県公立大学法人における非常勤講師の採

用に係る方針」に基づき適切に非常勤講師の採用

を行った。 

■ 県立広島大学の学生相談担当教員の採用にあ

たり，県立広島大学だけではなく叡啓大学の学生

相談業務にも従事する内容で公募を行い，令和４

年度中に１人を採用した。 

■ 小項目No.72に記載のとおり，今後の大学改革

等の方向性について，公立大学協会等を通じて情

報収集に努めるとともに，県立広島大学の学部・学

科等再編に伴い各学部で策定した教員配置計画

及び叡啓大学の大学設置認可の申請内容に基づ

き，教員の適正な人員配置や財源配分に努めた。 

 

・以上のとおり，年度計画を順調に実施した。 

 
３ ３   
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83 〔経費の節減〕 

 事務局，国際交流センター及

び学術情報センターの共通

化，体育館やグラウンド，図書

館の共同利用など，１法人２大

学による効果的・効率的な運

営体制により，歳出の抑制に努

める。 

【県立広島大学・叡啓大学】 

■ 事務局において，総務事務等の

共通業務について，システム導入や

アウトソーシング等による簡素化・効率

化のための整理を進め，令和４年度中

に必要な契約手続きや事務手続きの

見直しを行う。【再掲50，71】 

【県立広島大学・叡啓大学】 

■ 小項目No.50に記載のとおり，事務のシステム化

として，令和４年８月から規程の管理，改正及び掲

載を行う例規システムを導入した。また，勤怠管理

システム及び電子決裁（文書管理）システムを導

入するため，令和４年度に契約を締結し，令和５年

度中の稼働に向け，業者との協議等を実施した。 

■ 経費の節減について，小項目No.50に

記載のとおり，１法人２大学による効果的・

効率的な運営をしている。(83) 

■ 建物延床面積当たりのエネルギー使用

量について，平成29年度の使用量基準

から５年間で年平均１％以上削減する目

標数値の達成に努めている。(83) 

３ ３   
 

■ 県立広島大学と叡啓大学の体育

館やグラウンド，図書館の共同利用を

進める。 

 

■ 年間を通じて省エネ意識の向上

に努めるとともに，休業期間中の機器・

設備の一部停止などにより，省エネ法

に基づく数値目標の達成に努める。 

■ 建物延床面積当たりのエネルギー使用量につい

て，平成29年度の使用量基準から５年間で年平

均１％以上削減する目標数値の達成に努め，令和

３年度と比較して空調稼働日数に増減があるもの

の，両大学合計で3.0％増（県立広島大学広島

C8.2％増，庄原C0.8％減，三原C1.9％増，叡啓

大学20.0%増）であった。 

【叡啓大学】 

■ 全学的な意識啓発（連休・長期休業期間中の節

電対策，空調設定温度の遵守等）や，省エネ設備

改修（LED照明器具への交換，空調機器の効率的

な運転のため防雪ガード設置等）を行った。 
 
・以上のとおり，年度計画を順調に実施した。 

 

（エネルギー使用量 前年度との増減実績） 

 R1 R2 R3 R4 

広島C 12.7％増 14.9％増 0.8％増 8.2％増 

庄原C 0.3％増 9.1％減 6.8％減 0.8％減 

三原C 1.9％増 31.0％減 14.1％減 1.9％増 

叡啓大学 ― ― ― 20.0％増 

合計 4.9％増 13.8％減 5.8％減 3.0％増 
 

 

（３）資産の管理・運用の改善  
    

 

84 〔資産の適正な管理〕 

 全学的な視点から資産の効

率的な管理を行うとともに，有

償貸付や共同利用を促 

進する。 

■ 固定資産及び管理物品の実査を

引き続き実施し，資産を適正に管理す

るとともに，教育研究用の高額機器の

全学共同利用制度について，円滑な

運用に努める。また，その適切な管

理・運用に関する教職員への周知・啓

発に努める。 

■ 資産の適正な管理・利用を図るため，引き続き，

固定資産（50 万円以上）及び管理物品（10 万円

以上）の実査を県立広島大学３キャンパスと叡啓

大学で行った。（実査対象件数：1,624 件） 

■ 教育研究用の高額機器については，「県立広島

大学及び叡啓大学における教育研究用機器の共

同利用取扱要領」に基づき，取得金額1,000 万円

以上の機器を共同利用機器一覧表に掲載・周知す

ることで，円滑な運用に努めた。 
 

・以上のとおり，年度計画を順調に実施した。 

 
３ ３   

 

85 〔資金の適正な運用〕 
 資金の運用に当たって，法人
の資金管理運用方針に基づ
き，毎年度管理計画を定めて
安全かつ効率的な運用管理を
行う。 

■ 資金管理計画を定め，安全性が

高く効率的な資金運用を行う。 

■ 資金管理計画に基づき，一定水準の格付けを有

する金融機関のうち，安全性が高く預金利率が高

い定期預金を選定し，運用益の確保に務めた。 

 運用実績： 1,483千円（令和３年度 1,300 千円） 

 

・以上のとおり，年度計画を順調に実施した。 

 
３ ３   
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３ 自己点検・評価に関する取組 

86 〔到達目標の可視化と各種デ

ータ・資料の収集と活用〕 

 毎年度，計画の達成状況を

把握できるよう，年度ごとの目

標の適切かつ具体的な設定に

努め，達成状況等に応じて，取

組の改善を図る。また，大学運

営に係る各種データや資料を

継続的に収集・蓄積し，点検・

評価の客観性を高める。 

■ 各部局等において，具体的な取

組内容と到達点（レベル）を設定した

年度計画の策定に努める。 

 

■ 具体的な取組内容と到達レベルを設定した年度

計画を各部局で策定し，これを集約するとともに，

新規採用職員研修等において年度計画や同重点

項目について説明し，共通認識を図った。 

■ 関係部局等が連携し，法人・大学の運営状況の

指標となる各種データや資料を継続的に収集・蓄

積し，「アニュアルレポート 2022（令和３（2021）年

度分）にまとめ，ウェブ・サイトへの掲載等を通じて，

県民等に向けて，より分かりやすい情報公開に努め

た。 

 
３ ３   

 

■ 法人や大学の運営状況を示す指

標となる各種データや資料を継続的

に収集・蓄積し，その分析を継続する

とともに，教学ＩＲの運用により，これら

の体系的な収集・蓄積と活用を進め

る。 

■ 教学IR 推進室において，学内で蓄積された様々

な教学データの分析を進め，県立広島大学におけ

る入試戦略の策定や再編の教育総括に活用した。 

 

・以上のとおり，年度計画を順調に実施した。 

      

87 〔自己点検・評価の実施と評価

結果の活用〕 

 大学運営に係る各種データ

や資料に基づき，部局等による

自己点検・評価に努めるととも

に，業務評価室による法人内

評価を実施し，その評価結果

及び第三者による評価結果

（設置者による法人評価結果，

大学機関別認証評価結果等）

を適切に大学運営の改善に反

映させる。これらの点検･評価

及び第三者評価の結果は，速

やかに公表する。 

■ 各部局等や業務評価室による自

己点検・評価，並びに広島県や同公

立大学法人評価委員会への関係資料

の提出などを適切に行うとともに，速

やかにその結果をウェブ・サイトで公表

する。 

 

■ 令和３年度の業務の実績に係る根拠資料・部局

等評価などを集約するとともに，業務評価室による

自己点検・評価等の機関評価を実施した。 

■ 根拠資料に基づく自己点検・評価の実施，並びに

広島県公立大学法人評価委員会による評価結果の

課題や意見に関係部局等が対応するとともに，令和

５年３月末までの対応状況を取りまとめ公表した。ま

た，その進捗状況に応じて令和５年度の年度計画に

反映させた。 

■ これらの自己点検・評価の結果は，ウェブ・サイト

で速やかに公表した。 

 

・以上のとおり，年度計画を順調に実施した。 

■ 自己点検・評価の実施と評価結果の活

用について，毎年度，業務の実績に係る

根拠資料・部局等評価などを集約するとと

もに，業務評価室による自己点検・評価等

の機関評価を実施している。(87) 

■ 根拠資料に基づく自己点検・評価の実

施，並びに広島県公立大学法人評価委員

会による評価結果の課題や意見に関係部

局等が対応するとともに，毎年度の３月末

までの対応状況を取りまとめ公表し，進捗

状況に応じた翌年度の年度計画に反映さ

せている。(87) 

■ これらの自己点検・評価の結果は，ウェ

ブ・サイトで速やかに公表している。(87) 

３ ３   
 

88 〔目標・課題の共有化〕 

 自主的・自律的な質保証の

一助とするため，中期計画の

達成状況について定期的に公

開発表する場を設けるなど，学

内における目標・課題の共有

化に努める。 

■ 目標・計画に係る説明会を法人及

び両大学で開催し，教職員に法人・大

学の経営理念を浸透させるとともに，

年度計画の周知徹底を図る。 

 

 

■ 目標・計画に係る説明会を前・後期各１回開催

し，前期269人後期270人の教職員が参加した。

アンケート調査の結果，「説明会の企画（主旨・構

成等）」について，回答者の９割近く（前期87.4％，

後期90.0％）が「非常に良い・良い」と回答した。 

■ 同説明会，新任・昇任教員研修会，教育研究審

議会等の機会を通じて，学長からのメッセージに加

え，理事，学長，学長補佐及び部局等が設定した

組織の目標について教職員の共通理解を深めた。 
 
・以上のとおり，年度計画を順調に実施した。 

■ 毎年度，原則として年２回の目標・計画

に係る説明会を実施することで，学内にお

ける目標・課題の共有に努めている。(88) 

■ また，説明会実施後には，「説明会の企

画（主旨・構成等）」に関するアンケート調

査を実施し，開催方法等の見直しを行っ

ている。(88) 

 

 

３ ３   
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４ その他業務運営に関する重要な取組 

（１）危機管理・安全管理 

89 

 

〔危機管理・安全管理〕 

 事故や災害等に適切かつ迅

速に対応するため，危機管理

規程，並びに危機事象対応マ

ニュアルに基づき，関係機関と

連携し，学生や教職員に対して

安全教育や研修・訓練を実施

する。 

【県立広島大学・叡啓大学】 

■ 大規模災害の発生に備えた非常

用物資を計画的に備蓄するとともに，

消防計画に基づく訓練を各大学・キャ

ンパスで実施する。 

■ 危機管理委員会を開催し，危機

管理体制の充実を図るとともに，必要

に応じて危機管理マニュアルの見直し

を行う。 

■ 新型コロナウイルス感染症対策に

ついて，適宜危機対策本部を開催し，

感染状況や政府の方針等を踏まえ適

切に実施するとともに，法人の取組内

容を在学生や教職員等に速やかに周

知する。  

【県立広島大学・叡啓大学】 

■ 大規模災害の発生に備えた非常用物資を更新

するとともに，消防計画に基づく訓練を各大学・各

キャンパスで実施した。 

 県立広島大学広島キャンパス10/27，庄原キャ

ンパス（大学）11/25（学生寮）11/30，三原キャン

パス 11/2，叡啓大学12/20 

■ 危機管理委員会を開催し，危機管理体制の充実

を図るとともに，危機管理マニュアルの見直しを行

った。 

■ 新型コロナウイルス感染症対策について，緊急事

態宣言等に伴い危機対策本部を開催し，感染状況

や政府の方針等を踏まえ適切に対策を実施すると

ともに，法人の取組内容を在学生や教職員等に速

やかに周知した。 

 

・以上のとおり，年度計画を順調に実施した。 

■ 危機管理・安全管理について，新型コロ

ナウイルス感染症への対応として，危機対

策本部を必要に応じて開催し，迅速な情

報共有と対応策の立案に努めた。(89) 

■ また，新型コロナウイルスの感染状況に

応じて，総務課においては，教職員対応

及び卒業式等の式典対応，大学教育実

践センター及び教学課においては，オン

ライン授業及び学生対応，国際交流セン

ターにおいては，受入・派遣留学生対応に

適切に取り組んだ。(89) 

３ ３   
 

90 〔安全保障輸出管理の体制整

備と運用〕 

 安全保障輸出規程に基づ

き，学生・教職員に対する研修

を実施するとともに，関係機関

との連携を強化し，研究者のリ

スク回避を徹底する。 

【県立広島大学・叡啓大学】 

■ 県立広島大学においては地域連

携センター安全保障輸出管理室を中

心に，叡啓大学においては産学官連

携・研究推進センターを中心に，各部

局と連携して，安全保障輸出管理規

程の適切な運用に努める。 

 

■ 中国地域安全保障輸出管理ネット

ワークに参画し，関係機関との連携を

強化するとともに，研究者対象の安全

保障輸出管理セミナーを実施し，リス

ク回避のための情報を提供する。 

【県立広島大学】 

■ 中国地域大学等輸出管理ネットワーク会議（中国

経済産業局主催）が開催する大学等向け安全保障

貿易管理の講習に参加し，外国為替及び外国貿易

法制度に関する解説に加え，みなし輸出管理の運

用明確化に係る対応を中心に，各大学における取

組等の情報収集を行った。 

■ 教員の意識向上を目的とした学部による主体的

運営の強化等，安全保障輸出管理の体制見直し

の作業を開始した。 

■ 地域連携センター安全保障輸出管理室におい

て，本学の安全保障輸出管理制度及びその運用

に関する教職員向けの研修会（2/20開催，参加

者数144人）を実施し，安全保障輸出管理に関す

る教職員の理解を深めた。 

【叡啓大学】 

■ 中国地域安全保障輸出管理ネットワーク会議に

参画し，安全保障輸出管理について最新の情報や

取組に関する情報収集を行った。 

■ 全教職員に県立広島大学主催の令和４年度安

全保障輸出管理セミナー・利益相反セミナーへの

参加を促し，リスク回避の意識を高めた。 

■ 安全保障輸出管理の体制整備と運用に

ついて，令和元年度に地域基盤研究機構

に「安全保障輸出管理室」を新設し，同管

理に係る規程や必要書類等について，教

職員への周知を行った。(90) 

■ 本学の安全保障輸出管理制度及びその

運用に関する教職員向けの研修会を実施

し，安全保障輸出管理に関する教職員の

理解を深めている。（90) 

３ ３   
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   ■ 研究インテグリティについての意識醸成を図るた

めに, 関係部署の職員を内閣府主催の説明会へ

参加させ, 法人本部経営企画室と意見交換を行っ

た。 
 
・以上のとおり，年度計画を順調に実施した。 

 
    

 

（２）社会的責任  
    

 

91 〔人権尊重・法令遵守〕 

 教職員・学生に対して人権に

関する研修や啓発活動を実施

し，各種ハラスメントなどの人権

侵害を防止するとともに，コン

プライアンスを確保し，公立大

学法人としての社会的責任を

果たす。 

【県立広島大学・叡啓大学】 

■ 「ハラスメント防止ガイドライン」及

び「ハラスメント等の防止等に関する

規程」の趣旨をすべての在学生や教

職員等に周知徹底するとともに，教職

員向けの研修会等の啓発活動を実施

する。 

【県立広島大学・叡啓大学】 

■ 新規採用の教職員には採用時の研修，新入学生

には入学時のガイダンスにおいて「ハラスメント防

止啓発リーフレット」を配付し，ハラスメント防止の趣

旨を周知した。 

■ 令和３年度にオンデマンド型研修として実施した

ハラスメント防止研修について，新規採用者や未視

聴者に対し，視聴の再周知を行った。（受講率

85.6%，333人受講） 
 
■ 県立広島大学及び叡啓大学のウェブ・サイトにお

いて，学長からのメッセージ，ハラスメント防止フロ

ー，ハラスメント防止啓発リーフレットのデジタルデ

ータ等を掲載するなど，ハラスメント防止に関する

ページの内容を充実させた。  

＜県立広島大学ホームページ＞ 

https://www.pu-hiroshima.ac.jp/site/harassmentboushi/ 

＜叡啓大学ホームページ＞ 

https://www.eikei.ac.jp/life/harassment/ 

■ 令和４年度ハラスメント防止研修として，法人の

全教職員を対象に，大学におけるアカデミック・ハ

ラスメントをテーマとした研修を実施した。（受講率

78.7%，306人受講） 

■ 人権尊重・法令遵守について，新規採

用の教職員や新入学生に「ハラスメント防

止啓発リーフレット」を配付し，ハラスメント

防止の趣旨を周知している。(91) 

 

■ また，毎年度，全教職員を対象にしたハ

ラスメント防止研修を実施している。(91) 

３ ３   
 

  【県立広島大学】 

■ ＬＧＢＴＱに該当する在学生や教

職員等の学内への適応を推進するた

め，関係規程の策定やその運用など，

ダイバーシティへの学内対応を促進

する。 

■ 全学共通教育科目の「人権」に関

連する科目群の授業をはじめ，講習

会やポータル配信等，様々なチャン

ネルを通じて，人権尊重や法令遵守 

に関する在学生の意識向上に努める。 

【県立広島大学】 
■ 小項目№68 に記載のとおり，学生を対象に性の

多様性への理解を深めるため講演会を実施した。 
 
■ 全学共通教育科目の「学際知」及び「ダイバーシ

ティ」に位置付けられる７科目の履修を通して，人
権尊重や法令遵守について考察し，学生の意識の
啓発を図った。 

 「法学」履修者47 人，「日本国憲法」同225人，
「多様性理解（ジェンダー論）」同214人，「人間関
係論」同205 人，「人権論」同179人，「世界の宗
教」同119人，「世界の言語と文化」同362人 
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№ 第三期中期計画 令和４年度 年度計画 
法人の自己評価 評価委員会評価 
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特記事項 

各年度 中間 各年度 中間 

  【叡啓大学】 

■ 教育・研究機関の社会的責任とし

て，持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）の

目標達成に資する取組を推進する。 

■ 入門科目・リベラルアーツ科目で

ある「法的思考」,「哲学・倫理学入門」,

「多文化共生社会論」などの授業を通

じて，人権尊重や法令遵守に関する

学生の意識向上に努める。 

■ 人権擁護機関による「人権に関す

る相談窓口」に関する学生への情報

提供や他教育機関が主催する「学生

へのハラスメント防止」に関する研修プ

ログラム等に参加し，学生支援担当職

員の意識向上に努める。 

【叡啓大学】 
■ 持続可能な開発目標（SDGs）の目標を踏まえつ

つ，ジャンプスタートワークショップにおいてSDGs
カードゲームを実施するとともに，必修の入門科目
である「法的思考」，「哲学・倫理学入門」，リベラル
アーツ科目の「多文化共生社会論」などの授業を
通して，人権尊重や法令遵守に関する学生の意識
の向上を図った。 

 
・以上のとおり，年度計画を順調に実施した。 

      

（３）情報公開の推進  
    

 

92 〔情報公開の推進〕 

法人経営の透明性確保と社

会への説明責任を果たす観点

から，大学内部における情報

共有とともに，社会に対する情

報公開の一層の促進を図る。 

■ ウェブ・サイトを通じた財務諸表や

法人会議議事録等の情報公開，並び

に「大学ポートレート」の活用により，支

援者等への適切な情報提供に努め

る。 

 

■ 事業実績や財務状況等をまとめ

た「アニュアルレポート」を作成し，ウェ

ブ・サイトで公表する。 

■ 業務実績報告書やその評価結果，財務諸表，法

人会議の議事録等について，情報公開に適切に取

り組むとともに，文部科学省が推進する全国の大学

の情報ポータルサイト「大学ポートレート」に加入し，

全国規模での大学情報の公開を推進した。 

 

■ 小項目No.86に記載のとおり，関係部局等が連

携し，法人・大学の運営状況の指標となる各種デ

ータや資料を継続的に収集・蓄積し，「アニュアル

レポート 2022（令和３（2021）年度分）」にまとめ，

ウェブ・サイトへの掲載等を通じて，県民等に向け

て，より分かりやすい情報公開に努めた。 
 
・以上のとおり，年度計画を順調に実施した。 

 
３ ３   

 

（４）施設設備の整備・活用  
    

 

93 

 

〔計画的な施設の整備・活用〕 

 長期的な施設整備計画に基

づき施設の長寿命化を踏まえ

た施設整備を計画的に実施す

るとともに，施設の効果的な活

用を図る。 

また，新大学のために必要

な施設を確保するとともに，グ

ローバル化の推進に向け，新

たに留学生宿舎を確保する。 

■ 学修環境及び執務環境の充実

と，老朽化した施設設備の更新を一体

的・計画的に進める整備計画を適宜

見直すとともに，年次計画を作成・実

施する。 

■ 法人における長期保全計画の改訂を行い，令和

４年度を含む複数年にわたる実施計画にまとめる

とともに，令和４年度分を実施した。 

 

・以上のとおり，年度計画を順調に実施した。 

 

 ３ ３   
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94 〔ＩＣＴを活用した学修・研究シ

ステムの整備〕 

 時間と場所の制約を受けにく

い学修・研究環境の整備や，

更なるアクティブ・ラーニング

の推進など，教育プログラムの

質の向上に資する，リアルタイ

ム・双方向送受信機能を備え

た情報通信技術（ＩＣＴ）を導入

する。 

また，情報セキュリティの基

本方針等に基づき，情報シス

テムの適切な管理とセキュリテ

ィ対策について，情報環境の

変化に対応しながら推進すると

ともに，情報セキュリティ意識

の啓発を継続的に実施する。 

【県立広島大学】 

■ 新遠隔講義システムの利活用促

進について，他のキャンパスを接続し

て授業配信するという基本的な活用

方法のみならず，新遠隔講義システ

ムの特徴的機能を活かしながら，ユー

スケースの拡大定義を行い，またこれ

を教員に周知・研修することでオンラ

イン授業の充実化・高度化を図る。 

【県立広島大学】 

■ 情報システム調達に係るガバナンス体制の強化

を図るため，CIO 及びCIO 補佐等を設置することと

した。これに伴い，次期学内LAN整備専門部会に

おいて基幹ネットワーク・情報処理演習室システム

更新の概要を精査し，新システムへの移行を令和

６年４月からとし，本部学術情報センター運営委員

会で審議し了承を得た。 

■ ＩＣＴを活用した学修・研究システムの整

備について，情報ネットワークシステムへ

の不正アクセス等に備えた運用監視を常

時行い，安定的な稼働・運用を図るととも

に，全教職員対象の標的型メール攻撃対

策訓練を実施し，外部からのサイバー攻

撃に対する回避意識の醸成に努めてい

る。(94) 

３ ３   
 

 ■ 「基幹ネットワーク・情報処理演習

室システム」及び「ＣＡＬＬシステム」が

老朽化し保守契約の継続が困難なこ

と，令和３年度入学生から制度化され

た必携パソコンに対応した学修環境を

整備する必要があることから，両シス

テムを更新し，令和５年度に新システ

ムに移行する。 

■ 情報セキュリティ意識の向上を図

るため，教職員を対象とした情報セキ

ュリティに係る研修会を実施する。 

■ 外部からのサイバー攻撃による被

害を未然に防ぐため，定期的に不正ア

クセス等を監視するほか，引き続き予

防と啓発に努める。 

■ 学術情報センターにおいて，情報セキュリティ意

識の向上を図るため，教職員を対象とした「情報セ

キュリティ研修会」を実施した。（参加者：212人）

（令和5年2月21日実施） 

 

■ 学術情報センターにおいて，情報ネットワークシ

ステムへの不正アクセス等に備えた運用監視を常

時行い，安定的な稼動・運用を図るとともに，全教

職員対象の標的型メール攻撃対策訓練を２回実

施し，外部からのサイバー攻撃に対する回避意識

の醸成に努めた。（クリック・開封率：１回目21.5％

（12月19日実施），２回目2.5％（１月31日実

施）） 

 
    

 

  【叡啓大学】 

■ 令和３年度に引き続き，遠隔講義

システムを活用し，新型コロナウイル

スの影響により海外からオンラインで

受講する学生が本学の対面授業にリ

アルタイム・双方向で参加できるように

取り組むとともに，教職員へのＩＣＴ設

備への研修を充実させることで，海外

学生の履修に不利益が生じないよう

対応する。 

【叡啓大学】 

■ 新型コロナウイルス感染症の影響による入国制

限が緩和され，海外の学生が入国して対面授業を

受けられるようになったため，海外学生のためにオ

ンライン授業を実施する必要はなくなったが，遠隔

講義教室等を活用し，県外や海外からのゲストスピ

ーカーを Zoom で招聘し，リアルタイムで双方向授

業を実施した。 

■ 入学予定者を対象に，必修科目「ICT 入門」の事

前課題として，インターネットの基本的な注意点や

セキュリティ対策の内容を含んだe-learning「Infoss

情報倫理」を全員に課し，意識啓発を行った。 

 

・以上のとおり，年度計画を順調に実施した。 

 
    

 

（５）支援者等との連携  
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95 〔支援者等との連携強化〕 

 保護者や卒業生，同窓会等

の大学の支援者等から継続的

な支援が得られるよう，大学の

教育研究活動等に関する情報

提供等を行い，連携の強化を

図る。 

【県立広島大学・叡啓大学】 

■ ウェブ・サイト等を通じて，本法人

の教育研究活動等に関する情報提供

の充実を図ることに加えて，「広島県

公立大学法人へのご支援」（寄附）専

用サイトにおいて，支援・寄附の受入

強化を図る。

【県立広島大学・叡啓大学】 

■ ウェブ・サイト等を通じて，本法人の教育研究活動

等に関する情報提供の充実を図ることに加えて，

「広島県公立大学法人へのご支援」（寄附）専用サ

イトにおいて，支援・寄附の受入強化を図った。

①古本基金：24,210円 

②一般寄附：283,074円 

【県立広島大学】 

■ 本学の卒業生からの寄附金をもって，優秀な学

部生の本学大学院への進学及び本学大学院生の

研究を奨励するため，学部生の進学を奨励する

「進学支援」及び大学院生の研究を支援する「研究

支援」の奨学金として活用する制度を令和５年度か

ら開始するための準備を整えた。

■ 支援者等との連携強化について，県立

広島大学講演会総会を毎年開催（令和２

年度は新型コロナウイルスの影響により書

面開催）し，本学の教育活動等について説

明を行うとともに，保護者の関心の高いテ

ーマを選定した講演会を開催している。

■ また，「広島県公立大学法人へのご支

援」（寄附）専用サイトにおいて，支援・寄

附の受入強化を図っている。(95)

３ ３ 

■ 県立広島大学の後援会組織につ

いて，本部総務課が中心となり，保護

者からの要望を踏まえた県立広島大

学後援会会員対象の事業を実施す

る。

■ 県立広島大学後援会では，令和４年度後援会総

会，理事会を対面とオンラインを併用して開催し

た。また，後援会総会で決議された対面授業の拡

充等に関する後援会の要望について，県立広島大

学で対応を行った。

（古本募金，一般寄附実績） 

R1 R2 R3 R4 

古本募金 80,203円 31,428円 21,143円 24,210円 

一般寄附 70,000円 120,000円 10,351,000円 283,074円 

■ 後援会総会後に新型コロナウイルス禍における本

学の教育活動等について説明を行うとともに，保護

者の関心の高い就職活動をテーマにした講演会

「最近の就職活動について」を開催した。

■ ＨＢＭＳにおいて，平成３０年度に

設立したＨＢＭＳコミュニティ（同窓会

組織）と連携し，在学生・修了生・地域

の社会人を対象としたセミナーを企

画・実施する。また，ＨＢＭＳが企画・

実施する経営人材を養成するための

各講座において，修了生を非常勤講

師やＴＡとして採用し運営することによ

り，継続的な関わり（エンゲージメント）

を維持するとともに，修了生に対しても

継続的な学びの機会を提供する。

■ HBMS において，HBMSコミュニティ（同窓会）組織

と連携し，8月28日にアルムナイを対象としたホー

ムカミングデーを開催した（参加者56人）。また，3

月19日に「ビジネス協奏会」を開催し，学生・修了

生のみならず一般公開とした（参加者44人）。

■ 令和３年度に引き続き，経営人材養成にかかる

講座において，優秀な修了生を非常勤講師やＴＡ

として積極的に採用した。令和４年度に開催した履

修証明プログラム「竹原地域次世代ビジネスリーダ

ー養成講座：憧憬未来塾」においては，３名の修了

生講師をプロジェクト指導担当の非常勤講師に任

命した。

■ 叡啓大学の後援会組織につい

て，保護者等からの要望を踏まえ，設

置について具体的な検討を進める。

【叡啓大学】 

■ 叡啓大学の後援会組織について検討を進めた結

果，保護者だけでなく卒業生や企業等から幅広く支

援を得られるよう，叡啓大学活動全般を対象とした

寄附窓口を設置した。

・以上のとおり，年度計画を順調に実施した。
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特記事項 

① 全学部において学部・学科再編後の新設課程における教育プログラ
ムを運用し，具体的な取組の一つである副専攻プログラムにおいて
は，令和４年度に新たに１プログラム（全学で履修可能）を開始し
た。また，地域創生学部及び生物資源科学部においては，３年次配当
科目である各学科・コースを横断した「地域課題解決研究」の運用を
開始した。（関係項目№１，11）

② 学修成果の把握と検証にあたり，人材育成目標の達成に向けて自己
評価ルーブリックによる運用・検証や，外部評価テストによる検証を
行うことで，学修成果が令和４年度に設定したレベルに到達している
ことを確認した。一方で，各授業科目レベルにおける検証を目的とし
たルーブリックの科目導入率については，数値目標を達成できておら
ず，また，学修成果の把握のための指標についても多様な視点での検
討が必要であり，今後の組織的・全学的な検証と改善が必要となって
いる。（№５）

③ オンライン授業における学修の充実のため，引き続きノートパソコ
ン及びポケット Wi-Fi の貸出，PC サポートデスクの設置，ｅラーニン
グ教材の活用を推進するなどの取組をした結果，学生の学修時間は高
い水準を維持している。また，授業に対する総合的満足度は，前期科
目 94.9％，後期科目 95.0％（図１参照）で高い水準を維持した。（№
８）

④ 海外留学及び留学生受入については，新型コロナウイルス感染症の
影響もある中で年度計画の趣旨に沿った取組を実施した。県立広島大
学においては，協定校や派遣留学先大学とのオンライン交流会，合同
講義の実施等により派遣留学への機運を高める取組に努めた。叡啓大
学においては，正規留学生を対象とした奨学金制度を令和５年度から
創設するなど志願者拡大に向けた取組を行った。（№26，27，46）

⑤ 総合学術研究科の定員充足率について，今後，秋季募集結果が反映
されるため暫定的な数値ではあるが，68.8％と近年で最も低い数値に
なっており，改善が必要となっている。（№30）

図１ 学部生の授業満足度（授業評価アンケートより） 

表１ 進学者数及び就職希望者就職率（令和４年度卒業生） 

学部 学  科 
卒業者数 

（人） 

進学者数 

（人） 

就職 

希望者数

（人） 

就職者数 

（人） 

就職希望

者就職率 

（％） 

人間

文化 

国際文化 84 3 78 74 94.9 

健康科学 33 2 30 30 100 

経営

情報 

経  営 58 0 57 55 96.5 

経営情報 39 3 32 32 100 

生命

環境 

生命科学 94 16 74 74 100 

環境科学 51 9 42 42 100 

保健

福祉 

看  護 63 8 54 54 100 

理学療法 29 0 29 29 100 

作業療法 30 0 28 28 100 

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ障害 25 0 25 25 100 

人間福祉 37 0 37 37 100 

全学（４学部） 543 41 486 480 98.8 

※令和５年５月１日現在
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⑥ 経営学分野の機能強化（ＨＢＭＳ）において，文部科学省職業実践

力育成プログラム（ＢＰ）認定制度や履修証明プログラムを継続して
開講するとともに，令和５年度から新たに１つのＢＰ認定プログラム
を開講するための申請・認可を終え，科目等履修生を含む社会人教育
プログラムの受講申込者数は過去３年間で最多の 91 人となった。（№
32） 

 
⑦ コンサル業者２社による添削費用の全額補助や，経済的支援策とし

て，優秀な論文の表彰制度の導入，若手研究者への論文投稿に関する
セミナー開催，科研費を獲得した教員に獲得資金の一部を研究活動費
に還元する研究奨励金制度の試行運用開始など，支援策を着実に実施
した。文部科学省科学研究費助成事業の令和４年度採択実績（95 件）
は，中四国・九州の公立大学 29校中 16年連続で１位（表２参照）であ
り，併せて，外部資金の獲得総額についても目標の２億円を大幅に超
えた。（№39） 

 
⑧ １法人２大学体制の運営において，事務局の次長以上が参加する
「次長以上ミーティング」を新たに開催し，法人や大学全体として今
後の大きな取組の共有等を図った。また，事務のシステム化として，
令和４年８月から規程の管理，改正及び掲載を行う例規システムを導
入した。（№50，71） 

 
⑨ 就職希望者就職率は，全学で 98.8％と高い水準を維持した（表１参

照）。併せて，進路決定先に対する学生の満足度は 95.4％，就職支援
に対する卒業時の満足度は 87.5％と高い評価を得た。（№65）  

 
⑩ 新型コロナウイルス感染症への対応として，危機対策本部による迅

速な情報共有と対応策の立案に努めた。大学教育実践センターにおい
て「授業等についてのアンケート」を実施し，コロナ禍での経済的な
影響について調査・把握するとともに，コロナ禍を要因とする修学継
続困難学生を含めた幅広い経済的支援を行った。（№68，69，89） 

 
⑪ コンプライアンスの確保について，令和４年度の外部監査において

依然として契約事務等における不適切な処理が見られるものの，事前
に内部監査を実施して改善を図ったこともあり，令和２年度と比較し
て件数，内容とも改善が進んでおり，適正な事務処理の定着が進んで
いる。（№73） 

 

 
表２ 科学研究費助成事業の応募・採択状況（平成 25～令和５年度） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 
 
⑫ 令和３年度の「業務の実績に関する評価結果」において， 

評価２とされた項目についての対応状況は次のとおり。 
【学修成果の把握と検証】（№５） 

・科目ルーブリック勉強会を年度内に３回開催し，教員への浸透を
図った。また，令和４年度教員業績評価において科目ルーブリック
作成を加点項目に追加した。さらに，令和５年度中に導入する新教
学システムにおいて，シラバス登録時に科目ルーブリックをアップ
ロード可能機能の追加を決定するなど，全学的な取組を進めた。 
 
 

年 度 応募総数 
応募率 

（％）※1 
採択件数 

※2 
採択率 

 （％） 
採択額 

（千円） 

H25 232 91.3 91 39.2 117,130 

H26 234 97.7 105 44.4 122,980 

H27 236 95.2 94 39.0 119,340 

H28 226 97.8 92 40.7 129,870 

H29 211 95.0 86 40.8 112,150 

H30 221 95.0 83 37.6 104,520 

R1 213 95.0 94 44.1 118,820 

R2 218 97.8 105 48.2 127,920 

R3 219 96.3 105 48.4 125,580 

R4 224 95.4 95 42.4 123,890 

R5 214 97.4 85 39.7 107,937 

※1定年退職までの期間が３年以内等の特例措置該当教員を除いて算出した割合 

※2 新規採択件数＋継続件数。なお，令和５年度分の実績は，４月時点での採択内定件数 

及び基金継続件数（研究成果公開促進費を除く。）を示す。 
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Ⅵ 予算，収支計画及び資金計画 

１ 予算（令和４年度） （単位：百万円） 

区 分 中期計画 金 額 

収入 

運営費交付金収入 ２３，４３３ ３，９５９ 

学生納付金収入 １０，３２６ １，７４１ 

診療センター収入 １２６ １５ 

寄宿舎収入 － ３５ 

その他の自己収入 ４２１ ９７ 

目的積立金取崩 ７２０ １５５ 

外部資金収入 ６５４ １４３ 

補助金収入 １，３６４ ３９４ 

県出資金 １，８７６ － 

借入金収入 ８０８ － 

計 ３９，７２８ ６，５４３ 

区 分 中期計画 金 額 

支出 

人件費 ２３，２６９ ４，０２９ 

一般管理費 ４，１３１ ８３６ 

教育研究経費 ４，１２４ ５８４ 

教育研究支援経費 ２，７４５ ４７９ 

学生支援経費 ４８２ １０８ 

診療経費 ７８ １０ 

外部資金事業費（受託等分） ６５４ １４３ 

外部資金事業費（補助金分） ７ ５ 

施設整備費 １，３５７ ３８８ 

新大学整備事業費 ２，６８４ － 

借入金償還金※ １９７ ３６ 

計 ３９，７２８ ６，６２４ 

※令和４年度年度計画予算において，「寄宿舎経費」と表示。
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２ 収支計画（令和４年度） 

（単位：百万円） 

区 分 中期計画 金 額 

費用の部 

経常費用 

３５，９２３ 

３５，９２３ 

６，６０９ 

６，６０９ 

業務費 ３０，１９４ ５，５６９ 

教育研究等経費 ５，９９２ １，３４５ 

外部資金等経費 ９３３ ７５ 

人件費 ２３，２６９ ４，１４８ 

一般管理費 ３，９４６ ７７４ 

財務費用 ７７ ３ 

雑損 ０ ２ 

減価償却費 １，７０６ ２５９ 

臨時損失 ０ － 

区 分 中期計画 金 額 

収入の部 ３５，２０３ ６，４７０ 

経常収益 ３５，２０３ ６，４７０ 

運営費交付金収益 ２２，６８３ ４，２４７ 

学生納付金収益 １０，３２６ １，６８４ 

外部資金等収益 ６５４ １０９ 

補助金等収益 ２７９ １２８ 

資産見返運営費交付金戻入 ６１９ １２２ 

資産見返物品受贈額戻入 ９６ ３３ 

財務収益 ２ １ 

雑益 ５４４ １４２ 

臨時利益 ０ － 

純利益 －７２０ －１３８ 

目的積立金取崩額 ７２０ １１０ 

総利益 ０ －２８ 

※金額欄には，当期の実績額を記載。なお，目的積立金取崩額には前中期目標期間繰越積立金取崩額を含む。
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３ 資金計画（令和４年度） 

（単位：百万円） 

区 分 中期計画 金 額 

資金支出 ４９，９２８ １１，６７２ 

業務活動による支出 ３４，１４０ ６，１２５ 

投資活動による支出 １４，７３５ ５，４１４ 

財務活動による支出 １，０５３ １３１ 

次期中期目標期間への繰越金 ０ １，４０９ 

資金収入 ４９，９２８ １２，２４４ 

業務活動による収入 ３５，６８５ ６，１０７ 

学生納付金収入 １０，３２６ １，５４６ 

外部資金収入 ６５４ １０７ 

運営費交付金収入 ２３，４３３ ４，２９３ 

雑収入 １，２７２ １５９ 

投資活動による収入 １１，５５９ ６，１３７ 

財務活動による収入 ２，６８４ － 

※金額欄には，当期の実績額を記載。

Ⅶ 短期借入金の限度額 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 

(１) 短期借入金の限度

５億円

(２) 想定される理由

運営費交付金の受入れ遅延及び

事故の発生等により緊急に必要と

なる対策費として借り入れること

が想定される。 

(１) 短期借入金の限度

５億円

(２) 想定される理由

運営費交付金の受入れ遅延及び

事故の発生等により緊急に必要と

なる対策費として借り入れること

が想定される。 

なし 
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Ⅷ 重要な財産を譲渡し，又は担保に供する計画 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 

なし なし なし 

Ⅸ 剰余金の使途 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 

決算において剰余金が発生した場合

は，教育研究の質の向上及び組織運営の

改善に充てる。

決算において剰余金が発生した場合

は，教育研究の質の向上及び組織運営の

改善に充てる。

なし 

Ⅹ 県の規則で定める業務運営に関する事項 

１ 法第 40条第 4項の規定により業務の財源に充てることができる積立金の処分に関する計画 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 

前中期目標期間繰越積立金は，教育研

究の質の向上及び組織運営の改善に充て

る。

前中期目標期間繰越積立金は，教育研

究の質の向上及び組織運営の改善に充て

る。

２３１百万円 

２ その他法人の業務運営に関し必要な事項 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 

なし なし なし 
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○ 別表 （学部の学科，研究科の専攻等） （令和４年５月１日現在） 

【県立広島大学】

学部，研究科名 学科，専攻名 
収容定員 

(a) (名)

収容数 

(b) (名)

定員充足率 

(b)/(a)×100 (％)

学部計 2,160 2,281 106％ 

地域創生学部 600 647 108％ 

地域創生学科 600 647 108％ 

人間文化学部 120 140 117％ 

国際文化学科 85 105 124％ 

健康科学科 35 35 100％ 

経営情報学部 100 116 116％ 

経営学科 60 67 112％ 

経営情報学科 40 49 122％ 

生物資源科学部 420 426 101％ 

地域資源開発学科 120 123 103％ 

生命環境学科 300 303 101％ 

生命環境学部 160 179 112％ 

生命科学科 110 119 108％ 

環境科学科 55 60 109％ 

保健福祉学部 760 773 102％ 

保健福祉学科 380 390 103％ 

看護学科 120 124 103％ 

理学療法学科 60 61 102％ 

作業療法学科 60 61 102％ 

コミュニケーション障害学科 60 56 93％ 

人間福祉学科 80 81 101％ 

助産学専攻科 10 10 100％ 

助産学専攻科 10 10 100％ 
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総合学術研究科 160 167 104％ 

人間文化学専攻 20 28 140％ 

情報マネジメント専攻 20 13 65％ 

生命システム科学専攻 75 59 79％ 

保健福祉学専攻 45 67 149％ 

経営管理研究科 50 60 120％ 

ビジネス・リーダーシップ専攻 50 60 120％ 

【叡啓大学】 

学部名 学科名 
収容定員 

(a) (名)
収容数 

(b) (名)
定員充足率 

(b)/(a)×100 (％)

ソーシャルシステム
デザイン学部

ソーシャルシステムデザイン
学科

180 173 96％ 

○ 計画の実施状況等

（収容定員に関する計画の実施状況） 

収容数は，令和４年５月１日現在の在学者数を記載している。（令和４年度学校基本調査記載数値） 

・県立広島大学全体の学部・研究科の定員充足率は，下記のとおりであった。これらはいずれも，「大学，短期大学，高等専門学校等

の設置の際の入学定員の取扱い等に係る基準」（文部科学省告示）で定める学部ごとの入学定員超過率１．３倍未満（大学院の入学

定員は対象外）の基準を満たしている。

学 部 計：収容定員２，１６０人に対し，収容数は２，２８１人で，定員充足率は１０６％であった。 

助産学専攻科計：収容定員１０人に対し，収容数は１０人で，定員充足率は１００％であった。 

総合学術研究科計：収容定員１６０人に対し，収容数は１６７人で，定員充足率は１０４％であった。 

経営管理研究科計：収容定員５０人に対し，収容数は６０人で，定員充足率は１２０％であった。 

・叡啓大学においては，収容定員１８０人に対し，収容数は１７３人で，定員充足率は９６％であり，同基準を満たしている。
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